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This study analyzed basic trends in R&D and STI policy in the United States and signals that 
have potential to bring big changes in society, based on published information from January 2013 
to February 2014. 
Notable background and highlights regarding R&D are as follows: 
Background factors: 1) New innovative investment models, 2) Increased policies that are 
implemented without congressional approval, 3) policy measures to create employment, 4) policy 
to strengthen manufacturing, to attract investment, and to accelerate export, 5) smart grid and new 
ICT ifnrastrucutre, 6) reform of educational system and immigration polocy, 7) response to cyber 
attacks and support for African countries, 8) Action plan against climate change, 9) new cluster 
formation, 10) joint effort between industry and academia, expanded open innovation/data. 
R&D hightlights: manuracturing, brain science, synthetic biology, strengthed body function, 
cutting-edge medical technology, robotics, wearable technologies, next-generation automobile, 
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2013 年 1 月 
オバマ大統領の第 2 期政権が始動し、国務長官、エネルギー長官、労働長官、EPA 長官、商務
長官等の主要ポストが入れ替わることとなった。オバマ政権の大筋の方向性は変わらないものの、























































（現行原子力発電所の 3 分の 1 程度）の開発が目指されており、原子力発電に関しては、平成 23













2013 年 4 月 





























研究開発面では、3D 印刷技術に注目が集まった月でもある。3D 印刷は、既に 2012 年に製造
業支援の一環としてオバマ大統領が研究所を新設した分野であり、多数の大学や企業が研究開
発を進めている。プリンストン大学では、通常以上の聴力を持つ人工耳を 3D 印刷技術を利用した











2013 年 6 月 
6 月にオバマ政権が打ち出した 2 大政策は、「気候行動計画」と「パワー・アフリカ」である。気候




















2013 年 7 月 













2013 年 8 月 
GE 社、インテル社、IBM 社といった米国大企業 10 社が集まり「産業インターネット」を推進する
民間主導コンソーシアムが立ち上げられた。これは、NIST も支援しているもので、産業システムとイ
ンターネットの融合により、例えば、サイバーセキュリティ対策や相互運用性の強化を図っていくと
いうもので、フレームワーク案とテストベッドを 1 年以内に完成させることを目標としている。IBM 社
はまた、ビッグデータ人材の確保に向けて、ビッグデータを学べる修士号課程や講座を提供するた
め、米国内外 9 大学と協力することを発表した。 







2013 年 9 月 






なものとしては、①FAA が、環境にやさしい代替輸送燃料を開発する空輸 COE 設置に向け 4,000
万ドル助成、②ARPA-E を通じて、省エネ製造技術の開発に向けて 6,600 万ドル助成、③DOE が、








2013 年 10 月 
議会が、医療保険改革法を巡ってオバマ大統領と対立し、2014 年度連邦歳出法を通過させる











ようになっている。例えば、ニューヨーク州では、グローバル企業 6 社との協力の上で 15 億ドルをか
けて、ナノテク研究開発ハブ「ナノ・ウチカ」を設立することを発表した他、カリフォルニア州やニュー
ヨーク州等 8 州が、2025 年までに電気自動車販売数を 330 万台とすることを目標として掲げ、複数
の措置を共同して行うことを発表している。 
オバマ政権が 2011 年に発表した「米国ロボティクスイニシアチブ（NRI）」の継続的支援の内容が、
NSF や NIH 等から発表されたが、どちらも「協働ロボット（collaborative robots または co-robots）」が
メインテーマとなっており、NSF ではヘルスケアや国土安全保障、運転安全性確保といった応用分
野に利用できる基礎研究を中心に新規プロジェクト 30 件に 3,100 万ドルが投資され、NIH では視










2013 年 11 月 
唾を郵送すると DNA を解析し、どのような疾病にかかりやすいかを分析した結果が送られてくる

































オバマ大統領が打ち出した一大政策は HIV/AIDS に関係するもので、国際支援として、今後 3
年間に亘り最高 50 億ドルを拠出することを発表したほか、NIH における HIV 研究支援に 1 億ドル
を割り当てるとしている。一方で DOE では、気候活動計画に則り、クリーンエネルギー製造を行う













タ自動車等も独自技術の開発に取り組んでいるが、販売数は 2025 年までに 23 万台、2035 年まで
に 1,180 万台に膨れ上がり、2050 年までにはほとんどすべての車両が無人運転自動車になるとの
市場予測が発表された。また GM 社は、4G インターネットに接続されたモデルの販売を今年中に











2014 年 2 月 













































IOM と NAE による大学生コンテスト、2013 年度のテーマはバイラルメディア 
2013 年、第 3 回目となる医学研究所（Institute of Medicine：IOM）と米国工学アカデミー（National Academy of 
Engineering：NAE）による大学生・大学院生向けコンテストの課題は「バイラルメディアで健康向上に貢献（Go Viral 
to Improve Health）」で、学生は学際的チームを組み、厚生省（Department of Health & Human Services：HHS）の
データや他の健康データを用い、人々の健康への関心や注意を喚起するようなバイラル（Viral、ウイルスのように広
まる口コミ）アプリやその他ツールを開発する。賞金総額は 1 万 8,000 ドル、うち、優勝チームへの賞金は 1 万ドルで、









米国特許取得数第 1 位は 20 年連続で IBM 
IFI クレイムズ・パテント・サービス社（IFI CLAIMS Patent Services）のデータによると、米国特許取得数第 1 位は 20
年連続で IBM 社が獲得した。同社の 2012 年度の特許取得数は 6,748 件で、2011 年の 6,180 件を 5%上回った。
以下、2 位サムスン社（Samsung、5,081 件）、3 位ソニー（Sony、3,032 件）、4 位パナソニック（Panasonic、2,769 件）、
4 位マイクロソフト社（Microsoft、2,613 件）、5 位東芝（Toshiba、2,447 件）、6 位鴻海社（Hon Hai、2,013 件）、7 位 ゼ
ネラル・エレクトリック社（General Electric：GE、1,652 件）、8 位 LG エレクトロニクス社（LG Electronics、1,624 件）であ
る。特許商標局（United States Patent and Trademark Office：USPTO）が発行した特許総数は 25 万 3,155 件で 2011
年度より 13％増加した。グーグル社（Google）は前年比 170％の 1,151 件の特許取得で 21 位となり、上位 50 位に
初ランクインしている。上位 50 社中、米国企業は 17 社、アジア企業は 26 社と共に 2011 年と同数となっている5。 
 
DARPA、次世代レーザービーム技術開発に貢献 
国防高等研究事業局（Defense Advanced Research Projects Agency：DARPA）の助成を受けて、最先端のレーザー
ビーム技術「レーザー探知レンジ（Laser Detection and Ranging：LADAR）」が開発された。無線周波数（Radio 
Frequency）を用いる現行の RADAR 技術と異なり、光ビームを使って相手の位置を確認する LADAR は、ラピッド
3D マッピング等の適用で有望視されている。今まで嵩張りすぎる、遅すぎる、正確でない等の欠点が指摘されてい
た LADAR 技術であるが、一つのシリコンチップに 4,096 個のナノアンテナを搭載することで世界で最も高密度アン
テナの実現に成功した6。 
 
                                                        
1 CRN, "Los Alamos To Rip Out Chinese Networking Gear For Security Concerns") 
2 National Academy of Engineering, "Go Viral to Improve Health: The 2013 IOM-NAE Health Data Collegiate 
Challenge"  
3 なお、優勝は Texas A&M 大学チームによる H-Radar。 
National Academy of Science, "Winners of IOM-NAE 'Go Viral to Improve Health' Announced; Collegiate 
Challenge Showcases Innovative Apps"  
4 The Washington Post, "Driverless cars and heightened road-safety technology unveiled at Las Vegas tech show "  
5 CIO, "IBM Cements 20 Years of Patent Dominance"  











GE ヘルスケアシステム社（GE Healthcare Systems）を始めとする大手医療機器メーカー9 社は、各社の製造する医
療機器の相互運用性を確立し、医師や病院が患者の医療データの共有をより容易にすることで、患者の死を予防
する取組みに協力することを宣言した。これは、年間 20 万人以上の患者の死者数削減を目標として、マシモ財団





大統領科学技術諮問委員会（President's Council of Advisors on Science and Technology：PCAST）は大統領および
連邦議会に対し、最新報告書「デジタル未来の設計：ネットワーキングと情報技術における連邦予算による研究開
発（Designing a Digital Future: Federally Funded Research and Development in Networking and Information 
Technology）」を提出した。この報告書は、ネットワーキング IT 研究開発（Networking and Information Technology 







2012 年、3,698 企業に対し合計 265 億ドルのベンチャーキャピタル（venture capital：VC）投資が行われた。前年に





医療機器ベンチャーへのエンジェル投資、2012 年に 50％増加 
2012 年、医療機器業界でのエンジェル／シードラウンドからの資金調達額は 2011 年比で 50％増となり、医療機器
業界での総調達額のおよそ 27％となっている。2012 年のエンジェル／シードラウンド件数は合計 457 件、資金調達











食品医薬品局（Food and Drug Administration：FDA）は、近赤外線技術を用いて頭部外傷のある患者が脳内出血
を起こしているかを検査できる軍事用の次世代スキャナ、「インフラスキャナモデル 2000 （Infrascanner Model 
2000）」を承認した。携帯式のコンパクト設計である同装置は、インフラスキャン社（InfraScan）が海軍と共同で開発し
                                                        
7 TG Daily, "DARPA to hide drones at the bottom of the ocean"  
8 Association for the Advancement of Medical Instrumentation, "Medtech Companies Make Interoperability Pledge"  
9 The White House, "PCAST Updates Assessment of Networking and InfoTech R&D"  
10 The Washington Post, "Venture capital investments fell 10% in 2012 as election, ‘cliff’ create uncertainty"  
11 MassDevice.com, "Medical device angel investments jumped in 2012"  







ペンシルバニア州立大学（Pennsylvania State University）は 21 日、シーメンス社（Siemens）と前年既に合意に至り



















電子データを 5 秒で消滅 
最先端の電子デバイスは戦場において必要不可欠となっているが、戦闘中に紛失・放棄された場合、敵に機密情
報を与える可能性がある。そこで DAPRA は、自爆機能がついた電子デバイスの開発を目的として「Vanishing 
Programmable Resources（VAPR）」プログラムを立ち上げた。ここで開発が目指されているデバイスは、従来と機能


















DOE が開発を進める固体酸化物形燃料電池（Solid oxide fuel cell：SOFC）が海軍の無人潜水機（unmanned 
undersea vehicle：UUV）に搭載される。この実証は DOE 傘下の国立エネルギー技術研究所（National Energy 
                                                        
13 MassDevice.com, "InfraScan lands FDA approval for next-gen non-invasive brain bleed detector"  
14 Pennsylvania State University. "Siemens, Penn State to mark start of strategic partnership Jan. 24"  
15 National Academies, "U.S. DRIVE Technical Teams Conducting Excellent Work, But Partnership Lacks Direction 
From Leadership"  
16 Purdue University, "Indiana using new concrete to increase bridge life span "  
17 DARPA, "This Web Feature Will Disappear in 5 Seconds" 
18 Nature "Controversial stem-cell company moves treatment out of the United States"  
19 National Science Foundation, "Next-generation High-definition Videoconferencing Will Provide Immediate 








for Regenerative Medicine：CIRM）は31 日、民間企業による早期臨床試験や民間で開発された医薬品の認可支援
等のプロジェクトに対し今後 4 年間に亘り 17 億ドルを投じるという新方針を打ち出した21。 
 
次世代の CT スキャン、最低限の被ばく量でより良い画像 
国立心臓・肺・血液研究所（National Heart, Lung, and Blood Institute：NHLBI）は、東芝メディカルシステムズ社の





米国研究開発費は 2 年連続増加 
米国で 2010 年に実施された研究開発費（公的資金と民間資金の合計）は 4,067 億ドルと 2009 年の 4,038 ドルより
29 億ドル増加した。2011 年度は、さらに73 億ドル増加し、4,140億ドルと予測されている。米国研究開発費は、2009
年度には前年から 19 億ドル減少していたが、これは 2008 年後半に始まった米国および世界的な金融危機による
もので、1950 年代以降、現在の米ドル換算では 2 番目に大きな下落であった23。 
 
米国大学の科学技術研究施設面積は拡大傾向 






FDA の審査迅速化で、新薬認可が 15 年ぶりの高水準に 






連邦政府は 2 日、2012 年 12 月 31 日に失効した、「2012 年までに運用開始した風力発電プロジェクトに対し、運用




連邦下院監視・政府改革委員会（Committee on Oversight and Government Reform）内に、クリーンエネルギー関連
の助成プログラム等の監視を行う、「エネルギー政策・ヘルスケア・給付金小委員会（Energy Policy, Healthcare and 
Entitlements subcommittee）」が新設されることが 2 日発表された。議長としてジェームス・ランクフォード下院議員
（James Lankford、オクラホマ州選出共和党）が就任した27。 
 
NIH 研究助成、2011～2012 年度は順調な伸び 
                                                        
20 Department of Energy, "Fossil Energy-Developed Fuel Cell Technology Being Adapted by Navy for Advanced 
Unmanned Undersea Vehicles"  
21 Xconomy, "California Stem Cell Agency Shifts Focus to Clinical Treatments"  
22 National Institutes of Health, "Next-generation CT scanner provides better images with minimal radiation"  
23 National Science Foundation, "U.S. R&D Spending Resumes Growth in 2010 and 2011 but Still Lags Behind the 
Pace of Expansion of the National Economy" (January 2013)  
24 National Science Foundation, "Research Space at Academic Institutions Increased 3.5% Between FY 2009 and FY 
2011: Biomedical Fields Account for Most Growth" (January 2013)  
25 Bloomberg, "Drug Approvals Reach 15-Year High on Smoother FDA Reviews"  
26 USA Today, "Wind energy tax-credit extension part of 'cliff' deal"  
27 The Hill, "House Oversight adds energy subcommittee"  
 23 
 
国立衛生研究所（National Institutes of Health：NIH）が 2 日に発表した 2011 年度と 2012 年度の助成比較データに
よると、外部研究に対する 1 プロジェクトあたりの平均助成額は 2012 年の 44 万 9,644 ドルから 2012 年度の 45 万
4,588 ドルへと約 5,000 ドル増加し、外部研究に対する助成総額も同時期に約 158 億ドルから約 159 億ドルと約 1
億ドルの増加を示した。また、発見・初期段階の研究に対する支援を行う R21 助成メカニズムによる助成件数は、
2011 年度の 1,694 件から 2012 年度には過去最高となる 1,932 件に増加した28。 
 
DOE、オープンソースの国家地熱データシステムを立ち上げ 
DOE は 2 日、米国に豊富に存在する地熱エネルギー源の有効活用を目指し、アリゾナ地質調査所（Arizona 




DOE、先端バイオ燃料及びバイオ製品を開発するプロジェクト 5 件に助成 
DOE は 3 日、バイオマスを自動車・トラック・飛行機に利用できる先端バイオ燃料や、プラスチックや化学中間産物
等のバイオ製品に変換するための、イノベーティブな人工生体・化学技術を開発する産学官連携プロジェクト 5 件







に今回作成された FDA 規制案は、国内業者からは賛否両論の意見が出ている31。 
 
ヒト胚性幹細胞研究をめぐる連邦裁判、幕を閉じる 
連邦最高裁判所（Supreme Court）は 7 日、ヒト胚性幹細胞（human embryonic stem cells：hESC）研究に対する連邦
助成が、ヒトの胚を破壊する研究活動への連邦助成を禁止する法律に違反するとした、2 名の科学者による上告を
棄却した。これにより、2009 年 8 月から 3 年に亘り行われてきた hESCs 訴訟が終結した32。 
 
DOE、レアアース研究に特化した新施設を設立 
DOE は 9 日、米国エネルギー安全保障に欠かせないレアアースを含む重要原料の不足を補う手法を研究する「重
要原料研究所（Critical Materials Institute：CMI）」の新設を発表した。本研究所は、エネルギー・イノベーション・ハ










農務省（Department of Agriculture：USDA）は 11 日、傘下の食糧農業研究所（National Institute for Food and 
Agriculture：NIFA）が実施するバイオマス研究開発イニシアチブ（Biomass Research and Development Initiative）の
下、様々なバイオマス由来の資源を利用した次世代再生可能エネルギー技術や高価値バイオ製品の研究開発を
目指すプロジェクト 4 件に対し、総額 2,500 万ドルの助成を発表した35。 
                                                        
28 National Institutes of Health, "FY2012 By The Numbers: Success Rates, Applications, Investigators, and Awards") 
29 Department of Energy, "Pinpointing America's Geothermal Resources with Open Source Data"  
30 Department of Energy, "Energy Department Awards $10 Million to Develop Advanced Biofuels and Bio-based 
Products" 
31 United States Food and Drug Administration, "FDA proposes new food safety standards for foodborne illness 
prevention and produce safety"  
32 Science, "Stem Cell Lawsuit Finally Over"  
33 Department of Energy "Ames Laboratory to Lead New Research Effort to Address Shortages in Rare Earth and 
Other Critical Materials"  
34 Scientific American, "U.S. Effort on Ocean Acidification Needs Focus on Human Impacts"  










国内放射性廃棄物の常設地層処分場を 2048 年までに運用開始 
連邦政府は 14 日、2048 年までに米国内の放射性廃棄物を対象とする常設地層処分場を運用開始する計画を発
表した。DOE が発表した報告書によると、2021 年までに試験的貯蔵施設の認可・建設・運用を開始、2025 年までに
国内放射性廃棄物全てを収納可能なフルスケールの試験的貯蔵施設用地の確保・認可を完了、2026 年までに最




NSF は 15 日、海外研究機関との国際連携の下で、国際的ニーズの高い代替エネルギー等の研究を進めるプロジ




非営利団体のピュー慈善財団（Pew Charitable Trusts）は 17 日、世界におけるクリーンエネルギー市場が急速に拡
大し、世界規模での競争が激しさを増す一方で、米国内では長期的で一貫したエネルギー政策が存在しないため、
再生可能エネルギー関連の民間投資や製造、開発活動が制約されていると指摘する報告書「イノベート、製造、競




DARPA は 17 日、複数の大学が参加して半導体に関する課題を研究し、将来のイノベーションにつながるような発
見を目指す半導体研究センター「半導体技術先端研究ネットワーク（Semiconductor Technology Advanced 
Research Network：STARnet）」6 カ所を設立すると発表した。同ネットワークに対し、DARPA は米国企業と共同で年
間最低 4,000 万ドルを拠出する40。 
 
ARRA クリーンエネルギープログラムは、外国企業に利益をもたらす 
下院エネルギー商務委員会（Energy and Commerce Committee）は 17 日、米国再生・再投資法（American 
Recovery and Reinvestment Act：ARRA）第 1603 項の下で行われたクリーンエネルギープログラムからの助成 160
億ドル（2012 年 12 月 5 日現在）のうち、約 4 分の 1 をヨーロッパ及びアジアを中心とする海外大手企業の米国支社
が受給しており、米国経済の活性を目指すはずの ARRA が海外企業を潤す結果となっていると指摘する報告書
「米国民の税金、外国企業の利益（American Taxpayer Investment, Foreign Corporation Benefit）」を発表した41。 
 
FCC、光ファイバーコミュニティ実現に向け支援 
連邦通信委員会（Federal Communications Commission：FCC）は 18 日、2015 年までに全米 50 州で 1Gbps クラス
の通信速度を持つネットワーク・コミュニティを実現する「ギガビット・シティ・チャレンジ（Gigabit City Challenge）」の




NIH 委員会評議会、NIH におけるチンパンジー研究の規模縮小を提言 
                                                                                                                                                                  
New Markets, Innovation, and Unlimited Opportunity in Rural America"  
36 The Seattle Times, "Report says warming is changing US daily life"  
37 Nuclear Threat Initiative, "DOE Eyes Permanent Nuclear Waste Repository by 2048") 
38  National Science Foundation, "NSF Supports Global Research to Advance Science and Engineering for 
Sustainability"  
39 Pew Charitable Trusts, "Pew Delivers Clean Energy Recommendations to Administration and Congress"  
40 DARPA, "DARPA, Industry Collaborate to Knock Down Microelectronics Barriers"  
41 Committee on Energy and Commerce, "Committee Report Exposes Foreign Corporations Benefiting From Green 
Energy Stimulus Funding"  
42 Federal Communciation Commission, "FCC Chairman Genachowski Issues Gigabit City Challenge"  
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2011 年 12 月に医学研究所（IOM）が発表した NIH のチンパンジーを利用した研究のほとんどは不要とする提言を
受け、フランシス・コリンズ NIH 長官（Francis Collins）の指示の下、この内容を実行に移すための基準策定を進めて
いた NIH の委員会評議会ワーキンググループ（Council of Councils Working Group）は 22 日、NIH 内で実施されて
いるチンパンジーを利用した研究のうち感染性因子や免疫学等に関連するものを除くほとんどを終了し、現在 NIH














DC 巡回控訴裁判所、EPA に対し再生可能燃料基準の見直しを指示 
コロンビア特別区巡回控訴裁判所（Court of Appeals for the D.C. Circuit）は 25 日、環境保護庁（Environmental 
Protection Agency：EPA）が毎年設定する再生可能燃料基準（Renewable Fuels Standard：RFS）の下で定められた
セルロース性バイオ燃料使用義務量について、過去数年に亘り非現実的に高いことが国内精製業者に対する圧
力となっているとし、EPA に対し 2012 年の RFS 見直しを指示する判決をを下した46。 
 
財務省、中国自動車部品メーカーによる A123 社の買収を承認 
財務省（Department of the Treasury）の対米外国投資委員会（Committee on Foreign Investment in the United 
States：CFIUS）は 29 日、中国自動車部品メーカー万向集団（Wanxiang Group）が、連邦政府からの支援を受けな




DOE は 30 日、米国における安価な太陽エネルギーシステムの実用化を促進する技術の開発を目指す、ビッグデ
ータを活用したプロジェクト 7 件に対し総額 9,000 万ドルの助成を発表した。助成受給プロジェクトの内訳は、国立
研究所主導が 2 件、大学主導が 4 件、独立非営利研究所が 1 件となっている48。 
 
DOE、プラグイン電気自動車充電施設の拡充イニシアチブに大手企業が同意 
DOE は 31 日、職場におけるプラグイン電気自動車充電施設を今後 5 年間で 10 倍に増やすことを目指す「職場で
充電チャレンジ（Workplace Charging Challenge）」イニシアチブに、グーグル社（Google）、フォード社（Ford）、ゼネ











                                                        
43 Science, "NIH Urged to Retire Most Research Chimps, End Many Studies"  
44 The Washington Post, "In inaugural address, Obama makes a moral case for action on climate change"  
45 Nature, "Work resumes on lethal flu strains"  
46 Politico, "Court: EPA's unrealistic biofuel goal hurt refiners"  
47 Politico, "U.S. panel backs Chinese A123 bid" (1/  
48 Department of Energy, "Energy Department Announces New SunShot Projects to Harness the Power of Big Data"  
49 Department of Energy, "Thirteen Major Companies Join Energy Department's Workplace Charging Challenge"  










連邦議会、連邦強制予算削減開始の 2 カ月先送りに成功 
連邦議会で 1 日に採決された法案により、連邦強制歳出削減開始が 2 カ月先の 3 月 1 日まで延長されることとなっ























米国連邦議会、第 113 議会の新メンバー発表 
3 日から開始された米国連邦議会の第 113 議会には、上院に 12 人（共和党 3 人、民主党 8 人、無所属 1 人）、下
院に 82 人（共和党 35 人、民主党 47 人）の合計 94 人の新人が登場した。獣医からトナカイ猟師まで多岐に亘る経









原油流出事故の第 2 弾制裁金、メキシコ湾岸の復興資金に 
司法省（Department of Justice：DOJ）の発表によると、2010 年のメキシコ湾原油流出事故で、BP 社の委託で掘削を
行っていたトランスオーシャン・ディープウォーター社（Transicean Deepwater）は、民事・刑事の制裁金 14 億ドルの
支払に合意した。うち 10 億ドルが水質浄化法（Clean Water Act）違反に対するもので、その 8 割がメキシコ湾の経
済・生態の復興資金に充てられる。今後、BP 社に対しても追加制裁金が課せられる予定で、総額は 200 億ドルに
                                                        
51 The Wall Street Journal, "Companies Prepare for Health Law "  
52 Science, "Fiscal Cliff Deal Delays Major Budget Cuts, but Includes Reductions That Could Affect Science"  
53 The Wall Street Journal "Speedier Internet Rivals Push Past Cable"  
54 The Wall Street Journal, "U.S. Electricity Use on Wane"  
55 The Wall Street Journal, "U.S. New-Car Sales to Grow in 2013"  
56 The Hill, "Portrait of the 113th Congress"  






米国海洋大気庁（National Oceanic and Atmospheric Administration：NOAA）の発表によると、2012 年は過去最高
の暑さであったことがわかった。これによると、2012年の平均気温は華氏55.3度となっており、20世紀の平均気温よ





米国の成人 1,000 名対象として行われた意識調査によると、2009 年から 2011 年にかけて大きく低下していたクリー






























米国で道路、橋、送電網、上下水道等のインフラを維持・整備するためには、2020 年までに 2 兆 7,000 億ドルの投
資が必要になるものの、実際に投入される資金は 1 兆 6,000 億ドルにとどまる見通しであることが、米国土木学会
（American Society of Civil Engineers）の報告書によって明らかになった。1 兆ドルあまりのインフラ投資不足により、
2020 年までに全国で 350 万の雇用機会が失われ、世帯の可処分所得が年間 3,000 ドル減少する等のネガティブ
な波及効果が出るという65。 
 
                                                        
58 Science, "Second Oil Spill Settlement Adds to Gulf Coast Science and Restoration Funding"  
59 The Washington Post, "2012 hottest year on record in contiguous U.S., NOAA says  
60 Pike Research, "Consumer Support for Clean Energy Held Steady in 2012, According to New Survey from Pike 
Research"  
61 Research!America, "Majority of Americans Say the New Congress Should Take Immediate Action to Expand 
Medical Research"  
62 The Wall Street Journal, "Google's Schmidt Urges North Korea to Open Internet"  
63 White House "Obama Administration Launches College Scorecard" 
64 The Washington Post, "Lance Armstrong confesses to Oprah Winfrey about his doping"  










FAA、B787 のバッテリー事故を受けて AD を発行 
ボーイング 787 型（B787）のバッテリーから出火する事故が問題となり、連邦航空局（ Federal Aviation 
Administration：FAA）は 16 日、バッテリーシステムの検査ならびに改修が完了するまで全ての B787 の運行を禁止












米国の風力発電、2012 年の総発電量の 6％を占める 
補助金打ち切り前の建設ラッシュにより、米国では風力発電が国内総発電量の 6％を占めるまでに拡大したことが、
最近の調べで明らかになった。2012 年に米国では 13.2 ギガワットのタービンが建設されたが、そのうち 5.5 ギガワッ
トが 12 月に駆け込み建設されたものである。米国の風力発電所向けのアセットファイナンスの額は、2012 年前半の
96 億ドルから後半は 43 億ドルへと乱高下しており、設備メーカーの業績を揺さぶった。設備の価格も 2010 年以降
21%下落しており、これを受けて風力発電コストの低下も続いている69。 
 
米国の体内埋め込み型医療機器市場、2018 年までに年間 8％で成長する見通し 














DOD は今後数年間でサイバーセキュリティ部隊を大幅に増やすことを決定した。防衛部隊（National Mission 
Forces）、攻撃部隊（Combat Mission Forces）、サイバー防衛部隊（Cyber Protection Forces）の 3 つの部隊を新設し、
現在の 900 人から 4,900 人まで増やす計画を検討中である72。 
 
                                                        
66 The Washington Post, "Obama to announce most expansive gun-control agenda in generations"   
67 Federal Aviation Administration, "Boeing 787 battery incident earlier today in Japan, the FAA will issue an 
emergency airworthiness directive (AD) to address a potential battery fire risk in the 787 and require operators to 
temporarily cease operations"  
68 The Washington Post, "TSA to pull revealing scanners from airports"  
69 Renewable Energy World, "U.S. Wind Power Accounted for 6% of Generation Capacity in 2012"  
70 MedCityNews, "U.S. implantable medical devices market will grow 8 percent to $73.9 billion by 2018 "  
71 The Washington Post, "Pentagon removes ban on women in combat") 























2012 年の米バイオディーゼル燃料生産量、10 億ガロン超え 
米国におけるバイオディーゼル燃料の生産量が 2 年連続で 10 億ガロンを超えたことが、米 EPA の発表で明らかに










ヒラリー・クリントン国務長官（Hillary Clinton）は 31 日、新たな官民パートナーシッププログラムに 8,650 万ドルを投じ
ることを発表した。これは、クリーンエネルギー関連市場で起業する女性を支援するプログラム「wPower」、発展途
上国の女性を健康被害から守るためのクリーンな燃焼のコンロを開発するプログラム「クリーンなコンロのためのグロ
ーバル・アライアンス（Global Alliance for Clean Cookstoves）」等から構成されている78。 
 
 




DOE、炭素回収・貯留プロジェクトを第 2 段階へ移行 
DOE は 4 日、先進的な炭素回収・貯留（Carbon Capture and Storage：CCS）を目指すフューチャージェン・インダスト
リアル・アライアンス社（FutureGen Industrial Alliance）との共同プロジェクト「フューチャー・ジェン 2.0（FutureGen 





                                                        
73 The New York Times, "Iran Reports Lofting Monkey Into Space, Calling It Prelude to Human Flight"  
74 The White House, "Fixing our Broken Immigration System so Everyone Plays by the Rules"  
75 The Wall Street Journal, “CEOs Open to Cybersecurity Rules”  
76 Department of Energy, "Biodiesel Production Tops 1 Billion Gallons in 2012"  
77 The Wall Street Journal, "Chinese Hackers Hit U.S. Media"  














あと 3～5 年かかるとみられるが、陸軍は既に大きな手ごたえを掴んでいるという。実際に陸軍は過去 2 年間で、ハイ
ブリッド車・電気自動車・天然ガス車の導入や、車の台数やサイズの縮小により、所有車両の石油消費を 28.5%削
減しており、今後 2 年以内に更に 30%削減を目指している81。 
 
高速ネットワーク対応気象レーダーによりリアルタイム気象情報を提供 
マサチューセッツ大学アマースト校（University of Massachusetts Amherst）は、リアルタイムで気象情報を送信できる
高速ネットワーク回線対応の気象レーダーを開発した。この研究は NSF の「ネットワーク・イノベーションのためのグ
ローバル環境（Global Environment for Networking Innovation：GENI）」プログラムの支援を受けている。この気象レ


















ロスアラモス国立研究所（Los Alamos National Laboratory：LANL）の量子暗号チームは、14 日、同研究所におい
て、量子暗号を利用して電力系統の制御データを保護する実験に成功したことを発表した。同実験は、DOE のプ
ロ グ ラ ム の 下 で 実 施 さ れ て い る 、 イ リ ノ イ 大 学 ア ー バ ナ ・ シ ャ ン ペ ー ン 校 （ University of Illinois at 








                                                        
79 Department of Energy, "Carbon Capture and Storage FutureGen 2.0 Project Moves Forward Into Second Phase"  
80 PlasticsToday.com, "Graphene, acrylic elastomer team to produce artificial muscles"  
81 U.S. Army, "Army Partners With Industry for Vehicle Efficiencies" 
82 National Science Foundation, "New Radar System Provides Earlier Severe Weather Alerts: Research conducted 
through NSF’s U.S. Ignite program connects radar systems to ultra high-speed networks"  
83 National Science Foundation, "Graphene Technology Gaining a Foothold in the Marketplace: NSF grantee 
Vorbeck Materials, one of the first companies to produce graphene-based products, is expanding its operations"  
84 Reuters "U.S.-based inventors lead world in nanotechnology patents:study”  






FDA は、セカンド•サイト•メディカル•プロダクト社（Second Sight Medical Products）の人口網膜「アーガスⅡ（Argus 
II）」を承認した。アーガスⅡは、FDA が初めて承認する人工眼であり、網膜に電気刺激を送ることで、網膜色素変
性症患者の視力を回復させ、視力の完全回復には至らないものの、全盲の患者の視力を向上させることが可能で



















資を正当化できる可能性が高まるとの見解を示した。DOE の国家核安全保障局（National Nuclear Security 
Administration：NNSA）が研究支援を行う慣性閉じ込め方式の核融合プロセスでは、リチウムや重水素を燃料とし
て利用し、大量の高レベル放射性廃棄物が発生しないとされており、持続的なエネルギー提供技術としての可能
性が期待されている。NNSA では、最近、ローレンスリバモア国立研究所（Lawrence Livermore National 
Laboratory：LLNL）の国立点火施設（National Ignition Facility）において、核融合点火実証キャンペーン（National 











2000 年の FDA 認可以来、ロボット外科手術が急速に普及している。ロボット外科手術は導入当初、前立腺外科医
に多く使われ、前立腺のような繊細な臓器に治療を施す際に重宝されている。「ダ・ビンチ（da Vinchi）」の名で知ら
れるこのロボットは 2012 年までに 1,370 棟の病院が購入し、全世界で 150 万回以上の手術が行われた。このロボッ
トを用いると、手術後の患者の回復が早いため、患者と病院の両方に好まれている92。 
 
地球の構造を知る手掛かりとなる第 5 の力 
素粒子物理学の分野で、NSF の助成を受けたアマースト大学（Amherst College）やテキサス大学オースティン校
                                                        
86 U.S. Army, "Mouth device in clinical trials as possible treatment for TBI"  
87 The Wall Street Journal, "Bionic Eye Becomes a Reality"  
88 The New York Times, "Tech Industry Sets Its Sights on Gambling"  
89 U.S. Army, "Future Soldiers Will Have Flexible Electronics Everywhere"  
90  National Academies, "Potential Benefits of Inertial Fusion Energy Justify Continued R&D; Nationally 
Coordinated Program Should Wait Until Ignition Is Achieved"  
91 The Engineer, "3D printing techniques produce artifical ear from living cells"  
92 The Wall Street Journal, "Robot Technology is Seen by Patients and Hospitals as Having Merits; 1.5 Million 
Operations World-Wide  
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ットワークを音声通話とデータ通信で交互に共有できる技術、ボイスオーバーLTE（Voice Over LTE： VoLTE）があ
り、すでに、一部のプリペイド携帯事業者で導入が見られるが、大手通信事業者のエーティーアンドティー社
（AT&T）やベライゾン・ワイヤレス社（Verison Wireless）でも 2013 年中の導入を発表している94。 
 
2018 年の民間主導の火星旅行への参加を希望する夫婦一組を募集中 
米国の資産家、デニス・ティト氏（Dennis Tito）は 27 日、2018 年に火星への初の民間有人飛行を実現する計画を発
表し、その計画を推進するための非営利団体「インスピレーション・マーズ基金（Inspiration Mars Foundation）」を設




コスト削減と効率の向上を実現する RFID 技術 








2012 年のビッグデータへの VC 投資額は 14 億ドル 
オリック・ヘリントン・サトクリフ社（Orrick, Herrington & Sutcliffe LLP）と CB インサイツ社（CB Insights）が発表した報






NSF がまとた「企業研究開発イノベーション調査（Business R&D and Innovation Survey：BRDIS）」によると、米国で
は、研究開発を行う米国企業の 5 社に 1 社が、2008 年に USPTO に対して特許を出願していることが明らかとなっ
た。また、基礎化学製品製造や半導体製造を手がける企業では、知的財産保護において特許の重要性が非常に
高いため、食品製造やソフトウェア開発等を手がける企業よりも特許出願数が多い。なお、BRDIS では、米国にお
ける 2008 年の特許出願数の 56％を、コンピュータ及び電機製品、化学製品、ソフトウェア開発の 3 分野が占めたが、
世界の研究開発費においても、この 3 分野が 59％を占めると推定されている。ただし、研究開発費と特許取得数の






                                                        
93 National Science Foundation, "NSF-funded Researchers Propose Promising New Technique for Probing Earth's 
Deep Interior: Approach is based on theoretical particle physics"  
94 The Wall Street Journal, "Wireless Carriers Move to New Technology—for Voice"  
95 Space.com, "Wanted: Married Couple for Private Mars Voyage in 2018"  
96 出荷前や出荷されなくても 1 年に 1 度。 
97 Department of Energy, "Waste Shipment Tracking Technology Lowers Costs, Increases Efficiency"  
98 Inc., "VCs Bet $1.4 Billion on Big Data in 2012"  
99 National Science Foundation, "One in Five U.S. Businesses with R&D Applied for a U.S. Patent in 2008" 
(February 2013)  
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大統領イノベーション・フェロー・プログラム第 2 ラウンドの申請書類受付開始 
大統領府は 5 日、大統領イノベーション・フェロー・プログラム（Presidential Innovation Fellows Program）の第 2 ラウ
ンドにおける申請書類受付を開始したと発表した。2012 年に開始された同プログラムは、民間セクターから優秀な




ワシントン DC に本部を置く非営利の国際調査機関、世界資源研究所（World Resources Institute：WRI）は 6 日、
「米国において、既存の連邦法及び州政府の法的処置の適用による温室効果ガス（GHG）排出量削減は可能か？
102」と題する報告書を発表した。同報告書では、連邦議会で新たな法案審議を行わずに、既存の法律・規制のみを
根拠として、2020 年までに GHG の排出量を 2005 年に比べ 17％削減することが可能であるかについて分析した。




産学官のエネルギー分野の専門家が集まるエネルギー節約同盟（Alliance to Save Energy）傘下の米国エネルギ
ー効率政策委員会（Alliance Commission on National Energy Efficiency Policy）は 7 日、2030 年までに米国のエネ
ルギー生産性を倍増させるための提言を発表した。同提言では、①エネルギー生産性の向上を目的とした投資の
促進、②規制及びインフラの近代化によるエネルギー生産性の向上、③ステークホルダー（消費者、従業員、企業
役員、政府関係者等）への教育の 3 本柱が含まれる。同委員会は、これらの提言が採用されることで、2030 年まで




DOE と財務省は 7 日、米国におけるクリーンエネルギー利用促進および消費エネルギー削減に貢献する製造業者
を対象とした税控除プログラム「先進エネルギー製造税控除（Advanced Energy Manufacturing Tax Credits）」を通し、
約 1 億 5,000 万ドル規模の法人税を控除できると発表した。同プログラムは、2009 年成立の「米国再生・再投資法
（ARRA）」を根拠とし、再生可能エネルギーの生産・利用に必要な機器や、消費電力や温室効果ガスの削減に使
われる機器の製造施設向け投資額の 30％を税控除できるというものである。第 1 ラウンドでは、183 件のプロジェク


















101 The White House, "Throw Your Hat in the Ring for Round 2 of the Presidential Innovation Fellows Program"  
102 原題：「Can the U.S. Get there from here? Using Existing Federal Laws and State Action to Reduce Greenhouse 
Gas Emissions」 
103 World Resources Institute, "New Report Identifies Pathways for U.S. Administration to Reduce Emissions"  
104 Alliance to Save Energy, "Diverse Commission Unveils Plan to Double U.S. Energy Productivity"  
Alliance to Save Energy, “Recommendations.”  
105 Department of Energy, "Energy Department, Treasury Announce Availability of $150 Million in Tax Credits for 
Clean Energy Manufacturers"  
106 Department of Energy, "Energy Department Launches New Database to Support Sustainable Development of 
Ocean Energy Resources"  
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「エネルギー安全保障基金（Energy Security Trust）」設立を提案した107。 
 
米国イノベーション・タスクフォースによる研究開発傾向に関する報告書発表 













DOE 傘下の国立再生可能エネルギー研究所（National Renewable Energy Laboratory：NREL）は、14 日、各地域コ
ミュニティにおける電気自動車の導入準備評価を行う新しいツール「プラグイン電気自動車準備スコアカード












NIST と DOJ、法医学研究施設向けガイドライン策定を目的とした委員会を設立 
21 日、NIST 長官のパトリック・ギャラガー商務次官（Patrick Gallagher）は、NIST と DOJ が 15 日に設立を発表した、






大統領府科学技術政策局（Office of Science and Technology Policy：OSTP）のジョン・ホールドレン長官（John 






DOD は、気候変動が安全保障に与える影響への対策として、「気候変動適応ロードマップ（Climate Change 
Adaptation Roadmap）」を新たに発表した。ロードマップ作成にあたっては、地政学的影響、紛争の激化、生命維持
に必要な資源（食糧、水等）を巡る競争等の影響に加え、DOD が持つリソースへの人道支援目的の需要拡大等に
                                                        
107 USA Today, "Obama seeks oil-funded research to tackle climate change"  
108 American Institute of Physics, "Update Report on Benchmarks of US Innovation and the Knowledge Economy"  
109 Politico, "President Obama issues cybersecurity executive order at SOTU"  
110 National Renewable Energy Laboratory, "NREL Helps Communities Assess Their Readiness for Electric 
Vehicles"  
111 Los Angeles Times, "White House adopts new strategy to safeguard intellectual property"  
112 Department of Commerce, "NIST, DOJ Form Commission to Develop Guidelines for Forensic  






















退役軍人省（Department of Veterans Affairs：VA）から発表された報告書によると、退役軍人の自殺件数はここ数年
はやや増えているものの、国全体の自殺件数に占める割合は減っていることが分かった。国全体の 1 日あたりの平
均自殺件数は 1999 年から 2010 年で 31%上昇した一方、この統計に占める退役軍人の割合は 1999 年の 25%から



























よると、最も悪影響を受けているのは 50 代から 60 代前半のベビーブーマー世代であることが分かった。彼らは老い
                                                        
114 Clean Technica, "Department Of Defense Launches Attack On Climate Change"  
115 American Institute of Biological Sciences, "Federal Government Proposes New Rules for Risky Research"   
116 The New York Times, "U.S. Releases New Rules for School Snack Foods"  
117 The New York Times, "As Suicides Rise in U.S., Veterans Are Less of Total"  
118 The New York Times, "Birth Control Rule Altered to Allay Religious Objections"  
119 The New York Times, "Students Disciplined in Harvard Scandal"  












DOJ、格付け会社 S&P を提訴 
DOJ は、米国の深刻な金融危機の引き金となった住宅ローン担保証券（Residential Mortgage-Backed Security：
RMBS）の格付けを不当に高く設定していたとして、米格付け大手スタンダード・アンド・プアーズ社（Standard & 
Poor's Ratings Services：S&P）を提訴した。DOJ と S&P は和解交渉を進めていたが決裂した。金融危機を巡って、
政府が格付け会社に法的責任を問うのは史上初となる124。 
 
DOD と VA、EHR システム導入計画を刷新 
DOD と VA は、両省で共有する電子カルテ（Electronic Health Record：EHR）システムを新規に構築する計画を破
棄し、DOD および VA が運用する現行システムを相互運用可能にすることで、各省の医療データの統合を目指す
ことを決定した。本決定により、大幅にコスト削減かつサービス提供の前倒しが実現するという。今回新たに発表し










郵政公社（USPS）は 6 日、8 月までに土曜日の普通郵便を打ち切る計画を明らかにした。このサービス停止により






結された北米環境協力協定（North American Agreement on Environmental Cooperation）の実施を目指す環境協力










                                                        
121 62 歳から受けることができるが、一定割合の減額を受ける。全額を受給できる年齢は、対象者の誕生
年によって異なる（通常 65～67 歳）。 
122 The New York Times, "In Hard Economy for All Ages, Older Isn’t Better ...It’s Brutal"  
123 The Hill, "Obama signs bill suspending debt ceiling"  
The Committee For a Responsible Federal Budget. “Debt Ceiling Watch 2013.”   
124 The Wall Street Journal, "U.S. Sues S&P Over Ratings"  
125 Nextgov, "To cut costs, Defense and VA scrap plans for new electronic health record"  
126 The Wall Street Journal, "More Executives Worry About Cyberattacks, Study Says  
127 The New York Times, "Trying to Stem Losses, Post Office Seeks to End Saturday Letter Delivery"  














米国民、人類の火星着陸は 20 年以内に実現するとの回答が多数 
フィリップス&カンパニー社（Phillips & Company）とエクスプローラ・マーズ社（Explore Mars）は、火星探査機「キュリ
オシティ（Curiosity）」の着陸成功を受け、人類の火星着陸及びロボット探査に対する米国民の意識調査の中間結





2012 年に発生した米国航空会社による死亡事故は 23 件で、第 2 次世界大戦終了後、最も空の旅が安全な年を実
現したことが、オランダの独立調査機関、航空安全ネットワーク（Aviation Safety Network）の調査で明らかになった。












EPA は 13 日、「スマート・グロース実施支援プログラム（Smart Growth Implementation Assistance：SGIA）」への申請
書類受付を開始したことを発表した。同プログラムは、地域経済、環境および住民の健康状態の改善に取組む地
域コミュニティに対して、技術支援等を行うもので、2009 年からは、住宅都市開発省（Department of Housing and 









HHS の公衆衛生局（Public Health Service：PHS）や非営利の消費者団体、公益科学センター（Center for Science 
in the Public Interest：CSPI）等で構成されるグループが、炭酸飲料に含まれる大量の糖分の有害性を指摘し、FDA
に対して、飲料内の糖分量を規制するよう要求した。米国では、肥満・糖尿病・心臓病等が深刻化しており、国民に
よる糖分の摂取によって事態が悪化するとされている。同グループは、シリアルやスナック製品会社にも糖分に関
                                                        
129 The White House, "Fact Sheet: Examples of How the Sequester Would Impact Middle Class Families, Jobs and 
Economic Security" (2/8/13)  
130 The Washington Post, "U.S. said to be target of massive cyber-espionage campaign"  
131 ExploreMars.org, "Americans Confident Humans Will Walk on Mars Within Two Decades"  
132 The New York Times, "Airline Industry at Its Safest Since the Dawn of the Jet Age"  
133 The Washington Post, "Obama in State of the Union: Middle class is job one"  
134 Environmental Protection Agency, "EPA Invites Communities to Apply for Smart Growth Assistance"  





シベリアに落下した隕石で 1,200 名が負傷 


































アーサー・レビンソン氏（Art Levinson）、サーゲイ・ブリン氏（Sergey Brin）、アン・ウォジツキー氏（Anne Wojcicki）、
マーク・ザッカーバーグ氏（Mark Zuckerberg）等のハイテクベンチャー企業関係者らは 20 日、難病治療及び延命を
目的とした研究を対象とした学術賞、「生命科学分野におけるブレイクスルー賞（Breakthrough Prize in Life 




調査によって、米国児童のカロリー摂取量が減少していることが判明した。これによると、2010 年の子供たちの 1 日
当たりの平均カロリー摂取量は、1999 年と比較して男子が 7％、女子が 4％減少した。また、ほとんどの州で子供の
肥満率に変化がない、あるいは低下したことが判明した。専門家らは、この結果に肯定的な意見を示しながらも、結
                                                        
136 The New York Times, "Health Officials Urge F.D.A. to Limit Sweeteners in Sodas"  
137 The New York Times, "Shock Wave of Fireball Meteor Rattles Siberia, Injuring 1,200"  
138 The Washington Post, "Fiscal trouble ahead for most future retirees"  
139 Newswise, "NYU Launches Initiative in Data Science and Statistics to Push Advances in Medicine, Science, 
Technology, and Other Fields"  
140 The Washington Post, "Other countries court skilled immigrants frustrated by U.S. visa laws"  
141 The New York Times, "New Federal Rule Requires Insurers to Offer Mental Health Coverage"  
142 Life Sciences Breakthrough Prize, "Art Levinson, Sergey Brin and Anne Wojcicki, Mark Zuckerberg and 













カリフォルニア州では、第 2 回目となる温室効果ガス（GHG）排出枠オークションを実施し、約 1 億 7,600 万ドルの売
上を記録した。これは 1 トンの排出枠 1 件当たり 13.62 ドルに相当し、最低落札価格を 2.91 ドル上回るもので、当初
の予想を超える金額であった。このオークションにより、2013 年の排出枠（約 1,292 万件）が完売したことになる。な




書によると、過去 60 年間で気温上昇により、エアコンのない環境で働く従業員の仕事量が 10％減少している。また、
2050 年までには、仕事量の減少が現在の 2 倍となる可能性が指摘されている146。 
 
米国におけるがん研究に従事する移民研究者の貢献度を示す報告書を発表 



























                                                        
143 The New York Times, "Children in U.S. Are Eating Fewer Calories, Study Finds"  
144 The New York Times, "ahoo Orders Home Workers Back to the Office” 
145 Environmental Leader, "California Carbon Price Surpasses Expectations"  
146 Red Orbit, "Climate Change Will Affect Labor Capacity Significantly In Future" 
147 Kauffman Foundation, "New Report Details the Contributions of Immigrants to Cancer Research in America" 
(2/25/13)  
148 The Hill "White House official: Power grid upgrades needed to mitigate extreme weather" (2/26/13)  
149 The New York Times ,"Advocates Concerned by Shipment of Horse Meat Through U.S. Ports” (2/27/13)  




















NSF の SBIR プログラムから 110 万ドルの支援を受けて設立されたブルーフィン・ラボ社（Bluefin Labs）は、インター
ネット上の様々な反響を分析することにより、テレビ番組の視聴率やコマーシャルの効果を評価しており、これにより、
テレビ局は数分以内に視聴者の反応を知ることができるようになった。ソーシャルテレビと呼ばれる分野を切り開い








世界クラウドコンピューティング適性環境ランキング、第 1 位は日本 
ソフトウェア･アライアンス（The Software Alliance：BSA）  は 7 日、国別のクラウドコンピューティング適性環境につ
いてランキング化した報告書を発表し、第 1 位が日本であることが明らかとなった。同報告書では、各国のサイバー
セキュリティ及び知的財産に関する法律・規制面での保護、ブロードバンドのキャパシティ、国際法及び国際標準
への対応状況を判断基準としてランク付けしている。米国は、前年から順位を 1 つあげて、3 位につけた155。 
 
NSF、剽窃疑惑の助成提案を調査中 
NSF では、監査総監室（Office of Inspector General）により、2011 年度における全ての NSF 助成提案を調査したと
ころ、そのうちの 1～1.5%に剽窃の疑いがあることが明らかとなっている。NSF では、この結果を受け、そのうちの約
100 件に対する調査を実施している。NSF 監査総監のアリソン・ラーナー氏（Allison Learner）によると、不正行為疑










                                                        
151 The Washington Post "Bradley Manning pleads guilty to 10 lesser charges, explains motive" (2/28/13)  
152 The Washington Post, "Baby born with HIV is apparently cured with aggressive drug treatment" (3/3/13)  
153 National Science Foundation, "Small Business Innovation Research Award Leads to Multimillion Dollar 
Investment " (3/5/13)  
154 National Institute of Standards and Technology, "NIST Quantum Refrigerator Offers Extreme Cooling and 
Convenience" (3/5/13)  
155 Nextgov, "Japan Is the Most Cloud-Friendly Nation" 
156 Science, "NSF Audit of Successful Proposals Finds Numerous Cases of Alleged Plagiarism"  





米国医薬品会社は、バイオ技術を用いて 100 以上を疾患に対応した 907 医薬品やワクチンを開発しているとの調









下を目指している。なお、同プログラムは、スキポールグループ（Schiphol Group）、デルタ航空（Delta Air Lines）、











カーディアック・デザイン社（Cardiac Designs）の iPhone 4S 対応心電図計「ECG Check」が 2 月、FDA より店頭販売
の許可を受けた。同種の機器に、ECG Check に形状が良く似たよく似たアライブコア社（AliveCor）の「heart 
monitor」があるが、これは医師による処方箋が必要である。ECG Check のデータは Bluetooth 経由で電話に送られ、
その後医師等の専門家が分析できるよう、ECG Check ウェブセンターに保管される。一方、アライブコア社は店頭















2012 年 8 月、NSF は、 全米大気研究センター（National Center for Atmospheric Research：NCAR）にてスーパーコ
ンピュータの「イエローストーン（Yellowstone）」を披露したが、イリノイ大学（University of Illinois）およびテキサス大
学（University of Texas）にも導入される次世代スーパーコンピュータに合計 2 億ドルの予算を当てている。宇宙の
進化等観測不可能なものまでスーパーコンピュータで再現することができるようになり、新しい発見が期待される
                                                        
158 Pharmaceutical Research and Manufacturers of America, "More Than 900 Biologic Medicines and Vaccines in 
Development"(  
159 Domestic Fuel.com, "Biofuel Flights Take Air from New York" 
160 eWeek, "Big Data Adoption Gains Ground in 2013: Gartner"  
161 MobiHealthNews, "IPhone-based ECG device gets FDA OK for nonprescription use"  
162 National Institutes of Health, "Wireless, implanted sensor broadens range of brain research: NIH-funded 
breakthrough points toward future rehabilitation options for people with physical disabilities"  












サンディエゴ・スーパーコンピュータ・センター（San Diego Supercomputer Center）に設置された、「ゴードン
（Gordon）」と名付けられたクレイ社（Cray）製スーパーコンピュータは、世界記録となる 1 秒間に 35 万回の入出力を
行うことができる性能を持つ。この特徴を活かして、自閉症等の遺伝子由来の精神疾患の分析や、投資会社による




NSF は 26 日、2010 年度の研究開発費と研究開発施設費に対する連邦拠出は、前年比 1.5％増加の約 1,470 億ド
ルであると発表した。拠出増加の背景には、研究開発施設向け拠出が前年よりも 30 億ドル増えたことが挙げられる。
この 30 億ドルのうち、11 億ドルは、2009 年の「米国再生・再投資法（ARRA）」から拠出されたものである。一方で研
究開発費は前年比 1.4％減で、このうち 59 億ドルが ARRA から拠出された167。 
 
トムソン・ロイター社、世界の特許に関する動向を分析した年次報告書を発表 
トムソン・ロイター社（Thomson Reuters）は 27 日、世界の特許に関する動向を分析した第 4 回年次報告書「2012 年
イノベーション報告書 ～12 の主要技術分野とイノベーションの概況～（2012 State of Innovation: Twelve Key 













NSF は 28 日、スーパーコンピュータ「ブルーウォーターズ（Blue Waters）」の研究目的での利用が可能になったこと
を公式発表した。ブルーウォーターズは、NSF、イリノイ州政府、イリノイ大学、ペタスケール・コンピュータ五大湖コ







                                                        
164 National Science Foundation, "Advances in Computational Research Transform Scientific Process and 
Discovery: NSF-supported supercomputers enhance union between technology and the human mind" 
165 UGA Research, "Fuel from thin air" 
166 National Science Foundation, "NSF-funded Superhero Supercomputer Helps Battle Autism: 'Gordon,' a 
supercomputer with unique flash memory, helps identify gene-related paths to treating mental disorders"  
167  National Science Foundation, "National Science Foundation Data Demonstrate Modest Research and 
Development Growth in Fiscal Year 2010" 
168 Reuters, "Patent Trends 2012: Thomson Reuters Evaluates the State of Global Innovation"  
169 The Wall Street Journal, "Demand Surges for Supercomputers"  
170 National Science Foundation, "NSF-Supported Blue Waters, One of the World's Most Powerful Computers, Is 
Open for Research"  
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DOE は 5 日、プラグイン電気自動車の充電設備を社員のニーズに応じて設置するよう民間企業に促す「ワークプレ
イス・チャージング・チャレンジ（Workplace Charging Challenge）」と、企業が運用する大規模な車両群（フリート）に
おけるガソリン・ディーゼル自動車以外の普及を目指す「全米クリーン・フリート・パートナーシップ（National Clean 
Fleets Partnership）」に参加する新たな民間パートナーを発表した。前者に参加する企業は 59 社、後者に参加する
企業は 23 社となった171。 
 
HHS、医療情報交換の電子化や共有の促進を図る 2013 年度計画を発表 
HHS は 6 日、医療提供システムの改革の一環として、医療 IT の導入や安全な情報共有システムの構築のための
計画を発表した。HHS はこれまでも、医療 IT 利用の拡大に取り組んでおり、EHR の導入率は 2010 年と比べ 3 倍
に増加し（2012 年現在 44％）、薬品投与や各種検査等の医師から医療スタッフへの指示をコンピュータ上で行う、
医師向けコンピュータ・オーダー・エントリー（Computerized physician order entry：CPOE）システムの普及は 2008 年





議会による審査期間後、2013 年秋にも正式に施行する予定である。今回の発表は、オバマ大統領が 2009 年に発
表した、輸出規制見直し（Export Control Reform）の一環であり、その他の規制対象の兵器や部品に関しても、見
直し内容を 2013 年中に順次発表する予定である173。 
 
DOE、革新的な小型モジュール炉開発プロジェクトに助成 
DOE は 11 日、革新的な小型モジュール炉（Small Modular Reactor：SMR）の開発に関する助成を発表した。同省
では 2012 年に、2022 年を SMR 導入目標とすることを発表しており、今回の発表では、SMR の効率性・運用・設計
に焦点を当て、原子力規制委員会（Nuclear Regulatory Commission：NRC）からのライセンス付与の可能性があり、























                                                        
171 Department of Energy, "Energy Department Accelerates the Deployment of Advanced Vehicle Technologies with 
Private Industry Partnerships"  
172 Department of Health and Human Services, "HHS announces 2013 agenda to bring down costs and improve 
quality of care through implementation of health information technology"  
173 The Wall Street Journal, "U.S. Aims to Boost Jet-Part Exports"  
174 Department of Energy, "Energy Department Announces New Funding Opportunity for Innovative Small Modular 
Reactors"  
175 The New York Times, "F.D.A. Plans Looser Rules on Approving Alzheimer's Drugs"  
176 Department of Energy, "U.S.-Asia Pacific Comprehensive Energy Partnership"  










NRC、2050 年までに自動車の石油消費量及び温室効果ガス排出量を 80%削減できると分析 






NRC、原子力発電所 31 カ所におけるベント改善を要求 






ロボット議員連諮問委員会（Robotics Caucus Advisory Committee）は 20 日、「米国ロボティクスロードマップ 2013 年
版（A Roadmap for U.S. Robotics: From Internet to Robotics- 2013 edition）」を発表した。同委員会は、2009 年に初
版ロードマップを発表しており、その内容はオバマ大統領が 2011 年に発表した米国ロボティクスイニシアチブ





PCAST は 22 日、オバマ政権の気候変動戦略に対する 6 つの提言をまとめた書簡を大統領に提出した。オバマ大
統領は 2012 年 9 月、気候変動問題への対処を目的とした新イニシアチブの策定に係る進言を PCAST に求めてお
り、今回の書簡はこの要請に応えるものとなっている。PCAST は、気候変動の進行を阻む対策と、気候変動による
被害が避けられない場合にそれを最小限に留める対応策の 2 つに焦点を当てている182。 
 
DOE、運輸部門におけるクリーンエネルギー利用促進に向け 4,000 万ドルの助成 
DOE は 22 日、自動車及びトラックの石油利用を低減させる技術開発を目的とする新規プログラム 2 件を通じて合
計約 4,000 万ドルの助成を行うことを発表した。これらプログラムはエネルギー先端研究事業局（Advanced Research 
Projects Agency-Energy：ARPA-E）内に設けられる、①アルミニウム、マグネシウム、チタンの効率的な加工及びリサ
イクルを行う技術開発を目指すメタルプログラム（Modern Electro/Thermochemical Advancements for Light-metal 
Systems：METALS）、②運輸燃料として利用するために天然ガスの液化を行うバイオ技術の発展を目指すリモート
プログラム（Reducing Emissions using Methanotrophic Organisms for Transportation Energy ：REMOTE）で、各プロ
グラムから 2,000 万ドルずつ投資が行われることになる183。 
 
2013 年度連邦歳出法案が議会を通過し、各研究機関の予算が決定 
連邦議会下院は 21 日、2013 年度末日（2013 年 9 月末日）までの予算を確保する上院歳出法案を承認し、2013 年
度予算が成立した。本歳出法では、強制歳出削減を一部緩和し、裁量的支出に対する 850 億ドルの削減を維持す
るのみとなっている。なお、NSF、航空宇宙局（National Aeronautics and Space Administration：NASA）、NIST 等に
ついては、強制歳出削減緩和等の特別な措置が定められているが、NIH については、歳出の上限額を 2012 年度
                                                        
178 The White House, "FACT SHEET: President Obama’s Blueprint for a Clean and Secure Energy Future"  
179 National Academies, "Petroleum Use, Greenhouse Gas Emissions of Automobiles Could Drop 80 Percent by 
2050; Efficiency, Alternative Fuels, and Strong Government Policies Will Be Needed"  
180 The New York Times, "N.R.C. Votes for Upgrades to Some Reactor Vents"  
181 Robotics Virtual Organization, "A Roadmap for U.S. Robotics - 2013 edition"  
182 The White House, "PCAST Releases New Climate Report"  
183 Department of Energy, "ARPA-E Announces $40 Million for Research Projects to Develop Cleaner and Cheaper 





COC と EERE、米国エネルギー・製造競争力パートナーシップを発表 
競争力評議会（Council on Competitiveness：COC）と DOE のエネルギー効率・再生可能エネルギー局（Office of 
Energy Efficiency and Renewable Energy：EERE）は 26 日、「米国エネルギー・製造競争力パートナーシップ







DOE は 26 日、クリーンエネルギー製品の製造促進、エネルギー生産性の向上による米国製造業の競争力強化に












政府アカウンタビリティー局（Government Accountability Office：GAO）は 28 日、「風力エネルギー ～追加行動が
連邦政府による財政支援の効果的な利用を確実に～（WIND ENERGY：Additional Actions Could Help Ensure 
Effective Use of Federal Financial Support）」と題する報告書を発表した。風力発電施設建設に関する 82 件に上る




















                                                        
184 Science, "Congress Completes Work on 2013 Spending Bill"  
185 Council on Competitiveness, "Council on Competitiveness, Department of Energy Partner Around Clean Energy 
and Manufacturing Competitiveness" 
186 Department of Energy, "Energy Department Launches New Clean Energy Manufacturing Initiative"  
187 Information Week, "Air Force Seeks Stronger Spacecraft Cybersecurity"  
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Support" 
189 The Washington Post, "Furloughs in personnel-heavy agencies could affect public services"  














米国政府、国民の SIM ロック解除違法化反対の声を支持 
オバマ政権は 4 日、携帯電話端末の SIM ロック解除の合法化を支持する見解を示した。1 月 26 日に SIM ロックが













疾病予防管理センター（Centers for Disease Control and Prevention）は、「悪魔の細菌」と呼ばれるカルバペネム耐
性腸内細菌（Carbapenem-Resistant Enterobacteriaceae ： CRE）の感染が広がっていると医療機関へ呼びかけを行
った。この細菌は、最も強い抗生物質も効かず、感染に対する治療が不可能とされるケースも多い。2012 年上半期












NSF が発表した報告書「2013 年度科学工学分野における女性・マイノリティ・障害者（Women, Minorities, and 






米国人の通勤時間は変わらず、8％が 1 時間以上かけて通勤 
                                                        
191 The Washington Post, "Many immigrants in the U.S. stop midway along the path of citizenship"  
192 USA Today, "Farmers growing comfortable with mobile devices"  
193 USA Today, "White House sides with consumers on unlocked cellphones"  
194 USA Today, "Employers' old tech hurts hiring as job hunts go mobile"  
195 The Washington Post, "CDC says ‘nightmare bacteria’ a growing threat"  
196 Politico, "Tech-exec moms spark firestorm"  
197 National Science Foundation, "Report Highlights Latest Data on Women, Minorities and Persons with Disabilities 
in Science and Engineering"  
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国勢調査によると、米国の労働者の 8％が、片道通勤時間に 1 時間以上かけていることが明らかになった。また、お
よそ 60 万人のフルタイム労働者が 50 マイルもの距離を 1 時間半以上かけて通勤する「超長時間通勤
（Megacommuting）」を行っている。2011 年の通勤時間は、2010 年からほとんど変化はないが、大都市圏では通勤
時間が長くなり、シカゴでは全体の 14％が片道に 1 時間以上をかけている198。 
 
2011 年の米国クリーンエネルギー貿易における対中貿易黒字は 16 億ドル 
ピュー慈善財団の報告書「米国の優位性：2011 年のクリーンエネルギー―技術貿易における米中関係（Advantage 
























公共交通機関の利用回数が 105 億回に 
米国人は年々、バスや電車等の公共交通機関を利用するようになってきている。米国公共交通協会（American 
Public Transportation Association：APTA）によると、米国人が 2012 年に公共交通機関を利用した回数は 105 億回
で、前年比で 1.5％増加した。この回数は、1957 年以降で過去 2 番目に多い数値で、ガソリン価格の高騰や高齢者
増加によって自分で自動車を使わない傾向を示唆している。地域では交通インフラへの投資が進んでおり、2012





700 万ドルを支払う。同社は、2012 年春には、FCC から、意図的に調査を妨害して進行を遅らせたとして罰金 2 万
5000 ドルの支払いを命じられていた204。 
 
郡の 3 分の 1 が 「自然消滅」の局面へ 
新調査によって、米国の地方自治体が急速に過疎化している事実が明らかになった。出生数が死亡数を大幅に下
回る「自然減少」の局面にある郡（county）は、米国全体の 3 割に当たる 1,135 郡となり、2009 年比で 28％増加した。
景気が少しずつ回復するにつれて、若者が雇用の場を求めて都市部に移動する傾向が強まった結果、田舎に高
                                                        
198 USA Today, "Americans' commutes aren't getting longer"  
199 The Pew Charitable Trusts, "U.S. Clean Energy Businesses Netted $1.6 Billion More in Trade Sales than China in 
2011" 
200 USA Today, "Report: Most insurers not prepared for climate change"  
201 ThinkProgress, "Clean Jobs Rising: New Report Finds Over 110,000 Jobs Announced In 2012"  
202 The Washington Post, "In U.S., nuclear energy loses momentum amid economic head winds, safety issues"  
203 USA Today, "Public transportation hits 10.5B rides in 2012 












2012 年、米国の太陽発電導入量は前年比 76％を記録 
GTM リサーチ社と太陽エネルギー産業協会（Solar Energy Industries Association：SEIA）は、14 日、米国の太陽発
電市場を分析した報告書「米国の太陽エネルギー市場 ～2012 年を振り返って～（U.S. Solar Market Insight: 
Year-in-Review 2012）」を発表した。同報告書によると、2012 年の米国の太陽発電導入量は前年比 76％増の
3,313MW、米国太陽発電市場の規模は 115 億ドルに達しており、米国における発電源としての太陽エネルギーの










EPA は 15 日、米国における車両の燃料経済性に関する年次報告書を発表した。EPA は、同報告書にて、2007～
12 年の 5 年間で、燃費は 16％上昇、二酸化炭素排出量は 13％低下し、自動車及びトラックの 1 ガロン当たりの走
行マイル数（miles per gallon：mpg）は 2012 年において 1.4 マイル伸びたと試算している。オバマ政権では、全米クリ
ーン自動車プログラム（National Clean Car Program）において、GHG 排出量の削減、2025 年までに燃料経済性の
基準を 2 倍とすることを目標としており、今後、燃料経済性は、更に向上するとみられている209。 
 
米国の薬剤費が 2012 年に減少、しかし今後は増加が予測 
米市場調査会社ヘルスケアインフォマティクス研究所（Institute for Healthcare Informatics：IMS）によると、2012 年
の米国のヘルスケアシステム全体での薬剤費が過去最低となり、前年比 1％減の 3,257 億ドルとなった。IMS は、薬





3 人に 1 人が、報道機関のニュースが取材範囲が狭くなっていることを理由に報道を読んでないことが調査によりわ
かった。2005 年と 2012 年を比較すると、政治面で 50%、天気や交通で 40%、生中継の放送は 30%少なくなってい
る。製作費を抑えられるインタビュー取材は 31%増加している。旧来型メディアの広告収入が減る一方、ソーシャル
メディアでの広告活動が急増し、2011 年は前年比 56%増、2012 年の広告費は 15 億 6,000 万ドルで 39%の伸びと
なっている。新聞各社はモバイル機器の広告に力を入れ始めているが、経営面で苦境に立たされている211。 
 
DOD、2015 年末までに 100 以上のサイバーチームの導入を計画 
DOD は、サイバー軍（Cyber Command）の中に、軍ネットワーク防護に従事するチームを 2015 年末までに 100 以上
導入する計画である。サイバー軍は、軍のネットワーク防御を行うサイバー防御部隊、攻撃を担うコンバット・ミッショ
                                                        
205 Politico, "Census: Record 1 in 3 US counties are now dying"  
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ムを抱えており、コンバット・ミッション部隊は 27 のチームを有する計画であるという212。 
 
認知症が原因の死亡者数が増加 
高齢者の 3 人に 1 人が、認知症が原因で死亡しているとの調査結果が発表された。認知症が原因の死亡者数は
2000 年から 2010 年までの間に 68%増加しており、HIV/AIDS や心臓疾患が原因の死亡者数は減少しているという。
このままいけば 2050 年までに、アルツハイマー病の患者数は 520 万人から 1,380 万人に増え、医療費が最大で
1,200 億ドル増加すると予想される。政府は 2025 年までに予防法を確立することを目標としているが、アルツハイマ
ー病研究予算は 5 億 2,900 万ドルと、他の疾病に比べ少ないレベルに留まっている213。 
 
インフラの改善が認められる 
米国土木学会（American Society of Civil Engineers：ASCE）による米国のインフラを評価した最新報告書「2013 年
米国インフラ評価（2013 Report Card for America's Infrastructure）」によると、2013 年のスコアは前回（2009 年）の D
－を上回る D+を記録し、米国においてインフラ改善が認められることが明らかとなった。同報告書では、橋、鉄道、
廃水、飲料水等の 6 分野におけるインフラの改善を評価しており、前回を下回る評価を受けた分野はなかった。評





な手続きが主な理由とされている。3 人に 1 人が入国審査時にいやな経験をしたと答え、7 人に 1 人が入国審査の
遅れで乗継便を逃したと答えた。口コミやソーシャルメディアの影響で 100 万人の旅行者が減った場合、950 億ドル




CDC は、自閉症の子ども（6 歳～17 歳）が 4 年間で 72％増加し、その割合が 50 人に 1 人となったと発表した。しか









米国民の 7 割が借金を抱え、高齢者層の負債率が増加 
国勢調査局（Census Bureau）の発表によると、米国民の 70%近くが借金を抱えていることがわかった。特に高齢者
の増加が著しく、高齢者層の住宅ローンが増加したことが原因と見られている。2000 年から 2011 年にかけて、世帯
主収入は 16%下がったが、負債額の中央値は 5 万 971 ドルから 7 万ドルに増加している。最も中央値が高いのは、
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気候研究所（Climate Institute）と GE 社による低炭素競争力インデックス（Low-Carbon Competitiveness Index）が 26
日発表され、中国が米国を抜いて第 3 位であることが明らかとなった。同インデックスは、G20 諸国を対象に、1 人
当たりのエネルギー消費量を始め、約 20 の指標を利用し、ランキング化したものである。今回の発表では、フランス、






















人工内耳の研究が行われているジョージア工科大学（Georgia Institute of Technology）で薄いフィルム電極を使っ




バージニア工科大学（Virginia Polytechnic Institute and State University）の研究チームは、多くの植物が含有する
                                                        
220 The New York Times "Companies Get Strict on Health of Workers"  
221 USA Today, "Drug shortages take heavy toll on cancer patient care"  
222 Environmental Leader, "US Falls Behind China in Low-Carbon Competitiveness"  
223 The White House, "The "Rebuild America Partnership": The President's Plan to Encourage Private Investment in 
America's Infrastructure"  
The White House, "Remarks by the President in the State of the Union Address" 
224 Business Wire, "GE to Build Oil & Gas Global Research Center in Oklahoma"  
225 National Science Foundation, "New Implant Holds Promise for Improved Hearing: Researchers are developing a 
















9 日、サザンカリフォルニア大学（University of Southern California：USC）医学部の神経遺伝学研究所は、特定の
実験用ラットを使うことで、脳内にあるベータ・アミロイドの増加がアルツハイマーを引き起こすことを証明した研究結
果を発表した。NIH 助成を受けた同研究は、これまでの動物実験からは得られなかった因果関係を、ベータ・アミロ










NIH は 10 日、NIH から助成を受けて開発が行われている、脳を透明化する技術について発表した。「CLARITY」
と呼ばれるこの技術は、生体試料として提供された脳の脂質を、透明なゲルに置き換えることによって、脳神経等を
可視化することができる。これにより、これまでのように脳を薄切りにすることなく、高画質な脳細胞や分子レベルで










2012 年の米国製薬企業の研究開発投資額は 485 億ドル 
米国研究製薬工業協会（Pharmaceutical Research and Manufacturers of America：PhRMA）の調査によると、2012
年の米国製薬企業による研究開発投資額は 485 億ドルにのぼるという。バイオ・医薬品市場は米国内で 9,170 億ド
ルの規模となっており、これら企業は 2000 年から延べ 5,500 億ドルの投資を行っている232。 
 
IBM 社、フラッシュメモリ技術の研究開発に 10 億ドルを投資 
IBM 社は 11 日、フラッシュメモリ技術の研究開発に 10 億ドルの投資を行うことを発表した。IBM 社は、この研究を
通じて開発したフラッシュメモリ技術製品を設計・製造し、サーバーや記憶装置といった同社の既存製品ラインへの
統合を目指す。また IBM 社は、2012 年、テキサスメモリーシステムズ社（Texas Memory Systems：TMS）を買収して
                                                        
226 VirginiaTech, "Breakthrough in hydrogen fuel production could revolutionize alternative energy market"  
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231 National Science Foundation, "Mind-controlled Devices Reveal Future Possibilities: Researchers are giving new 
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232 Pharmaceutical Research and Manufactrers of America, "PhRMA Member Companies Invested $48.5 Billion in 






DOE は 12 日、ネバダ州における米国初の商業規模の高温岩体地熱発電（enhanced geothermal system：EGS）プロ
ジェクト「デザートピーク 2 EGS プロジェクト（Desert Peak 2 EGS project）」において、電力系統への電力供給を実施
していることを明らかにした。2008 年のプロジェクト開始以来、オーマット社（Ormat）、ローレンスバークレー国立研
究所（Lawrence Berkeley National Laboratory：LBNL）等が連携し、コスト効率の高い発電技術の開発を行っている。









































                                                        
233 CIO, "IBM to Invest $1 Billion in Flash Memory Development"  
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バイオ分野への VC 投資が減少 
2012 年に VC 投資を受けたバイオベンチャー数は 466 社で横ばいで、投資額は 17%減少した。これは、2012 年の
VC 投資全体の減少率 10%よりも、高い割合の減少となっており、VC 投資家のバイオベンチャー離れを表している。
また、起業数も大きく減少しており、73 社と過去最低の数字となった。この背景には、バイオ分野で企業が収益を上
げるまでの期間が年々長くなってきていることがある。例えば、バイオベンチャーが買収されるまでの期間は、2005









25 日、デラウェア大学（University of Delaware）、地域の系統運用事業者、電力会社らが参加する実証プロジェクト、
「車両から系統へ（Vehicle to Grid）」の内容が明らかとなった。同プロジェクトでは、電力系統と自動車間の双方向
に電力融通ができるような電気回路と蓄電池を装備した電気自動車が使用されている。電気自動車から電力系統





NSF、農業開発プログラムに対するアイディア・チャレンジへ 1 万ドル提供へ 
NSF とビル・アンド・メリンダ・ゲイツ財団（Bill & Melinda Gates Foundation）は 1 日、「農業開発を実現する基礎研究
プログラム（Basic Research to Enable Agricultural Development program ：BREAD）」のアイディアを競い合うコンペ
「BREAD アイディア・チャレンジ（BREAD Ideas Challenge）」の開催を発表した。同コンペでは、農業科学分野の研
究者を対象に、開発途上国の小規模農家が抱える最大の課題を特定し、100 字以内でまとめることが題目とされて
いる。チャレンジの優勝者は、最大 25 名で、1 万ドルが提供される246。 
 
DOE、車両の安全性、燃費、快適性の改善に役立つアプリ開発コンペ受賞者を発表 
DOE は 1 日、車両の安全性、燃費、快適性の改善を目的としたアプリケーション開発コンペ「車両用アプリ・チャレ





NIH、自閉症の研究を行う ACE を通じ、研究者への新たな資金援助を発表 
NIH は 2 日、自閉症センター・オブ・エクセレンス（Autism Center of Excellence：ACE）プログラムを通し、新たに研
究者 2 名へ合計 530 万ドルの助成金の提供を行うことを発表した。同プログラムは、自閉症スペクトラム（Autistic 
Spectrum Disorder：ASD）の原因究明と新しい治療法の発見を行うため、分野横断的な研究支援を目的とし、2007
年に設立された。今回、新たに助成金の提供が行われるのは、カリフォルニア大学デービス校（University of 
California, Davis）の神経発達障害医学調査研究所（Medical Investigation of Neurodevelopmental Disorders 
                                                        
241 Yahoo, "California Launches First 'Battery University' to Push Energy Storage Technology"  
242 BIOtechNOW, "In the U.S., biotech VC funding is flat, and start-up money is drying up"  
243 Department of Energy, "New Battery Design Could Help Solar and Wind Power the Grid"  
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245 The New York Times, "In Two-Way Charging, Electric Cars Begin to Earn Money From the Grid"  
246 National Science Foundation, "NSF Launches $10,000 BREAD Ideas Challenge"  
247 Department of Energy, "Energy Department Announces Apps for Vehicles Challenge Winners"  
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Institute：MIND Institute）とカリフォルニア大学ロサンゼルス校（University of California, Los Angeles：UCLA）に所










Challenge）の受賞者を 2 名選出した。それぞれに 2 万 5,000 ドルが授与される。選出されたいずれの方法でも、ウェ
ブサイト等で使われる CAPTCHA 技術250のように、試験を使ってロボコールを識別し遮断するという手法がとられて
いる。他に、10 名以上の企業向けのロボコール・チャレンジ技術功績賞（Robocall Challenge Technology 
Achievement Award）にはグーグル社から 2 名が選ばれた。こちらへは賞金の授与は行われない251。 
 
NASA、宇宙飛行士支援ロボットを ISS で実証中 
NASA では、国際宇宙ステーション（International Space Station：ISS）において、宇宙飛行士の任務を支援する目
的で開発された人間型ロボット「ロボナート 2（Robonaut 2：R2）」の実証が行われている。これまでに、R2 は、日常業









DOE、今後 5 年間に亘るバイオエネルギー研究所への資金援助の継続を発表 
DOE は 4 日、今後 5 年間に亘り、3 ヶ所のバイオエネルギー研究所（Bioenergy Research Center）への資金援助を















あり、2012 年度の研究開発予算は、2009 年度と比較して 18％減少し、1,406 億ドルとなった。2013 年度は、更に
6％減少する見通しである。同氏は、このままでは米国の科学の水準が低下し、長期的な経済成長にも悪影響があ
                                                        
248 National Institutes of Health, "New NIH funding for two Autism Centers of Excellence"  
249 The White House, "BRAIN Initiative Challenges Researchers to Unlock Mysteries of Human Mind"  
250 人間にしか回答できない問題を閲覧者に解かせることで、ウェブサイトへのアクセスを制限する技術。
「completely automated public Turing test to tell computers and humans apart」の略。 
251"FTC Announces Robocall Challenge Winners"  
252Space.com, "Hey Coders! NASA Wants You to Help Robot Astronaut See"  
253 National Aeronautics and Space Administration, "Registration Opens for NASA Night Rover Energy Challenge"  
254 Department of Energy, "Energy Department Announces Five-Year Renewal of Funding for Bioenergy Research 
Centers"  






オバマ大統領が 10 日に発表した 2014 年度予算案では、基礎研究 332 億ドル、研究開発 1,430 億ドルと、いずれ
も 2012 年度を上回る額を要求しており、科学技術研究重視の姿勢を示した。省庁別でも、NIH、NSF、DOE 科学局、
NIST への予算も 2012 年度を上回っている。オバマ大統領は、脳研究、クリーンエネルギー技術、先進製造、バイ
オ、新素材に重点を置く考えを示している257。 
 
IT 大手 11 社、サイバーセキュリティ COE との連携を発表 
NIST 長官のパトリック・ギャラガー商務次官（Patrick Gallagher）らは 15 日、NIST に設置されている「米国サイバー
セキュリティ COE（National Cybersecurity Center of Excellence：NCCOE）」のパートナーに、シスコ・システムズ社



















商務省（Department of Commerce：DOC）は17 日、製造業復活と雇用創出を目指す「製造コミュニティ投資パートナ
ーシップ（Investing in Manufacturing Communities Partnership：IMCP）」を発表した。連邦政府の製造業関連イニシ
アチブの一環である IMCP は、労働者への訓練・インフラ・研究等への投資を活用し、製造業の誘致および拡大に
係る計画を策定・提示する地域コミュニティを選定して助成する。オバマ大統領は、2014 年度予算教書でも、IMCP











DOE は 22 日、軍用性能を備えた自動車、トラック、航空機向けのジェット燃料および船舶用ディーゼルの代替燃料
としてのバイオ燃料の試験を行うバイオ精製所の建設・運転に係るプロジェクト 4 件に対し、約 1,800 万ドルを提供
                                                        
256 The New York Times, "Laureates Urge No Cuts to Budgets for Research"  
257 The Chronicle, "Obama Budget Seeks to Slowly Rebuild Spending on Scientific Research"  
258 National Institute of Standard and Technology, "Industry Partners Join the National Cybersecurity Center of 
Excellence"  
259 U.S. Department of Agriculture, "Agriculture Secretary Vilsack and Transportation Secretary LaHood Renew 
Agreement to Promote Renewable Fuels in the Aviation Industry"  
260 The White House, "Obama Administration Releases Plan to Promote Ocean Economy and Resilience'"  
261 Department of Commerce, "Deputy Secretary Blank Announces New Federal Partnership to Promote 
Manufacturing Investment in American Communities, Create Jobs"  





























ここ 10 年、農村部の小規模病院での死亡率が上昇している。他の病院では年 0.2%の割合で減少しているのに比
















統計的傾向を示している。1 月と 2 月の間に引っ越しを行った世帯数は、昨年に比べて 5.4%増であり、2011 年と比




                                                        
263 Department of Energy, "Energy Department Announces New Innovative Projects to Develop Advanced Drop-in 
Biofuels for Military Jets and Ships"  
264 The Washington Post, "Automakers asked to limit Web-linked electronic devices"  
265 National Aeronautics and Space Administration, "NASA, Partners Solicit Creative Materials Manufacturing 
Solutions"  
266 Politico, "States vote yes to online registration"  
267 USA Today "Death rates rise at remote hospitals"  
268 The New York Time,s "Opening a Gateway for Girls to Enter the Computer Field"  














性がある。そこで州政府の水質規制委員会（Water Quality Control Board）は、雨水を自然ろ過装置や浄水フィルタ
ーを通して処理し、将来的に飲料水として使用する計画を打ち出した。水処理費用に関しては、海岸付近の自治







北朝鮮の安保脅威に関する米国民の意見が 2 分 













ロビー活動に使われた報告書の内、「サイバーセキュリティ」という言葉を使ったものは、2011 年に 990 件だったもの
が、2012 年には 1,968 件まで倍増した。例えば、企業が保有する個人情報等が政府と共有される懸念などが議論と













米国内の 26 州が、次世代科学基準（Next Generation Science Standards：NGSS）を導入し、気候変動や進化論を教
                                                        
270 The Washington Post, "Instagram beauty contests worry parents, child privacy advocates"  
271 The New York Times, "Slaking a Region’s Thirst While Cleaning Its Beaches" 
272 The New York Times, "Poll Finds Strong Acceptance for Public Surveillance"  
273 Pew Research Center, "Public Divided over North Korea’s Intentions, Capability" 
274 The Wall Street Journal, "Fewer Foreigners Eye U.S. Graduate Science Programs"  
275 CNN, "Cybersecurity lobbying doubled in 2012"  
276 The Wall Street Journal, "Tech Entrepreneurs Invest in Trading Platform for Bitcoin"  
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国では、データサイエンティストを、現在の 60％増加する必要があると考えられており、今後 5 年間で同分野に関連






STEM 教育の拡充、科学研究への投資の 3 つを目標として掲げている280。 
 
2012 年、風力発電導入が増加 
米国風力エネルギー協会（American Wind Energy Association）は 11 日、「2012 年米国風力市場年次報告書（U.S. 





2011 年の調査で、成人の 10.8%が詐欺被害に 







17 日にカウフマン財団（Kauffman Foundation）が発表した起業活動指標（Index of Entrepreneurial Activity）による
と、2012 年の起業率は 0.30%（約 51 万 4,000 件）で、2011 年の 0.32%（54 万 3,000 件）をわずかに下回った。2012
年は前年に比べて失業率が下がったため、就職する人が増えた分、起業する人が減ったとみられる。男女別でみ
ると、男性の 2012 年の起業率は 0.38%、女性は 0.23%だった。また、人種別ではヒスパニック系が 2011 年の 0.52%
から 2012 年には 0.40%と下げ幅が大きく、アジア系は 0.32%から 0.31%とあまり変化がなかった283。 
 
政府、プロパガンダ対策にツイッターやフェイスブックを使用 
                                                        
277 The New York Times, "New Guidelines Call for Broad Changes in Science Education”  
278 Environmental Leader, "Nike, Starbucks: Climate Change Policy is 'Economic Opportunity'"  
279 The New York Times, "Data Science: The Numbers of Our Lives"  
280 Entreprenur, "Mark Zuckerberg and Other Tech Giants Form Political Advocacy Group"  
281 American Wind Energy Association, "Wind energy grows 28% in a year, delivering more economic benefits to 
America than ever" 
282 Federal Trade Commission, "FTC Survey for 2011 Shows an Estimated 25.6 Million Americans Fell 
Victim to Fraud"  
283 Kauffman Foundation, "Entrepreneurial Activity Declines as Jobs Rise in 2012, according to 
Kauffman Report"  
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米国の将来について過去 6 年で最も楽観的な見通し 
大手 TV ニュースチャンネル、CNN は、米国成人 1,012 人を対象に世論調査を実施した結果、米国の将来につい
て楽観的な見通しを示す国民が 50％に上ったと発表した。これは、米国経済が安定していた 2007 年（57％）以降
で最も高い数値となる。先月の全米平均失業率は 7.6％（50 万人）を記録しており、未だに経済回復の道筋が見え


















景気回復の最初の 2 年間（2009 年から 2011 年まで）で米国の経済格差が拡大していることが判明した。ピュー・リ
サーチ・センターの調査によると、米国所得上位 7％の平均純資産が 28％上昇した一方で、残り 93％の一般的な



















米国高速道路交通安全局（National Highway Traffic Safety Administration：NHTSA）は 23 日、自動車工業会
                                                        
284 Politico,"U.S. government using Twitter, Facebook to counter propaganda"  
285 CNN, "Mood of the nation: Six-year high in optimism, CNN poll shows"  
286 USA Today, "Study: Social media a bust for small businesses"  
287 The Washington Post, "Boston bombings expose limits of post-9/11 security" 
288 Pew Research Center, "A Rise in Wealth for the Wealthy; Declines for the Lower 93%" 
289 Politico,"Amazon fights eBay over online sales tax" 
290 Politico,"Coal industry sees lifeline in big deposits out West"  
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交通情報を提供するインリックス社（INRIX）が毎年発表するトラフィック・スコアカードによると、2014 年第 1 四半期































ハーバード大学工学・応用科学部（Harvard School of Engineering and Applied Science ： SEAS）の研究チームは、





DARPA、常温でナノレベルの観測が可能な革新的なナノ MRI を発表 
DARPA は、限られた環境でしかできなかったナノレベルの観測を、常温と通常気圧で可能としたナノ MRI をネイチ
ャー誌上で発表した。常温での観測が可能となったことにより、細胞の内部や変化するタンパク質の構造をリアルタ
イムで観測できるようになるなど、医療分野での応用が期待されている。また、125 立方ナノメートルに 1 万個の分子
を確認できるほどの高解像度となっている。DARPA 主導の量子アシスト検出読取装置（Quantum-Assisted Sensing 
                                                        
291 USA Today. "Feds limit driver distractions in cars" 
292 USA Today. "In a jam again: Traffic congestion back on the rise" 
293 The Washington Post, "Study: There may not be a shortage of American STEM graduates after all"  
294 USA Today. "Alternative fuels' best friend: Buses"  
295 The White House, "Fact Sheet: Administration Partners with Industry to Get Service Members Credentialed for 
High-Demand Jobs"  
296 HarvardUniversity, "Robotic Insects Make First Controlled Flight" 
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空軍は 3 日、ボーイング社製の X-51A 極超音速無人機 「X-51A ウェーブライダー（X-51A WaveRider）」が、スクラ
ムジェットの推進によってマッハ 5.1 のスピードで加速し、3 分以上の飛行試験に成功したと発表した。X-51A は、カ
リフォルニア州の基地から離陸した空軍爆撃機「B-52H」に 搭載され、上空約 1 万 5,000 メートルで空中投下された。









InTouch Health と iRobot が共同で遠隔治療ロボットを開発 
インタッチ・ヘルス社（InTouch Health）とアイロボット社（iRobot）が共同開発した遠隔治療ロボット「RP-VITATM」が
医療施設に導入されることが 6 日、第 18 回遠隔医療協会（American Telemedicine Association）の国際会議で発表




天然ガスを 70 倍のスピードで燃焼させる技術が開発 















SRC、NIST、NRI によるナノエレクトロニクス開発に年間 500 万ドル提供 
米国の半導体研究協会（Semiconductor Research Corporation：SRC）と NIST は、大手半導体メーカーが参加する
ナノエレクトロニクス研究イニシアチブ（Nanoelectronics Research Initiative：NRI）の第 2 フェーズに対して、年間 500
万ドル（NIST が 260 万ドル、NRI が 240 万ドル）を最高 5 年間に亘り提供することを発表した。NRI の第 2 フェーズ
では、複数の大学がそれぞれ参加している 3 つの研究センターにおいて、10 年以上先を見越した、次世代の低消
費電力エレクトロニクス技術の開発を目指す303。 
 
NIH が 2013 年の強制的な支出削減の影響を発表 
2013 年の全面的な連邦支出の削減により NIH の生物医学研究への影響が明らかになってきた。 NIH 予算は約
                                                        
297 DARPA, "DARPA, Quantum-assisted nano-imaging of living organism is a first"  
298 "Experimental Air Force aircraft goes hypersonic"  
299 Chemical & Engineering News, "Batteries Get Flexible"  
300 iRobot, "InTouch Health and iRobot Announce First Customers to Install RP-VITA™, 
The New Face of Telemedicine"  
301 Phys.org, "New mechanism converts natural gas to energy faster, captures CO2"  
302 "Printable 'bionic' ear melds electronics and biology"  
303  Semiconductor Research Corporation, "SRC, NIST Introduce Second Phase of Nanoelectronics Research 















マサチューセッツ工科大学（Massachusetts Institute of Technology：MIT）の研究者は、鉄鋼生産の際の二酸化炭
素排出低減効果のある手法、モルテン・オキサイド・エレクトロリシス（Molten Oxide Electrolysis ：MOE）を実現する
ための陽極材料を発見した。世界の温室効果ガスのうち約 5％は鉄鋼産業界に起因するといわれ、MOE の活用に
より、鉄鋼生産に伴う二酸化炭素排出が大幅に削減されることが期待される。米国鉄鋼研究所（American Iron and 
Steel Institute）と DOE が本研究を支援した306。 
 
新たな 3D 画像により半導体欠陥検査が可能に 
NISTの研究グループは、ICチップの製造等に使用される半導体ウェハの製造過程において、ナノレベルの欠陥を





上場済バイオ企業を対象に 286 社を調査したところ、黒字化している企業が 28 社（12％）のみであることが明らかに






シカゴ大学（University of Chicago）は、NSF が支援するオープン・サイエンス・データ・クラウド（Open Science Data 
Cloud）の協力のもと開発した、データ保護されたクラウド・システム「バイオニンバス PDC（Bionimbus Protected Data 
Cloud：PDC）」の使用を開始した NIH から承認された研究者が、バイオニンバス PDC を介して、癌ゲノムアトラス











グーグル社、NASA、大学宇宙研究協会（Universities Space Research Association：USRA）は、NASA のエイムズ研
                                                        
304 Science, "NIH Details Impact of 2013 Sequester Cuts"  
305 Clean Edge, "Energy Data Initiative Releases Free Visualization Tool"  
306 Green Car Congress, "MIT researchers identify viable anode material for molten oxide electrolysis for lower CO2 
steel production"  
307 National Institute of Standards and Technology, "New 3D Defect Detection Fills Important Industry Gap"  
308 BiotechNow,  "Only 12% of Public Biotechs are Profitable"  
 
309 National Science Foundation, "University of Chicago Launches Bionimbus Protected Data Cloud to Analyze 
Cancer Data"  
310 The New York Times, "Drones Take Off in Silicon Valley"  
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究センター（Ames Research Center）の量子人口知能研究所（Quantum Artificial Intelligence Lab）に、世界で唯一
量子コンピュータを製造する D ウェイブ社（D-Wave）の最新量子コンピュータ「D-Wave Two」を導入する。南カリフォ



































バージニア大学（University of Virginia）は、初期段階の研究への資金調達のため 6 カ月に亘るクラウドファンディン
グプログラムを実験的に実施することを発表した。同プログラムでは、南アフリカの農村地帯における浄水機器普及
に係る研究等を含めた 10 件の研究のための資金調達がインターネット上で実施されることになる317。 
 
DARPA、可能性の広がる神経インターフェイスを使った義肢を発表 




                                                        
311 Scientific American, "Google and NASA Snap Up Quantum Computer D-Wave Two" 
312 The New York Times, "Helper Robots Are Steered, Tentatively, to Care for the Aging"  
313 The Wall Street Journal, "U.S. to Fund Glaxo's Research on Antibiotics"  
314U.S. Food and Drug Administration, "FDA clears first blood tracking device that uses Radio Frequency 
Identification technology"  
315 National Institute of Standards and Technology, "NIST and Partners Offer Solution to Communications Impasse 
in Factories"  
316 National Institute of Standards and Technology, "Novel Metamaterial 'Flat Lens' Creates 3D Images in Free 
Space"  





NASA、宇宙空間での 3D プリンターの実験を準備 





















の選考結果を発表した。DOE は、スマートグリッドの送電網や変電所に設置される装置（Phasor Measurement 
Units：PMU、別称シンクロフェイザー）で計測したデータを活用して、グリッドの老朽化・異常を早期発見しようとして
いるが、集めた大量データを分析・理解できる専門人材が不足している。この課題克服のため、即戦力のある人材
育成に貢献する大学・大学院プログラムのアイディアを募集、選考の結果、7 大学のプログラムに、計約 140 万ドル
の助成金を充当すると発表した322。 
 
DOE、最先端海洋エネルギー技術に 1,300 万ドル提供 
DOE は、2014 年 5 月 1 日、海洋・流体力学（marine and hydrokinetic：MHK）エネルギーシステムのパフォーマンス
を向上させる最先端の部品と技術の開発及び試験を行うプロジェクトに対し、最高 1,300 万ドルを提供することを発
表した。DOE は、米国での波や潮流を活用し、年間約 1,420TWh、米国における合計年間電力消費量の約 3 分の
1 を発電できると予測している。DOE は、特に MHK エネルギーシステムの最先端制御システム（最高 6 件、各 50
万〜200 万ドル）、次世代型動力取出装置（power take-off：PTO）（最高 2 件、各 300 万ドル）、装置構造の最適化
（最高 2 件、各 100 万ドル）に重点を置いている323。 
 
遺伝子改良された鮭、認可間近 





NSF、CPS プロジェクト 2 件に対して助成金を提供 
NSF は 3 日、サイバー･フィジカル･システム（Cyber-Physical Systems：CPS）に関する複数の大学による共同プロジ
ェクト 2 件に対し、合計 1,300 万ドルの助成金を提供することを発表した。NSF は、CPS 関連では過去 4 年間で 1
億 5,000 万ドル以上を投資している。CPS はセンシング技術等により、「サイバー世界」から「実世界」を制御するシ
ステムで、自動車のクルーズコントロール、飛行機の自動操縦、捜査・救助ロボット、医療機器等に利用される。今
                                                        
318 DARPA, "New nerve and muscle interfaces aid wounded warrior amputees"  
319 MADE IN SPACE, "MADE IN SPACE AND NASA TO SEND FIRST 3D PRINTER INTO SPACE"  
320 Department of Energy, "Maine Project Launches First Grid-Connected Offshore Wind Turbine in the U.S."  
321 The Washington Post, "Oregon scientists get stem cells from cloned human embryos"  
322  Department of Energy, "DOE Announces Award Selections for Academic-Industry Collaboration – 
Symchrophasor Engineering Education Program"  
323 RenewableEnergyWorld.com, "DOE Announces $13 Million to Advance Ocean Energy Technologies"  
324 Nature, "Transgenic salmon nears approval"  
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回選ばれたのは、カリフォルニア大学バークレー校（University of California, Berkeley）とミシガン大学（University 
of Michigan）のプロジェクトの 2 件で、それぞれ 900 万ドル、400 万ドルの助成金が提供される325。 
 
NSF、インテル社、GE 社、理系人材を増やす大学の取組みに助成金を提供 
NSF は、インテル社及び GE 社と協力し、米国におけるエンジニアとコンピュータサイエンティストを増やすためのパ
ートナーシップ「卒業生をあと 1 万人プラス（Graduate 10K+）」を締結し、同分野からの卒業生の数を年間 1 万人以
上増やすことを目標に掲げ、関連した取り組みを行う 9 つの大学に 5 年間に亘り、1,000 万ドルを提供する 326。 
 
製造コミュニティ投資パートナーシップ第 1 フェーズ参加者募集 
オバマ政権は 9 日、2014 年度大統領予算案に組み込まれている、国内製造業を活性化し、雇用創出を目指す新
たなイニシアチブ、製造コミュニティ投資パートナーシップ（IMCP）の第 1 フェーズ参加者の募集を開始した。第 1 フ





を提供することを発表した。2 億ドルは、 DOD、DOE、DOC、 NASA、 NSF が拠出する。また、3 つ研究所のうち、
2 つを DOD が、1 つを DOE が監督する328。 
 
政府情報のオープンデータ化を義務付ける大統領令と政策を発表 
9 日、大統領は「オープンかつコンピュータで解読可能であることを政府情報の新基準と定める（Making Open and 
Machine Readable the New Default for Government Information）」と題する大統領令を発令した。これに続き、行政






















                                                        
325 National Science Foundation, "National Science Foundation Announces Projects to Expand the Frontiers of 
Cyber-Physical Systems"  
326 National Science Foundation, "NSF Joins Forces with Intel and GE to Move the Needle in Producing U.S. 
Engineers and Computer Scientists"  
327  Department of Commerce, "Obama Administration Seeks Applicants for First Phase of ‘Investing in 
Manufacturing Communities’ Partnership"  
328 The White House, "Obama Administration Launches Competition for Three new manufacturing innovation 
Institutes"  
329  The White House, "Obama Administration Releases Historic Open Data Rules to Enhance Government 
Efficiency and Fuel Economic Growth"  
330 U.S. Food and Drug Administration, "FDA releases new tool to help prevent intentional food contamination"  




ーコンソーシアム（U.S. Advanced Battery Consortium：USABC）」に委託したと発表した 。USABCはDOEから年間




Innovation Foundation：ITIF）は、16 日、公共の安全、知的財産権、政策の面から 3D 印刷の課題を分析した「政府











DOE は、2020 年までに商業ビルと工業建築物におけるエネルギー効率を 20％向上させる「より良い建物チャレン
ジ（Better Buildings Challenge）」の参加者による 1 年目の成果を発表した。これによると、参加者は、基準値より平










オバマ政権、国内の投資及び雇用創出増大に向けて MIIAC の公募を開始 
オバマ政権は 24 日、米国国内における投資及び雇用創出を目的とした「米国製造チャレンジ（Make it in America 
Challenge：MIIAC）」の公募を行うことを発表した。MIIAC では、 DOC の経済開発局（Economic Development 
Administration：EDA）と NIST の製造拡大パートナーシップ（Manufacturing Extension Partnership： MEP）、DOL
の雇用訓練局（Employment and Training Administration：ETA）、三角州地帯管理局（Delta Regional Authority：
DRA）等が 4,000 万ドルの助成金を最高 15 件のプロジェクトに提供する337。 
 
DHS、職員の ID カードの認証システムを 10 年計画で刷新 
国土安全保障省（Department of Homeland Security：DHS）は、10 年計画で政府機関における職員の ID カードの
認証システムを更新していくことを発表した。新しい認証システムは、建物以外にもパソコンや文書へのアクセスも
管理する予定となっており、光彩認証や顔認証にも対応したものを予定している。特に光彩認証は、 2012 年にオ
バマ政権による連邦職員の光彩情報を ID カードに入れる指針に則ったものである。DHS は、この計画にかかる予
算の上限を 1 億ドルとしている338。 
 
DOT、自律走行車に関する方針声明を発表 
DOT の高速道路交通安全局（NHTSA）は 30 日、自律走行車に関する米国初の正式な方針声明を発表した。この
                                                        
332 Department of Energy, "Energy Department Selects Industry Consortium to Accelerate Development of Next 
Generation Battery Technologies for Automobiles"  
333 The Information Technology & Innovation Foundation, "ITIF Report Analyzes Policy Implications of 3-D 
Printing"  
334 National Science Foundation, "NSF and SRC to Fund Research to Create Failure-Resistant Systems an Circuits 
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可欠な H-1B ビザ（H-1B Visas Essential to Attracting and Retaining Talent in America） 」を発表、その中で米国企
業の国際競争力維持のためにも有能な外国人の就労（H-1B）ビザと永住権獲得の枠は規制するのではなく拡大す
べきと結論付けた。同報告書は、同年 4 月に超党派議員グループが起草し、上院に提出した移民法改正法案（S. 
744）の下では、米国外に海外からの有能人材を流出させかねないと指摘している340。 
 
4 人家族の健康的な食事にかかる費用は週 146〜289 ドル 
USDA の調査によると、4 人家族が健康的な食生活を送るための費用は、週に 146～289 ドルであることが分かった。
これは夫婦と 2 人の就学児童が家庭で採る食事全ての額で、外食は除いている。2003 年の時点では健康的な食







額は、2011 年だけで 290 億ドルと言われている。狙われた企業は、賠償金を払うか裁判に持ち込むかの選択肢し
かなく、賠償金は平均 133 万ドル、裁判でかかる費用は平均 175 万ドルと、どちらも高額のコストを強いられ負担に
なっている。1990 年から 2010 年の間で被害にあった企業は、62%がソフトウェア関連、75%がコンピュータ・通信関
連の企業となっており、そのうち 82%は年間収益の 100 万ドル以下の企業となっている342。 
 
最も自転車に優しい州はワシントン州 
自転車推進団体の米国サイクリスト協会（League of American Bicyclists）は、全米で最も自転車に優しい州として、
6 年連続でワシントン州を選考した。ワシントン州の次点には、オレゴン州、ミネソタ州が続く。 自転車関連法案、自











銃犯罪が 1993 年以降減少、国民は認識しておらず 
ピュー・リサーチ・センターの調査で、過去 20 年間で、銃による殺人等の犯罪事件が大幅に減少していることが明ら
かになった。同調査によると、2010 年の銃による殺人は、死亡者 10 万人あたり 3.6 人となり、ピークだった 1993 年
から 49％減少した。死亡に至らなかった同じ期間の銃犯罪件数も 73％減少したという。一方、国民の 56％が 20 年
前より銃犯罪が増加していると考えており、実際の銃犯罪の危険性と国民の認識との間にギャップが存在すること
                                                        
339 The New York Times, "Self-Driving Cars for Testing Are Supported by U.S" 
340 Kauffman Foundation. "New Research Finds Despite Proposed Legislative Restrictions, H-1B Visas Remain 
Essential to Attracting and Retaining Talent in the United States"  
341 USA Today. "Cost of feeding a family of four: $146 to $289 a week"  
342 Senator Charles E. Chumer, "Schumer Introduces Legislation to Improve Patent Prosecution System; Bill Would 
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343 USA Today. "Washington is most bike-friendly state for sixth year" 












2012 年、米国旅客機乗客の約 30％は機内でポータブル電子機器の電源を切らず 
全米家電協会（Consumer Electronics Association：CEA）と旅客機乗客経験協会（Airline Passenger Experience 




年収 1 億ドル規模の企業、過去 20 年間安定した伸び 
カウフマン財団によるレポートによると、米国において年間収益 1 億ドル以上の新企業が、過去 20 年間安定したペ




















べきだと考える一方、IBM 社は厳格化によりイノベーション創出が阻まれると考えるなど IT 企業の間でも意見が分






用増加数は 6 万 7,400 件と、前年比 1.1％増、民間セクターの全体平均雇用増加率をわずかに上回ったことが明ら
かとなった。ソフトウエアサービス分野における雇用増加が顕著である一方、技術製造分野では雇用数は低下して
                                                        
345 Pew Resesarch Center ,"Gun Homicide Rate Down 49% Since 1993 Peak; Public Unawar" 
346 American Manufacturing.org, "Report Says U.S. Military Dangerously Dependent on Foreign Suppliers"  
347 CEA, "Most U.S. Flyers Brought Portable Electronic Devices on Planes in the Last Year, Nearly 30 Percent 
Accidently Left Them Turned On"  
348 Kauffman Foundation, "Number of U.S. Companies that Reach $100-Million in Annual Revenues Remarkably 
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売春の強制や仲介に絡む本事件に対し、陸軍犯罪捜査司令部が捜査を開始した。 DOD の発表によれば、過去 2




15 日、オバマ大統領は内国歳入庁（Internal Revenue Service：IRS）のスキャンダルを受け、IRS の幹部、スティー
ブ・T・ミラー（Steven T. Miller ）に辞職の勧告を行った。IRS が保守系の政治団体に税審査の厳格化を行っていた
問題で、「愛国者（patriot）」や「ティーパーティ（tea party）」のキーワードが入っている団体に対して審査を厳しくす
る等していた。オバマ政権は、DOJ による AP 通信社の通信記録の収集や、リビアの米領事館襲撃等の問題を抱え
ており、今回の辞職勧告は政権へのダメージを避けるためのものと思われる354。 
 
精神障害の診断と統計の手引きの改訂版が 20 年ぶりに発売 
精神医学の分野で幅広く使われているガイドブック「精神障害の診断と統計の手引き（Diagnostic and Statistical 
Manual of Mental Disorders：DSM）」の改訂版が 20 年ぶりに発行された。新しい病名の追加や既存の病気の定義
の拡大等が行われたが、例えば、注意欠陥・多動性障害（Attention Deficit Hyperactivity Disorder：ADHD）の上限

























ヒト胚性幹細胞の物議が減速するなかで、最有力だったロビー団体、医学研究進歩の為の連合（The Coalition for 
the Advancement of Medical Research：CAMR）が、再生医療連合（Regenerative Medicine Alliance）に統合されるこ
とになった。ヒト胚性幹細胞研究において、連邦政府の予算確保が問題ではなくなったことが理由とされている359。 
                                                        
352 Computerworld, "U.S. tech employment grew slightly in 2012, says TechAmerica"  
353 The Washington Post "Hagel orders retraining of sex-assault prevention officers; Army sergeant investigated"  
354 The Washington Post,"Acting director of IRS forced to resign amid furor over targeting of conservative groups"  
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Tape"  
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4 分の 1 近くの米国人に有給休暇なし 
経済政策研究センター（Center for Economic and Policy Research）が 23 日に出した報告書によると、23%の米国人
に有給休暇がないことが分かった。米国では、先進国で唯一、雇用者が従業員に与える有給休暇の最低日数を定

















IMD、25 周年目となる世界 60 カ国の競争力ランキングを発表 
スイスに拠点を置くビジネススクール、IMD は、世界 60 カ国の経済競争力ランキングを発表した。今年で 25 年目と
なるこのランキングでは、ランキングが開始された年からランキングが 5 位以上上がった国と、5 位以上下がった国も















ら反発を受けている。米国内の加工品の 70%に遺伝子組換え作物が使われており、その種を扱う市場は 2008 年に
69 億ドルの規模となっている366。 
                                                        
360 The Washington Post, "Boy Scouts vote to allow openly gay youths, maintain ban on gay adult leaders"  
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メディケア資金が 2026 年には枯渇の見込み 
障害者・高齢者向けの保険制度であるメディケア（Medicare）資金が枯渇してしまう年が、今まで予想されていた時



















した。NIH は、同措置により、2013 年度予算の 5％に相当する 15 億 5,000 万ドルの予算削減を求められている。フ









企業による 2010 年の研究開発投資は 2009 年からほぼ横ばい 
NSF は 4 日、2010 年の企業による国内研究開発投資に関する報告書を発表した。同報告書によると、投資総額は
2,790 億ドルであり、内訳は製造業が 1,970 億ドル、非製造業が 820 億ドルであったことが明らかとなった。なお、前














                                                        
367 The Washington Post, "Medicare trust fund projected to last until 2026 as health costs drop"  
368 Technology Review, "Bell Labs Invents Lensless Camera"  
369 National Institutes of Health, "Fact sheet: Impact of Sequestration on the National Institutes of Health"  
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NIST は、企業における標準策定及び実施に役立つツール「標準分析・比較・試験フレームワーク（Framework for 
Analysis, Comparison, and Testing of Standards：FACT）」を発表した。同ツールは、ソフトウェアやエンジニアリング
分野で用いられている CAD（Computer Aided Deisgn）の標準版といえるもので、各標準の機能や課題を比較できる
など、製品化における標準策定を支援する有効なツールとなっている374。 
 
ゲノミクス、米国経済に与える影響は約 1 兆ドル 
医学研究連合（United for Medical Research）は 12 日、「ゲノミクスの米国経済へ与える影響（The Impact of 
Genomics on the U.S. Economy）」と題した報告書を発表した。同報告書により、1988 年以来、ゲノミクスが米国経済





世界のコンピュータシステムランキング 500 において、中国の国防科学技術大学（National University of Defense 
Technology）が開発したスーパーコンピュータ「天河 2 号（Tiannhe-2）」が第 1 位を獲得した 。第 2 位の DOE のオ
ークリッジ国立研究所（Oak Ridge National Laboratory：ORNL）にあるタイタン（Titan）の約 2 倍の速さを誇る、世界
最速のデータ処理能力が注目されている。天河 2 号は、計画よりも 2 年前倒しで実現し、現在は、広州の国立スー
パーコンピュータセンターに設置されている376。 
 
モトローラ・モビリティ社、大学 8 校と研究開発提携 







DOE と国立再生可能エネルギー研究所（NREL）は 20 日、コロラド州ゴールデンにエネルギーシステム統合施設












国立癌研究所（National Cancer Institute：NCI）は、ガンと密接に関係する RAS 遺伝子の研究を目的として、NCI フ
レデリック国立癌研究所（Frederick National Laboratory for Cancer Research）及び外部研究機関等に 1,000 万ドル
を投じる計画を発表した。RAS 遺伝子は、細胞の成長量制御に関わる遺伝子で、変異が起こると制御なく増殖し、
ガンを促進する。NCI によると、最近の研究において RAS 遺伝子の弱点部分が垣間見えたことから、今後本格的
に、突然変異のパターン解析や癌抗原ペプチド開発等、ガン遺伝子を抑制するための研究開発を実施していくと
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宙技術開発共同センター（Joint Center for Aerospace Technology Innovation：JCATI）」を開始した。同プロジェクト
では、ワシントン大学（University of Washington）など同州の大学 3 校が、航空宇宙関連企業と共同で、液体水素の













NIH は 3 日、デューク大学（Duke University）が中心となって進めている薬剤耐性菌の医学研究ネットワークに対し、
200 万ドルの助成金を提供することを明らかにした。助成は国立アレルギー感染症研究所（National Institute of 




DOE のアーネスト・モニツ新長官（Ernest Moniz）は 4 日、エネルギー効率に優れた照明を製造するための研究開





NIH、国家医療 IT 調整室（Office of the National Coordinator for Health Information Technology：ONC）、EPA は 4





オバマ政権は 4 日、特許主張主体（Patent Assertion Entity：PAE）の実態を取りまとめた報告書「特許係争と米国イ
ノベーション（Patent Assertion and U.S. Innovation）」を発表し、パテント・トロール対策の強化を表明した。具体的に




DOE と 200 社以上の主要な商業ビル施設業界のパートナーは、ワイヤレス・サブメーターの開発を推進するイニシ
アチブを始動した。本コンペは、DOE が定める仕様に基づき、100 ドル以下のワイヤレス・サブメーターの開発を実
現した製造業者に対して、その購入を約束するというもので、既に少なくとも 18 の製造業者グループが参加を表明
                                                        
380 Science, "U.S. Cancer Institute 'Megaproject' to Target Common Cancer-Driving Protein"  
 
381 Puget Sound Business Journal, "Aero companies tap universities to problem solve with new program"  
382 IndustryWeek, "Rise of the Wearable Computer"  
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オバマ大統領、99％の米国学生に高速インターネット接続を提供するよう FCC に要請 
オバマ大統領は 6 日、米国学生の 99％に対し、5 年以内に高速インターネットへのアクセスを提供することを目標と
する「コネクト ED（ConnectED）」と呼ばれる新たなイニシアチブを明らかにし、FCC に対し、学校や図書館の情報環




















ARPA-E は、「高効率システム制御のための広バンドギャップを利用した低価格トランジスタ戦略（Strategies for 
Wide Bandgap, Inexpensive Transistors for Controlling High Efficiency Systems：SWITCHES）」の下、広バンドギャ




















                                                        
387 Department of Energy, "Federal and Industry Partners Issue Challenge to Manufacturers"  
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OSTP は 17 日、H7N9 インフルエンザウィルスやコロナウィルス等の生物学的脅威から国民を守るために必要となる
情報を意思決定者に提供するという目的を掲げ、研究分野の特定や優先順位付けを示した「米国バイオ監視科学
技術ロードマップ（National Biosurveillance Science and Technology Roadmap）」を発表した397。 
 
NIH、疾病治療に対する産官学連携への支援 
NIH は 18 日、産官学連携による医学研究を推進する取組み「既存分子を利用した新治療的利用法の発見
（Discovering New Therapeutic Uses for Existing Molecules）」の立ち上げを発表した。総額 1,270 万ドルを投じ、複










オバマ大統領は 20 日、複数の連邦政府機関が共同で知的財産保護の強化に取組むことを目指す「2013 年知的




大統領府は 24 日、第 2 回目となる「大統領イノベーション・フェロー（Presidential Innovation Fellow：PIF）」プログラ















医学研究所（IOM）は発表した報告書の中で、NIH の「臨床及びトランスレーショナル科学基金（Clinical and 
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FDA の科学委員会、新たな小委員会による CDRH の改善を期待 
24 日、FDA の科学委員会において新たな小委員会の設置が決められた。同小委員会では、医療機器に関する規
制科学活動の 3 つの分野の調査、2007 年からの FDA の進捗状況の評価、急速に発達する科学技術によってもた















DOE は 27 日、炭素汚染を抑制し、幅広いエネルギー技術のイノベーションを促進する目的の下、ゼネラル・アトミク
ス社（General Atomics）や GE 日立（GE Hitachi）等が率いる、従来の軽水炉設計を超える次世代原子力発電プロジ
ェクト 4 件に対し、350 万ドルの投資を行うことを明らかにした408。 
 
米国進歩センター、クリーンエネルギー政策における製造業の重要性を強調 






全米研究評議会（NRC）は、「国家の持続可能性を目指して ～資源のつながりと管理の連携～（Sustainability for 





DOD は、DOD 内部用の携帯管理システム及びアプリストアを開発する 1 年間の契約を、デジタル・マネジメント社
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406 National Institutes of Health, "NIH to reduce significantly the use of chimpanzees in research"  
407 Department of Energy, "Energy Department Launches Public-Private Initiative to Help Oil and Natural Gas 
Industry Strengthen Its Cybersecurity Capabilities"  
408 Department of Energy, "Energy Department Announces New Investments in Advanced Nuclear Power Reactors"  
409  Center for American Progress, "Clean Energy Manufacturing Fights Climate Change, Increases U.S. 
Competitiveness, and Creates Jobs" 
410 National Academies, "National Sustainability Policy Should Be Established To Encourage Greater Collaboration 
Among Federal Agencies"  










2030 年までに飲料水のインフラ維持のために 3,840 億ドル必要 
EPA は 4 日、第 5 回飲料水インフラのニーズ及び評価調査（Drinking Water Infrastructure Needs and Assessment）
の結果を公表し、安全な飲料水の提供を維持するためには、2030 年までに飲料水インフラへに 3,840 億ドルの投
資が必要であることを明らかにした。同調査では、パイプ、処理施設、貯水タンク、配給システムにおいて、今後 20




4 日、全米出版協会（Association of American Publishers：AAP）は、公的資金を受けた研究論文の公開義務に各
省庁が対応するための計画を発表した。OSTP は、各関係省庁に 8 月 22 日までに論文アクセス計画を提出するよ






























                                                        
412 The White House, "President Obama Applauds Commitments to Raise Awareness and Increase Understanding of 
Mental Health at White House Conference  
413 Environmental Protection Agency, "EPA Survey Shows $384 Billion Needed for Drinking Water Infrastructure by 
2030"  
414 Science, "Scientific Publishers Offer Solution to White House's Public Access Mandate"  
415 Science, "Expert Panel Offers Ideas for U.S. Gun Violence Research"  
416 Pew Research, "Smartphone Ownership 2013"  
417 Physorg, "Washington Post unveils paywall plans"  












システムとなるため、セキュリティ対応も整備される。同プロジェクトは 2014 年開始予定である420。 
 
EIA、シェールオイルとシェールガスの埋蔵量を発表 
エネルギー情報局（Energy Information Administration：EIA）は、世界のシェールオイルの可採埋蔵量は 3,450 億
バレル、シェールガスの可採埋蔵量は 7,299 兆立方フィートであると発表した。米国内のシェールオイルの可採埋




排出量取引プログラム RGGI、約 1 億 2,500 万ドルの売上を記録 
地域排出量取引プログラム「地域温室効果ガス・イニシアチブ（Regional Greenhouse Gas Initiative：RGGI）」では、
今四半期で 388 万の排出枠を 1 件あたり 3.21 ドルの価格で販売し、1 億 2,450 万ドルの売上をあげた。なお、RGGI
は、2008 年の開始以来、炭素排出量を 30％低減させることに成功していることから、2 月、発電所の排出量上限











カリフォルニア州ロサンゼルス沿岸の持続性改善に向けて 、港の船着場に約 500 万ドルを投資し、海洋研究セン
ターと産業地区「アルタシー（AltaSea）」を建設する計画が発表された。同センターの建設により、気候温暖化の適
応性向上、エネルギー効率の改善、海洋汚染防止を目指すことになる。同州には、スクリプス研究所（Scripps 












捜査に利用されている。現在、1 億 2,000 万人の米国民の顔写真を含むデータベースは、近年急速に拡大している。
殺人犯、強盗、麻薬取引ディーラー等を探しだすため、州の警察当局はこの顔写真データベースを利用し、監視
                                                        
419 The Washington Post, "Silicon Valley firms deny giving government broad access to data world events"  
420 Nextgov, "COMMERCE SEEKS UNIFIED CUSTOMER MANAGEMENT SYSTEM"  
421 U.S. Energy Information Administration, "Shale oil and shale gas resources are globally abundant"  
422 Sustainable Business.com, "Cap-and-Trade Raises $125 Million for Northeast States"  
423 Huffingtonpost,  "Obama On Immigration Bill: 'This Is The Vehicle' To Fix Broken System" 
424 Nature, "Los Angeles unveils plans for ocean-research centre" 







外交問題評議会（Council on Foreign Relations：CFR）は 17 日、「救済的教育、連邦政府の教育政策（Remedial 











































                                                        
426 The Washington Post, "State photo-ID databases become troves for police"  
427 The Chronicle, "Widening Achievement Gap Hurts U.S. Competitiveness, Report Says"  
428 The Chronicle, "Humanities and Social Sciences Are Central to National Goals, Report Argues" 
429 Clean Technica, "50 Top US Mayors Launch Fight For Climate Change Resiliency"  
430 National Academies, "Public Understanding of Engineering Is Improving, But Additional Work Needed, Report 
Says"  
431 Department of Interior, "Interior Releases First-Ever Comprehensive National Assessment of Geologic Carbon 
Dioxide Storage Potential" 


























海軍研究チームは、17 年ごとに米国東海岸に発生する周期ゼミ（Brood II cicada）について研究しており、音を出
す仕組みや、小さなエネルギーで大音量を出すメカニズムに注目している。近年の研究では、腹部にある 2 つの鼓




GE 社、2012 年のエコマジネーションプログラムの収益は 250 億ドル 
GE社は、2012年、同社の環境事業、エコマジネーション（Ecomagination）プログラムへの約20 億ドルの投資に対し、
250 億ドルの収益をあげたことを明らかにした。また、同プログラムの実施は、GE 社の炭素フットプリント削減にも貢
献しており、同社の温室効果ガス排出量は、ベースラインとする 2004 年と比べ、38％削減している437。 
 
携帯可能な DNA 解析デバイスの開発 
バージニア大学（University of Virginia）とロッキードマーチン社の研究グループにより、持ち運び可能な小型 DNA
解析デバイスの開発が進められている。採取したDNAにレーザーを当てることで解析を行うため、従来の科学捜査
ラボ等に持ち込んで解析を行う必要がなくなる。実現すれば 90 分以内の検査が可能となるため、犯罪捜査におい
て、すばやい DNA 解析が可能になると期待されている438。 
 
米太陽光発電製造コンソーシアム、初の GIGS 太陽光技術ロードマップを発表 
米国太陽光発電製造コンソーシアム（U.S. Photovoltaic Manufacturing Consortium： 
PVMC）は 8 日、初の GIGS 太陽光技術ロードマップを発表した。ニューヨーク州立大学（State of University of New 
York：SUNY）のナノスケール科学工学学部（College of Nanoscale Science and Engineering：CNSE）を拠点とする





                                                        
433 Nextgov, "A FEW AGENCIES USE INTERNAL APPS TO BOOST MOBILITY, COLLABORATION"  
434 The White House, "FACT SHEET: Power Africa"  
435 National Institutes of Health, "Gene Variants Predict Response to Breast Cancer Drugs" 
436 Los Angeles Times, "Navy dissects cicada for ultimate undersea noise"  
437 Clean Technica, "GE Sparks $25 Billion In 2012 Revenue From Ecomagination R&D Investments" 
438 University of Virginia, "U.Va. Professor’s Research Leads to Portable DNA Testing Device"  
439 U.S. Photovoltaic Manufacturing Consortium, "U.S. Photovoltaic Manufacturing Consortium Releases First-Ever 
U.S. Roadmap for CIGS Solar Technologies"  
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DOE、サンディア国立研究所（Sandia National Laboratories：SNL）、テキサス工科大学（Texas Tech University）は 9





NIST、小型周波数コムを 1 分で作る 
レーザー光周波数コム（laser frequency combs）は従来のマイクロファブリケーション技術で造るには数時間～数週
間必要で、費用も 100 億～1,000 億ドルかかっていたが、NIST において、1 分で光コムを造る方法が開発された。
NIST の技術は、石英ガラスロッドをレーザーで加工し、小さく滑らかなディスクを研磨するもので、従来よりも簡単か
つ安価に作成できることが特徴で、NIST の今回の作成プロセスにかかる費用は 1 万ドル程度である441。 
 
NIST のバイオメトリック仕様、2 つの新たな個人認証オプションを追加 
NIST は、個人識別認証（Personal Identity Verification：PIV）カードに搭載されるセキュリティ関連技術オプションを






カリフォルニア大学サンディエゴ校（University of California at San Diego）、マサチューセッツ総合業院






NSF は 16 日、農業開発を実現するための基礎研究プログラム（Basic Research to Enable Agricultural Development 
program：BREAD）のアイディアを競い合うコンペ「BREAD アイディア・チャレンジ（BREAD Ideas Challenge）」の優




NSF は 7 月、学術研究機関におけるコンピュータ及びネットワーク容量は、2005 年以来著しく増大したとの報告書
を発表した。2011 年度に 1 Gbps 以上の帯域幅を利用していると回答した学術機関の割合は 59％で、2005 年度の













                                                        
440 Sandia National Laboratories, "SWiFT commissioned to study wind farm optimization"  
441 National Instiute of Standards and Technology, "NIST Shows How to Make a Compact Frequency Comb in 
Minutes"  
442 National Institute of Standards and Technology, "Who Are You? NIST Biometric Publication Provides Two New 
Ways to Tell Quickly"  
443Boston Business Journal, "Eye-scanning device is designed to detect Alzheimer's disease"  
444 National Science Foundation, "'BREAD Ideas Challenge' Winners Announced: Each Receives $10,000 Prize"  
445 National Science Foundation, "Study Reveals Increase in Bandwidth at Academic Institutions"  
446 DARPA, "DARPA, Novel hollow-core optical fiber to enable high-power military sensors  
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ミネソタ大学（University of Minnesota）の持続可能なポリマーセンター（Center for Sustainable Polymers：CSP）の研
究者は、製造業者が再生可能な出発原料から効率的に生産でき、有害性がなく、堆肥化できるポリマーの開発に
取組んでいる。CSP は同大学の「再生可能エネルギーと環境イニシアチブ（Initiative for Renewable Energy and the 
Environment）」プログラムからの資金援助を受けて設立された。2011 年には NSF から 150 万ドルの助成を受けてい


















大手会計事務所 KPMG 社は、25 日、破壊的技術、イノベーションの潮流、変化の兆候を把握するため、世界の技
術系ビジネス･リーダー811 人に対して行った調査「2013 年世界技術イノベーション調査（2013 Global Technology 
Innovation Survey）」の結果を発表した。その結果、破壊的なブレイクスルーを期待できる国として 37%が米国、
24%が中国、10%がインドを挙げている。 また、技術イノベーションに対する国別信頼度について調査したところ、
インド、イスラエル、米国に続き、中国が 4 位にランクインした450。 
 
シリコンに代わる素材研究に進展 









パワー社（Urban Electric Power）は、革新的なバッテリー技術を発表した。ARPA-E から助成を受けた同社の無鉛
亜鉛陽極充電型バッテリーは、成長中のエネルギー貯蔵市場において、幅広く応用することができる。同社は過去








                                                        
447 National Science Foundation, "Center Creates Polymers Made From Safe and Renewable Natural Resources: 
Researchers partner with more than 25 companies to conduct research and development"  
448 Department of Energy, "New EM Technology: Spray Lights up Contamination Hot Spots"  
449 SSTI, " "Research Centers Gaining Momentum with Help from Private-Sector Partners"  
450 KPMG, "China and the US lead as global technology innovators with ongoing cloud & mobile innovation, says 
KPMG survey"  
451 Quarts, "The materials breakthrough that might lead to computers thousands of times faster"  














（Ready-to-Sign licensing program）」を立ち上げた。7 月時点では、同ライセンスプログラムを通じて提供できるライ













DOE は 1 日、次世代バイオ燃料の早期商業化、バイオマス由来のガソリン、ディーゼル、ジェット燃料の生産コスト






ダレル・アイサ下院議員（Darrell Issa カリフォルニア州選出、共和党）とジュディ・チュー下院議員（Judy Chu カリフ
ォルニア州選出、民主党）は、22 日、特許権を悪用して巨額の賠償金を要求するパテント・トロール対策関連法案
を提出した。「ストップ法（The STOP Act）」と題する法案では、ビジネスモデル特許の暫定的プログラム（Transitional 






（Decadal and Regional Climate Prediction Using Earth System Models Program：EaSM Program）」を通し、気候変
動の長期的予測の向上を目的とした調査研究 2 件へ助成金を提供した。これらの研究により、気候変動が生態系
や農業システム等に与える影響に加え、人類が環境に与える影響を通したフィードバックループの数値化を目指す。
NSF は 2,270 万ドル、USDA は 520 万ドル、DOE は 330 万ドルを提供する459。 
 
NCI の科学諮問委員会、ガンゲノムクラウドを承認 
NCI の科学諮問委員会（Board of Scientific Advisors：BSA）は、ガン遺伝子の情報活用システム「ガンゲノムクラウ
ド（Cancer Genomics Cloud）」のパイロットプロジェクトのコンセプトを承認した。実現すれば、同クラウド上に NCI が
                                                        
453 U.S. Naval Research Laboratory, "NRL Researchers Discover Novel Material for Cooling of Electronic Devices"  
454 The Wall Street Journal, "The Quest for Better Pain Relief" 
455 Sandia National Laboratories, "Ready-to-sign license speeds up Sandia tech transfer"  
456 Department of Energy, "Florida Project Produces Nation's First Cellulosic Ethanol at Commercial-Scale" 
457 Department of Energy, "Energy Department Announces Investment to Accelerate Next Generation Biofuels" 
458 Darrell Issa, "Issa and Chu Introduce Bipartisan Bill to Protect Innovators fromFrivolous Patent Litigation"  
459 National Science Foundation, "NSF, USDA, DOE Award Grants to Improve Predictions of Climate Change on 








国家経済会議（National Economic Council）、国内政策会議（Domestic Policy Council：DPC）、OMB、経済諮問委
員会（Council of Economic Advisers：CEA）は 10 日、「米国の移民システム改革による経済的利点（The Economic 





NASA が 2020 年に打上げを計画している火星探査機は、生命の痕跡を探査することを目的としており、2012 年 8
月に火星着陸に成功した火星探査機「キュリオシティ（Curiosity）」と、同じボディと着陸システムを使用する予定で
ある。NASA は探査機開発費を 15 億ドルと見積もっているが、これに搭載する科学機器の開発費を 1 億ドルに制
限するよう求めている462。 
 
米中、GHG 排出量削減のための 5 つの行動イニシアチブに合意 
米国と中国は、温室効果ガス（GHG）排出量及び大気汚染物質の削減を目的とする 5 つの新たな行動イニシアチ
ブに合意した。2013 年 4 月 13 日ジョン・ケリー国務長官（John Kerry）の訪中の際に発表された、気候変動に対する
米中共同声明において、米中気候変動ワーキンググループ（U.S.-China Working Group on Climate Change）の設
立が発表されており、同グループでは大型車等の車両からの排出ガス削減、炭素回収・利用・貯留（Carbon 
Capture, Utilization and Storage：CCUS）の導入拡大等について議論する463。 
 
DOD、製造イノベーション研究所 2 ヶ所の設立に 1 億 4,000 万ドルの投資を発表 
DODは、軽量最新金属製造とデジタル製造・設計に取組む2 つの製造イノベーション研究所の設立・運営資金とし
て、今後 5 年間に亘り、それぞれ最高 7,000 万ドル（計 1 億 4,000 万ドル）を提供すると発表した。この DOD 資金に
対して、研究所側からも 1 対 1 のマッチングで資金を拠出することが条件とされる464。 
 
DOE、気候変動の影響に対するエネルギーセクターの脆弱性を指摘 
DOE は 11 日、「気候変動及び異常気象に対する米国エネルギーセクターの脆弱性（U.S. Energy Sector 





DARPA、サイバー戦争プロジェクトに関し 6 社と契約 
DARPA は、「ファウンデーショナル・サイバー戦争（Foundational Cyberwarfare、通称プラン X：Plan X）」と称するサ
イバー戦争に関する研究プロジェクトについて 6 社と契約した。契約総額は約 7,400 万ドルとなる。同研究を通じて
サイバー戦争の本質を理解し、サイバーセキュリティ及びサイバー攻撃に対する米国の優位性を維持するための




DOE のアーネスト・モニツ長官（Emest Moniz）は、DOE 傘下の国立研究所 17 機関の組織改革に取り組むため、国
立研究所政策協議会（National Laboratory Policy Council）と研究所運営委員会（Laboratory Operation Board）の 2
つの組織を新設することを発表した。DOE の研究技術開発戦略における各研究所の役割を明確にすることを目的
としている467。 
                                                        
460 National Cancer Institute, "NCI Board of Scientific Advisors Approves NCI Cancer Genomics Cloud Concept "  
461 The White House, "White House Report: The Economic Benefits of Fixing Our Broken Immigration System"  
462 Nature, "NASA's 2020 Mars rover would search for signs of past life"  
463 Department of State, "U.S.-China Climate Change Working Group Fact Sheet"  
464 SSTi "DOD Commits $140 Million to Establish Two Manufacturing Innovation Institutes"  
465 Department of Energy, "Department of Energy Releases New Report on Energy Sector Vulnerabilities"  
466 Military & Aerospace Electronics, "DARPA picks six companies to define enabling technologies for U.S. cyber 
warfare strategy"  




FDA が ADHD の診断に NEBA を使用することを承認 
FDA は、6 歳～17 歳の子供の注意欠陥・多動性障害（attention-deficit hyperactivity disorder：ADHD）を診断する
ため、脳波図（electroencephalogram：EEG）技術を基にした精神神経系検査補助機器 NEBA（Neuropsychiatric 
EEG-Based Assessment Aid）と呼ばれる装置を使う検査方法を承認した。NEBA は、脳の神経細胞から出る電気活
動とその頻度を記録する。ADHD の診断は医学的、心理学的な所見から導かれるが、NEBA を併用することでより









APRA-E、太陽光発電技術に係る新プログラムへのに 3,000 万ドルを助成 
ARPA-E は 16 日、太陽光発電技術に係る新プログラム「太陽光フルスペクトル変換・利用最適化（Full-Spectrum 
Optimized Conversion and Utilization of Sunlight：FOCUS）」への 3,000 万ドルの助成を発表した。FOCUS では、太
陽光を直ちに利用可能な電力に変換する先進のコンバーターと生成された熱を低価格で貯蔵できる貯蔵システム
の 2 つの技術開発を目指す470。 
 
DOE、小規模商業ビルの省エネプロジェクト 6 件に対し、総額 1,000 万ドルを助成 
DOE は 17 日、小規模商業ビルを対象とした省エネプロジェクト 6 件に対し、総額 1,000 万ドルの助成金を提供する
と発表した。米国の商業ビルセクターは、米国全体のエネルギー消費の約 20％を占めるが、このうち 90％以上を小
規模ビルが占める。限られたリソースしか持ち合わせていない小規模ビルオーナー向けに、導入が簡単で使いや




NASA 関係者は 17 日、NASA と民間企業の新たなパートナーシップ形態を構築する取り組み「商用宇宙ケイパビリ





中央情報局（Central Intelligence Agency：CIA）は、米国科学アカデミー（National Academy of Science：NAS）が実
施するジオエンジニアリング研究プロジェクトに対し、助成金を提供する。同プロジェクトでは、天候パターンや気候
変動に対する人為的操作の影響調査や潜在的リスク評価に加え、ジオエンジニアリングを適用した場合に予想さ




オバマ政権による STEM 教育予算削減案に、議会から反発の声が高まっている。2014 年度予算要求の中で、非効
率的なプログラムや重複を削減する取り組みの一貫として、現在 13 の政府機関で実施されている STEM 教育プロ
グラム 226 件を半分に減らし、連邦政府を代表して初頭･中等教育、大学教育（学士･修士課程）、非公式の科学教
育に関するプログラムを主導する権限を、教育省（Department of Education）、NSF、スミソニアン協会（Smithsonian 
Institution）に任せることを提案している474。 
 
NIH、ビッグデータの研究を行う COE 設立へ向けた助成金を発表 
                                                        
468 FDA permits marketing of first brain wave test to help assess children and teens for ADHD  
469 The Whitehouse, "First Look at Next.Data.gov"  
470 Advanced Research Projects Agency-Energy, "New ARPA-E Funding Opportunity"  
471 Department of Energy, "Energy Department Invests to Save Small Buildings Money by Saving Energy"  
472  National Aeronautics and Space Administration, "NASA Announces Effort to Form New Collaborative 
Partnerships with Private Space Industry"  
473 Mother Jones, "CIA Backs $630,000 Scientific Study on Controlling Global Climate"  
474 Science,"Congressional Panels Dump on STEM Reshuffling Plan"  
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NIH は 22 日、ビッグデータの研究拠点「ビッグデータ知識転換 COE（Big Data to Knowledge Centers of 




NIH、医療分野におけるゲノム配列の利用調査を行う 4 件への助成を発表 
NIH は 23 日、医療分野におけるゲノム配列の利用調査を行う 4 つの研究グル―プに対する助成を発表した。カイ
ザー財団研究所（Kaiser Foundation Research Institute）、ハドソン‐アルファ・バイオテクノロジー研究所
（Hudson-Alpha Institute for Biotechnology）、ミシガン大学アナーバー校（University of Michigan, Ann Arbor）、ワ
シントン大学シアトル校（University of Washington, Seattle）の 4 研究機関に対し、総額約 2,700 万ドルの助成金が
提供される予定である476。 
 
NSF、地方改善を目的としたプロジェクト 4 件への助成を発表 
NSF は 23 日、競争的研究推進実験プログラム（Experimental Program to Stimulate Competitive Research：
EPSCoR）の一環として、研究インフラ改善：トラック II アワード（Research Infrastructure Improvement Track-2 award：





国家運輸安全委員会（National Transportation Safety Board：NTSB）は 23 日、児童が死亡したスクールバス事故の





NASA、小惑星移動ミッションに 402 件のアイディア提案を受け取る 
NASA は、地球に衝突する可能性のある惑星の発見とその惑星を月の軌道に移動させるアイディアを募集し、これ




OMB のシルビア・バーウェル長官（Sylvia Burwell）と OSTP のジョン・ホールドレン長官（John  Holdren）は「2015






OMB 長官、国内政策会議（DPC）議長、OSTP 長官、経済諮問委員会（CEA）議長は 26 日、連名で、政府機関向






NIH は 31 日、脆弱 X 症候群、ニコチン中毒、加齢黄斑変性症に対する治療法の開発に焦点を当てたプロジェクト
3 件に対し、NIH ブループリント神経学治療法ネットワーク（NIH Blueprint Neurotherapeutics Network）を通して助
成金を提供すると発表した。同ネットワークは創薬プロセスにおける障壁を乗り越えるための様々なリソースを提供
                                                        
475 National Institutes of Health, "NIH commits $24 million annually for Big Data Centers of Excellence" 
476 National Institutes of Health, "NIH funds new grants exploring use of genome sequencing in patient care"  
477 National Science Foundation, "NSF Grants Enhance Science and Engineering Research Capacity Across the 
Nation"  
478 NBC News, "NTSB calls for wireless technology to let all vehicles 'talk to each other" 
479 Discovery News, "NASA Gets 402 Ideas for Dealing With Asteroids"  
480 The hite House, "Science and Technology Priorities for the FY 2015 Budget"  
481 The White House, "Next Steps in the Evidence and Innovation Agenda"  
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内務省（Department of Interior：DOI）と DOI 傘下の海洋エネルギー管理局（Bureau of Ocean Energy Management：
BOEM）は 31 日、連邦政府管轄水域にあるロードアイランドとマサチューセッツ沖合 16 万 4,750 エーカーに及ぶ風
力エネルギー地域（Wind Energy Area）の利用権に関するリース販売が競売にかけられ、ディープウォーター・ウィ








リカ諸国への 1,000 万ドルの資金援助と技術支援を行うこと等が盛り込まれている484。 
 
オバマ大統領、アフリカ・サブサハラ地域との貿易拡大に向けたプログラムを発表 






INSEAD ら、2013 年国別イノベーションランキングを発表 
ビジネススクールのインシード（INSEAD）、世界知的所有権機関（World Intellectual Property Organization：WIPO）、
コーネル大学（Cornell University）は、世界 142 ヶ国について、大学の質、VC やマイクロファイナンスの利用しやす




オバマ政権、医療保険改革法の 1 年先送りを発表 
オバマ政権は 2 日、大規模雇用主に対し、従業員への医療保険提供を義務付ける医療保険改革法（通称：オバマ




世論調査機関ピュー・リサーチ・センターの調査によると、2012 年のシングルファーザーの数は 260 万人となり、調










                                                        
482 National Institutes of Health, "NIH launches neurological drug development projects"  
483 Department of Interior, "Interior Holds First-Ever Competitive Lease Sale for Renewable Energy in Federal 
Waters" 
484 The White House, "FACT SHEET: U.S. Efforts to Combat Wildlife Trafficking" 
485 The White House, "FACT SHEET: Trade Africa"  
486 INSEAD, "The World’s Most Innovative Countries: The Global Innovation Index 2013"  
487 The New York Times, "Crucial Rule Is Delayed a Year for Obama's Health Law"  
488 Pew Research Center, "The Rise of Single Fathers" 







模であるが、中には 2011 年にオクラホマを襲ったマグニチュード 5.6 レベルの地震等も含まれている。米国では、
















オバマ大統領は 13 日、米国内のヒト免疫不全ウィルス（HIV）の広がりを防ぐため、HIV 継続ケア・イニシアチブ
（HIV Care Continuum Initiative）を発表した。エイズの治療法は確立しつつあるものの、米国内では HIV 患者の 4
分の 1 しか適切な治療を受けていないと指摘し、患者は治療を受けること、感染のリスクを減らすこと、15 歳～65 歳
の全国民が検査を受けること等を呼びかける493。 
 
DOD、医療保険改革で 24 億ドルの経費削減を期待 
DOD は、現役軍人とその家族を対象にした医療保険「トリケア（TRICARE）」の運営や、従来バラバラに管理・運用
されていたサービスについて、10 月から運用開始が予定されている新設の国防保険局（Defense Health Agency：
DHA）の下に統合することで、DOD におけるヘルスケア関連経費を 24 億ドル抑える方針を明らかにした。同方針
は、連邦議会上院・下院の歳出及び軍事委員会の議長に 6 月に提出された「軍保険システムの管理改革に向けた
















オバマ大統領、黒人少年射殺事件に 18 分間のスピーチを行う 
オバマ大統領は 19 日、フロリダ州で起きた黒人少年射殺事件に対して、18 分間のスピーチを行った。「もし私に息
                                                        
490 Nature, "Energy production causes big US earthquakes" 
491 Gallup, "Americans Praise Gov't Work on Natural Disasters, Parks"  
492 The Washington Post, "Edward Snowden, NSA leaker, will seek asylum in Russia"  
493 The White House, "FACT SHEET: Accelerating Improvements in HIV Prevention and Care in the United States 
through the HIV Care Continuum Initiative"  
494 Nextgov, "PENTAGON EXPECTS TO SAVE $2.4 BILLION BY REFORMING MILITARY HEALTH CARE"  
495 RollCall, "States Not Waiting for Congress on GPS Tracking Laws"  








戦略国際問題研究所（Center for Strategic and International Studies ：CSIS）は 22 日、「サイバー犯罪とサイバース
パイ活動のコスト推定（Estimating the Cost of Cybercrime and Cyber Espionage）」を発表した。サイバー犯罪は










































                                                        
497 The Washington Post, "Obama asks Americans to ‘do some soul-searching’ in aftermath of TrayvonMartin case"  
498 Center for Strategic and International Studies, "CSIS Releases First Study to Connect Cybercrime to Job Loss"  
499 The Washington Post, "GOP’s new tech strategy leads to Silicon Valley in quest to ‘leapfrog’Democrats"  
500 Gallup, "In U.S., Support for Complete Smoking Ban Increases to 22%"  
501 The New York Times, "Obama Proposes Deal Over Taxes and Jobs"  
502 Reuters, "Bloomberg's ban on big sodas is unconstitutional: appeals court"  
 















2012 年、大学や研究機関のイノベーション収入は 260 億ドル 
大学技術管理者協会（Association of University Technology Managers：AUTM）は、大学・病院・研究機関による特
許及びライセンシング活動に関する最新版年次調査結果の概要を発表した。同調査では、194 の北米研究機関が
回答し、2012 年度のこれらの機関が特許使用料等から得た収入は 26 億ドルを超えることが明らかとなった。また、
特許申請数は 1 万 4,224 件に上り、ベンチャー企業 705 社が設立されている506。 
 
「産業インターネット」推進の官民コンソーシアム設立へ 



























イーロン・マスク氏、ロサンゼルスとサンフランシスコを 30 分で結ぶ高速鉄道構想発表 
億万長者で発明家のイーロン・マスク氏（Elon Musk）が「ハイパーループ（Hyperloop）」と呼ばれる次世代輸送シス
                                                        
504 Nature, "University of California adopts open-access publishing policy"  
505 The Wall Street Journal, "GE Ends Solar-Panel Push, Sells Technology to First Solar"  
506 The Chronicle, "Universities and Other Groups Earned $2.6-Billion From Inventions in 2012"  
507 EE Times, "US Consortium Forming on Industrial Internet"   
508 National Renewable Energy Laboratory, "NREL and Colombian Oil Firm Unlocking Agricultural Waste 
Feedstocks for Biofuel"  
509 Vaderbilt University, "Robot uses steerable needles to treat brain clots"  
510 U.S. Food and Drug Administrartion, "FDA awards contract to develop promising new technology to test 












間のバッテリー寿命を持つ。また、製造コストも 20 ドル以下に抑えられている512。 
 













ヒト心臓の iPS 細胞により脱細胞化マウスの心臓が再生 
ピッツバーグ大学（University of Pittsburgh）の医学部で、脱細胞化したマウスの心臓にヒトの心臓の iPS 細胞を移






IBM 社は 14 日、ビッグデータの処理能力を有する学生数の増加を目的とした大学機関とパートナーシップの構築
とデータ分析支援を目的とした助成金の授与機関を発表した。ジョージタウン大学（Georgetown University）、ジョ














                                                        
511 The Wall Street Journal, "Elon Musk's Hyperloop: San Francisco to Los Angeles in 30 Minutes? " 
512Naval Research Laboratory, "NRL Develops Low Cost, High Efficiency Solar Sensor"  
513 U.S. Army, "Army Research Lab, Purdue Explore 3-D Printing to Fix Deployed Equipment, Cut Maintenance 
Costs" 
514 AP News, "Penn researchers strive for a more athletic robot"  
515 UPMC, "Decellularized Mouse Heart Beats Again after Regeneration with Human Heart Precursor Cells in Pitt 
Projec"t  
516 The Chronicle, "IBM and Universities Team Up to Close a 'Big Data' Skills Gap" 







燃料電池を積極的に活用している。例えば、海軍研究局（Office of Naval Research：ONR）は前線で利用するため









2013 年度、NASA 主催宇宙アプリ・チャレンジの受賞者決定 
NASA 主催で、「国際宇宙アプリ・チャレンジ（International Space Apps Challenge）」と呼ばれるハッカソン（アプリ開
発イベント）が開催され、134 のプロジェクトから最優秀賞グローバルアワード（Global Awards）が選定された。2013
年度は、火星と地球の両方の天候データを閲覧できるクロスプラットフォームのアプリケーションプログラム「ソル
（Sol）」を開発したカンザスチームを含め 3 チームが受賞した521。 
 
再生医療、遺伝子欠陥修復で乳がんやパーキンソン病の治療進む 












エックスプライズ財団、賞金 1,000 万ドルのゲノミクス・チャレンジを中止 
エックスプライズ財団（XPrize Foundation）では 2006 年、1 万ドル以下の予算で 10 日間で 100 のゲノム配列を解析
できた最初のチームに対し、1,000 万ドルの賞金を授与する「アルコン・ゲノミクス・エックスプライズ（Archon 






NSF の地震工学シミュレーションネットワーク（George E. Brown, Jr. Network for Earthquake Engineering 
Simulation：NEES）支援のもと、ネバダ大学レノ校（University of Nevada, Reno：UNR）で形状記憶合金（Shape 
Memory Alloys：SMA）が開発された。形状記憶合金は引っぱりに強く、元の形に戻るため、地震に強い橋等に応
用できる可能性を持つ。特にニッケルチタンは、通常の金属の 10 倍から 30 倍の弾性がある525。 
                                                        
518 Network World, "DARPA wants computers that fuse with higher human brain function"  
519 Breaking Energy "Navy Sees Fuel Cells Ready For Front Lines"  
520 National Institute of Standards and Technology, "NIST Study Advances Use of Iris Images as a Long-Term Form 
of Identification"  
521 SpaceApp, "Global Award Winners for the 2013 International Space Apps Challenge"  
522 IndustryWeek, "Regenerative Medicine Sees Advance in Gene Repair Technique" 
523 The Wall Street Journal, "Wonder Material Ignites Scientific Gold Rush” 
 
524 Science, "XPrize Pulls Plug on $10 Million Genomics Competition"  
525 National Science Foundation, "Strong, elastic "smart materials" aid design of earthquake-resistant bridges: 





NIST は、DARPA の「クェーサー（Quantum-Assisted Sensing and Readout：QuASAR）」プログラムからの助成により、
従来よりも 10 倍の精度を持つ新型原子時計を開発したことを発表した。将来的にこの原子時計を既存の GPS 衛星




DOE、バイオ燃料の研究に 2,200 万ドルの投資を発表 






NSF は 2013 年度の 8 月以降の残りの期間、政治科学分野に対する助成を行わないことを発表した。NSF は理由を
明確にしていないものの、連邦議会は 2013 年 3 月に、NSF に国家安全保障か経済発展に貢献しない政治科学分
野の研究には資金援助しないよう義務付ける法案を可決しており、この法案の影響を指摘する見方が強い。政治




1951 年に死去したヘンリエッタ・ラックス氏（Henrietta Lacks）から採取された癌細胞「Hela 細胞」は、医学史上にお
いて画期的な研究の数々に貢献してきた。しかし本人や家族の同意なしに取り出されたため、同細胞のプライバシ
ーやデータへのアクセスが問題となっていたが、NIH はラックス一家と合意に達したことを発表した。この合意では、
今後、Hela 細胞のゲノムデータ利用は、同家から子孫 2 人が参加する委員会の管理の下での許可制となる529。 
 




害や ENM の変化を予測できないとしている530。 
 
NIH、exRNA の研究に支援を行うことを発表 






DOE は 14 日、家やオフィスの省エネルギー研究を行う 12 プロジェクトに合計 1,100 万ドルの支援を行うことを発表
した。主に暖房、冷房、断熱等の研究を対象としており、エネルギー効率を高めるためのオープンソース・ソフトウェ
アのプロジェクトにも支援が行われる。家庭の中で空調に使われるエネルギーは 1993 年の 53%から 2009 年の 48%
に下がっており、断熱材や窓の発達による効果と考えられている532。 
 
DOE、ガスタービンの研究を行う 10 大学に支援 
DOE は「大学タービンシステム研究（University Turbine Systems Research ）」プログラムに選ばれた 10 大学を公表
した。採択された大学には DOE が合計 500 万ドルの支援が行われる。ガスタービンの効率化が進めば、高効率、
低公害、低コストの実現が期待される。今回の支援ではテキサス大学オースティン校（University of Texas at 
                                                        
526DARPA, "DARPA,-funded atomic clock sets record for stability"  
527 Department of Energy, "Department of Energy "Secretary Moniz Announces New Biofuels Projects to Drive Cost 
Reductions, Technological Breakthroughs"  
528 Nature  "NSF cancels political-science grant cycle"  
529 The Wall Street Journal, "NIH in Pact to Protect Privacy of Family, Maintain Research" 
530 Nanowerk, "Gaps in U.S. nanotechnology regulatory oversight"  
531 National Institutes of Health, "NIH funds research to explore a cell communication process"  
532 Department of Energy, "Energy Department Invests to Save on Heating, Cooling and Lighting"  
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Austin）やカリフォルニア大学アーバイン校（University of California, Irvine）等が燃焼技術を、ノースダコタ大学











DOC のペニー・プリツカー長官（Penny Pritzker）は 15 日、同省の経済開発局（EDA）の 2013 年大学センター経済
開発プログラムコンペ（2013 University Center Economic Development Program Competition）の優勝者を発表した。
EDA は、全米 10 州の 19 大学による、米国イノベーションを促進し、地域経済の強化を目的とした 5 年間に亘るプ
ログラムの実施に対し、総額 250 万ドルの助成金を提供する535。 
 
NSF、サイバーセキュリティに関する大型プロジェクトに助成 











ARPA-E、プロジェクト 22 件への助成を発表 
ARPA-E は 21 日、全米 15 州の 22 件の新しいプロジェクトに対し、3,600 万ドルの助成を行うことを発表した。これら
のプロジェクトは、電気自動車の充電走行距離の向上、車両価格の低下を目指す ARPA-E の新プログラム「強固且











NSF は、製造機械機器及び製造過程における機械・機器応用の改善を目的とした研究に対し、最大 30 万ドルまで
助成を行うことを発表した。こうした研究への助成により、スキルから知識をベースとする製造への転換、環境への
影響を低減した製造の促進を目指す。また、特に、再生可能資源を電力や液化燃料等へと転換することが可能な
                                                        
533 Department of Energy, "DOE Selects Ten Projects to Conduct Advanced Turbine Technology Research"  
534 National Aeronautics and Space Administration, "NASA Announces New Strategic Vision for Aeronautics 
Research"  
535 Department of Commerce, "U.S. Department of Commerce Announces $2.5 Million in Investments to Strengthen 
Innovation and Economic Growth Initiatives"  
536 National Science Foundation, "NSF invests $20 million in large projects to keep the nation's cyberspace secure 
and trustworthy"  
537 Next Gov, "White House Expands Guidance on Promoting Open Data" 
538 Advanced Resesarch Projects Agency, "ARPA-E Funds 22 New Projects" 





DOC、米国製造業の競争力向上へ 150 万ドルを助成 
DOC の経済開発局（EDA）は 27 日、全米 11 ヶ所に設置された企業への技術、計画、ビジネス再興プロジェクト支




DOE、波力、潮流エネルギー利用へ 1,600 万ドルの投資発表 














世論調査機関ピュー・リサーチ・センターがミレニアム世代（18 歳から 31 歳）の米国人を対象に調査したところ、3 人
に 1 人以上（現在 2,160 万人、2007 年：1,850 万人）が実家で親と同居していることが明らかになった。PRC は、増
加原因について、不景気や失業率の増加、進学率の増加、結婚率の低下等の要因を挙げている。ミレニアム世代




5 日、オバマ大統領は「中流階級にバーゲンセールを（A Better Bargain for the Middle Class: Housing）」計画の一
環で中所得者層に家の購入を促す施策を発表した。このプランでは、購入者が安く家を購入できる環境、住宅金





TSA のモーダル間予防対応（Visible Intermodal Prevention and Response：VIPR）チームは、元々の任務であった
空港での保安に留まらず、交通網の要所において乗客に対しランダムでのセキュリティチェックを実施しテロ攻撃の
防止に取り組む他、活動場所をスポーツイベント、音楽祭にまで広げている。2001 年 9 月 11 日の同時多発テロ攻




5 日、ワシントンポスト社はアマゾン社の創業者であるジェフリー・ベゾス氏（Jeffrey P. Bezos）に、出版事業を 2 億 5, 
000 万ドルで売却することを発表した。ベゾスの個人資産での買収となっており、アマゾン社は取引に関与していな
い。ワシントンポスト紙は広告費の落ち込みを受け、1 日の発行部数は 1993 年の 83 万 2,332 部ピークに、3 月には
47 万 4,767 部まで減少していた547。 
                                                        
540 Green Car Congress, "NSF to award up to $300K for manufacturing machines and equipment; focus on energy 
and additive manufacturing"  
541 Department of Commerce, "Commerce Announces $15 Million to Boost Competitiveness of U.S. Manufacturers"  
542 Department of Energy, "Energy Department Invests $16 Million to Harness Wave and Tidal Energy"  
543 The White House, "FACT SHEET: Executive Order on Improving Chemical Facility Safety and Security"  
544 A Rising Share of Young Adults Live in Their Parents’ Home"  
545 The White House, "FACT SHEET: A Better Bargain for the Middle Class: Housing" 
546 The New York Times. "T.S.A. Expands Duties Beyond Airport Security"  





オバマ政権は、サムスン電 子（ Samsung ） の特許を侵害 したとして国 際貿易委員 会（ International Trade 
Commission：ITC）が6 月に下したアップル製品一部の輸入禁止令を覆す決定をした。米政府が ITC の決定を拒否






2012 年に 368 億ドルにのぼり、さらにこれらの機関のうち 70 機関がベンチャー企業を設立したことにより、新たに 1




は、2000 年～2010 年にかけて、100 万人のベビーブーマー世代が、都心から 40～80 マイルの地域を離れ、都心











DOC、2013 年上半期の旅行・観光輸出の経済効果は 871 億ドルと推定 
DOC の国際貿易局（International Trade Administration）は 7 日、2013 年上半期（1～6 月）における訪米観光客に
よる旅行・観光関連商品及びサービスの消費額は、前年同期比 7％増の 871 億ドルと発表した。DOC と DOI は
2012 年、米国旅行・観光戦略（National Travel and Tourism Strategy）を発表ており、その中で 2012 年末までに年間









（Foreign Intelligence Surveillance Court）での訴訟手続に反対派の弁護士を加えることや、政府による通信傍受を
認めた米国愛国者法（Patoriot Act）215 条に関して、専門家パネルを組織し改正案作成にあたらせる。スノーデン






                                                        
548 U.S. News, "White House Sides With Apple, Blocks Trade Ban"  
549 Association of University Technology Managers, "American universities: unsung heroes in the economic 
recovery" 
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過去 5 か月に亘って、退役軍人障害補償請求のバックログを 20％削減した実績等を強調する一方で、歳出強制削
減による予算削減の懸念も示した555。 
 
CEA と DOE、自然災害時における電力系統の信頼性に関する報告書を発表 
大統領府の経済諮問委員会（CEA）と DOE は 12 日、自然災害時における停電からの電力系統の防護に関する評
価をまとめた報告書「天候関連の停電に対する電力系統のレジリエンス強化の経済的利点（Economic Benefits of 





大統領府は 13 日、米国に居住及び勤労する不法移民 1,100 万人の市民権獲得の道を開く経済的利点に関する
報告書を発表した。不法移民の収入、税金、米国経済への貢献度は、市民権を与えられた場合に比べ、はるかに
低いことが明らかとなっている。不法移民への市民権付与には、多くの賛同もあるが、一部議会は反発している。不







っている。同調査結果によると 2011 年、このようなベンチャー企業の新設は 1980 年と比較し 69%増加している558。 
 
GAO、国家輸出イニシアチブの実施状況に対する監視が十分でないと指摘 
GAO は 14 日、米国の中小企業による海外市場への進出を促進する連邦政府の取り組み、「国家輸出イニシアチ
ブ（National Export initiative：NEI）」の実施状況に関して、関係省庁が十分に監視・情報収集を行っていないとの
報告を発表した。NEI の最大の目的の 1 つは、中小企業による輸出を促進するために各省庁が持つリソース（予算、














の合計は、国全体の 4 分の 1 を占めており、さらに 10 人に 1 人はサンタクララ、ロサンゼルス、サンディエゴ、ニュー
ヨーク、ヒューストンのうちの 1 都市内で雇用されているという561。 
 
3D 印刷が一般店舗で利用可能に 
UPS 社（United Parcel Service：UPS）のサンディエゴ店は、3D 印刷サービスを開始して以来、連日客波が途絶えな
い。サンディゴ店でのサービスは試験的に行われたが、需要が高いことから、今後も 3D 印刷サービス導入店舗を
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全米芸術基金（National Endowment for the Arts：NEA）は 22 日、製造・技術・イノベーションにおける工業デザイン














めに、教育省により支払いは年収の 10%までとする「収入に応じた支払い（Pay As You Earn）」プランも進められて
いる。過去 30 年で、一般家庭収入は平均 16%しか上がっていないにもかかわらず、学費は 250%上がっており、大




が増加している。今年度に退職する政府職員数は 8 万名で、全職員数の 5％、2009 年の倍に相当する。原子力研
究者、航空管制官、障害者手当審査官等、ただちに代替のきかない職種での大量退職が問題になっているほか、
2016 年まで HUD で 42%の職員が、SBA では 44％が退職できる年齢に達する。株式市場の復調、連邦職員の年
金制度の改悪等を原因に挙げる向きもある568。 
 
ワシントン大行進から 50 年、根強く残る黒人と白人の経済格差 
「ワシントン大行進」から 50 年、黒人と白人の経済格差は依然として縮小していないことが、デューク大学の研究に
よって明らかになった。黒人の貧困率は以前と変わらず白人の 3 倍であり、失業率は 2 倍、世帯所得差や世帯資産
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30 日に大統領府は、8 月 21 日にシリアが化学兵器をダマスカス近郊で使用したことを事実として確認したと発表し
た。この判断は国家地球空間情報局（National Geospatial-Intelligence Agency）の報告に基づいており、それ以外
にも現地の医療関係者、映像、目撃者、ダマスカス 12 カ所のソーシャルメディアからの報告があったとしている。化















カリフォルニア大学サンフランシスコ校（University of California, San Francisco）では、ゼブラフィッシュ（zebrafish）と
いう魚の突然変異と、てんかん等の症状を持つデラベ症候群を引き起こす「Scn1a」という遺伝子に着目し、デラベ
症候群の特効薬を探し当てることに成功した。他の病気にも応用ができるだけでなく、個人にあった薬の特定にも
使えると期待が寄せられている。この研究は NIH から助成を受けている573。 
 
NFL、アンダーアーマー社、GE 社、脳震盪の防止技術に関するアイディアを追求 
ナショナル・フットボール・リーグ（National Football League：NFL）、アンダーアーマー社（Under Armour）、GE 社は
4 日、脳震盪に関する研究、予防、診断、治療を促進するアイディアを求め、「ヘッドヘルス・チャレンジ II（Head 
Health Challenge II）」を開催すると発表した。脳震盪を防ぐ技術イノベーションや画期的な材料等に対し、総額賞
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コンテスト形式での研究支援を推進する非営利団体 X プライズは 9 日、シュミット・ファミリー財団（Schmidt Family 
Foundation）の協力の下、大気中の二酸化炭素の増加により引き起こされる海洋酸化に関する研究推進に資する
海洋酸性度センサーの開発を促進する目的で、200 万ドル規模の賞金が付く「ウェンディ・シュミット海洋健全度
XPRISE（Wendy Schmidt Ocean Health XPRIZE）」コンペを開始することを発表した576。 
 
DOE、ESIF にスパコンを導入 




現在米国で開発中のワクチン数は 271 種 
米国研究製薬工業協会（PhRMA）は、11 日、「開発中の薬剤：ワクチン ～ワクチンを用いた疾病の予防と治療に
関する報告書～（Medicines in Development: Vaccines – A Report on the Prevention and Treatment of Disease 





センター（National Fuel Cell Technology Evaluation Center：NFCTEC）」をエネルギーシステム統合施設（ESIF）内
に開設した579。 
 
歳出削減により、NIH の研究助成プログラム受給率が 14％に落ち込む 
歳出強制削減により、NIH 予算が 5.5％（291.5 億ドル）削減された結果、NIH の研究助成プログラム総数が、前年
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ワクチンが猿の体内から AIDS ウイルスを消し去る 
オレゴン健康科学大学（Oregon Health and Science University）は、猿の HIV にあたる SIV のワクチンを接種した猿
の半分が、その後の SIV の感染を免れたとする研究結果を発表した。NIH から助成を受ける同研究によると、生き
残った猿の体内からは SIV が検出不可能なレベルまで減少しており、感染から 3 年半たっても SIV は検出されて








グーグル社、北米の 7 カ所のハイテクハブの起業家を支援 









2011 年の連邦研究助成費、前年比 9％減少 
NSFが取りまとめた報告書「2011年度連邦研究助成は前年度比9％減（Federal Funding for Research Drops by 9％ 
in FY 2011）」によると、連邦政府による研究助成費は、2010 年の 640 億ドルから、2011 年は 580 億ドルへと、9％減
少したことが明らかになった588。 
 
シグナス補給機、初の ISS 結合 
オービタル・サイエンシズ社（Orbital Sciences Corp.）の無人補給機「シグナス（Cygnus）」が、29 日、国際宇宙ステー
ション（ISS）のロボットアーム（Space Station Remote Manipulator System： SSRMS）に捕獲され、ISS に結合すること
に成功した。ソフトウェアの不具合で予定より 1 週間の遅れがあったものの、ISS に無事に到着した589。 
 
NIST、映像イメージングシステムを開発 





研究開発に関する 2 件の NSF 調査から、様々な産学官関係を検証 
NSF は、大学の研究開発への支出に関する調査を発表した。NSF による統計調査「高等教育研究開発（Higher 
Education Research and Development：HERD）」によれば、2011 年度に米国大学が費やした研究開発費の総額 650
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億ドルのうち、およそ 5％にあたる 32 億ドルは企業から拠出されたもので、この割合は 1970 年代後半からあまり変
化していないことが明らかになった。また、研究開発費に占める企業負担額の割合が高い主な研究分野は、医療
科学分野（39％）や工学分野（26％）であった。その他、企業が拠出した研究開発費の金額が多い上位 15 大学が、





国際開発庁（USAID）とスウェーデンの国際開発協力庁（Swedish International Development Cooperation Agency：
SAIDA）は 2 日、発展途上国や新興国における食糧生産に必要となる水資源のより効率的な使用と管理を実現す
る科学技術イノベーションの加速を目標とする新プログラム「食糧のための水資源確保 ～開発グランドチャレンジ
～（Securing Water for Food: A Grand Challenge for Development）」を発表した592。 
 
NIH、新生児遺伝子研究の可能性を探る 






DOE は 4 日、電気自動車の燃費向上、輸送コストの低下、環境保護の達成につながるような自動車技術の研究開








NIH は、より正確かつ効率的な DNA 配列解析を目標としたナノ細孔技術の利用に焦点を置いた研究に取り組む 8




海軍研究局（Office of Naval Research：ONR）は 6 日、アジア太平洋技術教育プログラム（Asia Pacific Technology 
Education Program）の下、ハワイを拠点とする革新的なエネルギー関連企業の起業を支援する「エネルギー・エク




ター（Center for Brains, Minds and Machines）を設立するために 2,500 万ドルの助成を行うことを明らかにした598。 
 
NRC、ナノマテリアルの安全研究をリードする省庁の必要性を説く 
全米研究評議会（NRC）は 12 日、ナノマテリアルが環境・健康・安全（Environmental, Health, and Safety：EHS）に与
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FAA、環境に優しい代替ジェット燃料の研究へ総額 4,000 万ドルを助成予定 
FAA は、環境に配慮した代替ジェット燃料の研究に特化した、航空輸送 COE を率いる大学コンソーシアムを選抜し




NIST は 13 日、アラバマ州のオーバーン大学（Auburn University）に、バイオエネルギー、水質、食糧安全保障とエ
ンジニアリング、ゲノミクス、情報科学、生態系の健全性など学際的な研究の支援を目的とするマイク・ハバード先端
科学・イノベーション・通商センター（Mike Hubbard Center for Advanced Science, Innovation and Commerce）を開設
した601。 
 
NIH 長官、最優先課題である脳研究 9 分野へ予算を割り当て 





CDC によると、米国では少なくとも年間に 200 万を超える人々が抗生物質に耐性を持つ感染症にかかり、その結果
2 万 3000 人が死亡していることが明らかとなった。CDC は、このような状況の克服には、感染予防、耐性パターンの
追跡、抗生物質の使用方法の改善、新たな抗生物質および診断テストの改善という 4 施策を提言している603。 
 
NSF、エクスペディション・イン・コンピューティングを通じて助成 
NSF のコンピュータ情報科学工学局（Directorate for Computer and Information Science and Engineering：CISE）は
17 日、「エクスペディション・イン・コンピューティング（Expeditions in Computing）」プログラムから助成を提供する研
究プロジェクト 2 件を発表した。分子プログラミングの構造・抽出・アルゴリズムおよび応用研究、シリコンを用いた視
覚野研究に取り組むそれぞれのプロジェクトに、5 年以上にわたり 1,000 万ドルが支給される604。 
 
NSF、STEM 分野のインフラ強化を目的として助成 
NSF は 17 日、競争的研究推進実験プログラム（EPSCoR）の一環として、地域の教育ならびに人的インフラを強化




NIST は 17 日、2011 年に開始された「サイバースペースにおける信頼できるアイデンティティのための国家戦略




DARPA が、試験宇宙機「XS-1 スペースプレーン（XS-1 spaceplane）」の研究開発を始動した。DARPA が目指すの
は、政府・民間用の両ミッションでの運用可能性、再利用可能で低コストな衛星打上げ、および宇宙移動を格段に
速める次世代音速技術の実証である。完成すれば、10 日で 10 往復も可能になる607。 
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NIH は 18 日、アルツハイマー病の発症を予防する有望な薬剤の臨床試験と、新たな治療法のための生物学的標




DOE、変革をもたらすエネルギー技術の研究に対し 6,600 万ドルの支援 
DOE は 19 日、軽量車両に用いられる金属の費用対効果とエネルギー効率性の高い加工および再利用技術を追
求するプロジェクト、ならびに、天然ガスを輸送用に液化することのできる生体触媒技術を研究する画期的なエネル
ギー関連プロジェクト 33 件に対し、6,600 万ドルの助成を提供することを明らかにした609。 
 
DOE、重要インフラをサイバー攻撃から守るツールや技術の構築を支援 





NIST、3D 印刷技術研究に対し 740 万ドルの助成を発表 
NIST は 19 日、急速な発展を遂げつつある 3D 印刷技術の計測の向上と標準化を目的とした研究プロジェクトに対
し 740 万ドルの助成実施を発表した. 今回支援を受けるのは、オハイオ州にある 27 の企業・大学・国立研究所から
なる米国 3D 印刷製造イノベーション研究所（ National Additive Manufacturing Innovation Institute：NAMII）と、イリ
ノイ州にある北イリノイ大学（Northern Illinois University）である611。 
 
FDA と NIH、タバコ規制科学センターを 14 カ所設立 
FDA と NIH が、タバコ規制科学センター（Tobacco Centers of Regulatory Science：TCOR）を 14 カ所設立する計画
を発表した。科学的根拠に基づいてタバコの規制の方針を打ち出す。センターは、NIH 傘下の NCI、国立薬物乱
用研究所（National Institute on Drug Abuse：NIDA）、NHLBI の 3 つの研究所が運営する612。 
 
FDA、医療機器の個体識別（UDI）システムの最終規制を発表 




機器個体識別子データベース（Global Unique Device Identification Database：GUDID）」という 2 つの要素から構成
されている。同規則に基づき、リスクが極めて高いクラス III の医療機器は 1 年以内に、中程度のリスクを有するクラ
ス II の医療機器は 3 年以内、UDI の対象外と認められていないクラス I の医療機器については 5 年以内に、それ
ぞれ上記の情報をラベルおよびパッケージに付与することが求められている613。 
 
NSF、量子物性総合センターの設立へ 2,000 万ドルの助成を実施 
NSF は、量子物性の理解促進を目的とし、量子物性総合センター（Center for Integrated Quantum Materials）の設
立に 2,000 万ドルの助成を行った。同センターは、ハーバード大学を中心に、MIT、ボストン科学博物館（Museum 
of Science in Boston）等をパートナーとして、マテリアル合成、ナノ加工、物性評価、デバイス物理分野等の専門家
の力を結集し、研究および教育プログラムを支援する614。 
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DOE は 20 日、原子力エネルギー分野の次世代リーダーの教育および育成に寄与するプロジェクトならびに先進的













10 の大学を対象として、5 年間に亘り、年間 25 万ドルまでの助成が提供される617。 
 
NSF、自然と人間社会の相互関係を探求するプロジェクトに 1,940 万ドルを助成 
NSF は、自然のサイクルやプロセスと人間の行動や意思決定が相互にもたらす影響に関する理解を深めることを目
的とする「自然と人間社会の相互関係（Coupled Natural and Human Systems：CNH）」プログラムを通し、例えば茶
葉の品質、農業生態系、市場、気候条件、社会生態学の相互関連を探求するプロジェクト等、合計 21 件のプロジ
ェクトに総額 1,940 万ドルの助成を行うことを発表した618。 
 
MIT 教授ら、イノベーション大国実現に向け製造業エコシステム構築を提唱 






オバマ政権、製造業の再生へ 700 万ドルの助成を発表 
DOC、USDA、EPA、SBA は 25 日、「製造コミュニティパートナーシップ投資（ Investing in Manufacturing 





DOC、11 州に対し、経済成長および雇用創出支援として約 2,100 万ドルを助成 
DOC の経済開発局（EDA）が、アラバマ、カリフォルニア、フロリダ州等 11 州に対し、経済振興ならびに雇用創出プ
ロジェクトの支援を目的とし 2,110 万ドルの助成を実施すると発表した。なおこれらのプロジェクト全体で、2,500 を超
える新規雇用と、民間からの 5 億 500 万ドル規模の投資効果が期待されている621。 
 
NIH、ゲノム変異体の情報開発に対し 2,500 万ドル超を助成 
NIHは、人間の疾病に関連する数万に上るゲノム変異体に関する情報の開発に取り組む 3 組の研究グループに対
し、4 年間にわたり 2,500 万ドルを超える規模の助成を実施することを発表した。NIH 傘下の国立生物工学情報セン
                                                        
615 Department of Energy ,"Energy Department Invests $60 Million to Train Next Generation Nuclear Energy 
Leaders, Pioneer Advanced Nuclear Technology"  
616 Inside Higher ED, "Symbolic Setback for Science"  
617 National Institutes of Health, "NIH announces awards to strengthen the biomedical research workforce"  
618 National Science Foundation, "National Science Foundation awards $19.4 million for research on coupled natural 
and human systems"  
619 Massachusetts Institute of Technology, "MIT report emphasizes need to turn U.S. innovation strengths into 
growth"  
620 Department of Commerce, "Obama Administration Officials Announce $7m In Grants and Investments to 
Revitalize American Manufacturing"  
621 Department of Commerceme, "U.S. Department of Commerce Invests Approximately $21 Million to Support 
Economic and Job Growth in 11 States"  
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の治療や公衆衛生の向上につなげることを目的とし、「NIH イノベーション促進センター（NIH Centers for 
Accelerated Innovations：NCAIs）」を創設すること、そして最初に創設される 3 センターに対し合計 3,150 万ドルの支
援を行うことを明らかにした623。 
 
第 2 弾先進製造パートナーシップ運営委員会が発足 
オバマ政権は 26 日、ダウケミカル社（Dow Chemical Company）CEO とマサチューセッツ工科大学の学長が率いる
「先進製造パートナーシップ運営委員会 2.0（Advanced Manufacturing Partnership Steering Committee 2.0）」を発足




DOE、電力網の安定性向上へ 900 万ドルまでの助成を提供 











DOT、大学運輸学センター33 件に 6,300 万ドルを提供 
DOT の研究・革新技術局（Research and Innovative Technology Administration： RITA）は 26 日、サスティナビリティ
や安全性等、米国における交通問題の解決に向けた研究・教育プログラムを促進させる大学運輸学センター
（University Transportation Centers： UTC）33 件に対し、合計約 6,300 万ドルの補助金を提供することを発表した。
このうち 5 件は、全国レベルの交通問題、8 件は地域レベルの交通問題に着目したものとなっている。残りの 20 件
の UTC には各 140 万ドルが提供される627。 
 
NIH、STEM 教育の強化方針を発表 
NIH の科学教育局（Office of Science Education：OSE）は、高校生向けの STEM 教育およびヘルスリテラシー向上
への取組みを強化する方針を発表した。しかし、強制歳出削減により NIH 予算が 5％（307 億ドル）削減されたこと
で、当初計画していた科学教育パートナーシップアワード（Science Education Partnership Award：SEPA）プログラム
等、初等・中等教育（K-12）へのプログラム導入が見送られることとなった628。 
 
DOE、エネルギーフロンティア研究センターに 1 億ドルの助成を提供 
DOE は 30 日、太陽エネルギー、バイオ燃料、運輸、省エネ、電気貯蔵・送電、CCS、原子力等全エネルギー分野
での基礎研究の前進を目的とする「エネルギーフロンティア研究センター（EFRC）」に対して、2014 年度 1 億ドルの
助成を行うと発表した。2009 年に採択された 46 の EFRC プロジェクトが 2014 年に終了するのに伴い、今回新たな
EFRC の選定を行う。各センターに対して 5 年に亘り、年間 200 万から 400 万ドルの助成が行われる見込みである
                                                        
622 National Institutes of Health ,"New NIH-funded resource focuses on use of genomic variants in medical care" 
623 National Institutes of Health, "NIH launches new centers to accelerate lab innovations to improve public health"  
624 The White House, "Advanced Manufacturing Partnership Steering Committee '2.0' Launches to Move Our 
Manufacturing Agenda Forward"  
625 Department of Energy, "Energy Department Announces Funding to Provide Better Visibility into the Health of 
the Nation's Electric Grid"  
626 Nature, "United States extends life of helium reserve"  
627  Department of Transportation, "U.S. Department of Transportation Awards $63 Million in University 
Transportation Center Grants"  









る軍事介入に両党からの反発の声は大きい。 ABC（American Broadcasting Company）の世論調査によれば、59%




世界経済フォーラム（World Economic Forum：WEF）の年次報告書「国際競争力レポート 2013 年～2014 年（Global 
Competitiveness Report）」で、米国の国際競争力順位が 2012 年発表から 2 ランク上げて 5 位に上昇した。米国は、
市場に革新的な製品やサービスを提供する世界のリーダーとしての評価が高く、また、順位があがった背景には、
公的機関への信頼が回復していることが要因にある。それでも、「マクロ経済の安定性」の項目には依然として問題










ワーク（Small Business Network of the Americas：SBNA）」イベントを開催した。2012 年にオバマ大統領が署名した
同イニシアチブのイベントは、南北アメリカ大陸における起業・開発を促進させるためのパートナーシップ強化を目




DOL によると、8 月で 16 万 9,000 人分の雇用が生まれ、失業率が 7.3%まで下がったことがわかった。しかしながら、 
2007 年から 2012 年にかけて人口が 2.5%減っており、今回の失業率低下は労働人口の減少によるものと見る経済
学者もいる。政府からの発表によれば、労働人口の 63.2%しか働いておらず、 過去 35 年間で最悪のものとなって
いるという634。 
 
米国政府、G20 各国と HFC 削減に向けて声明発表 
6 日、オバマ大統領は代替フロン（Hydrofluorocarbons：HFCs）削減に向けて、G20 声明と、中国との 2 カ国声明の 2






全国保健統計センター（National Center for Health Statistics）の報告によれば、2007 年の不況以来、下降を続けて
きた出生率は 2012 年で下げ止まり、横ばいになったことがわかった。出生率は 1000 人に 63 人の割合で、経済が
回復したことが理由だとしている。しかしながら、2007 年から 2010 年にかけて出生率が 3%下がった原因について
                                                        
629 Department of Energy, "Energy Department to Award $100 Million for Energy Frontier Research Centers"  
630 The Washington Post, "On Syria, Obama faces a skeptical public"  
631 USA Today, "In global economy, U.S. still competitive  
632 Kauffman Foundation, "New Startup Technology Hubs Rely on Deep Roots, According to Kauffman Foundation  
Paper "  
633 U.S. Department of State, "Launch of the Small Business Network of the Americas, International Sister Center 
Program"  
634 The Washington Post, "Unemployment dips to 7.3 percent, but only 63% of Americans are in laborforce"  
635 The White House, " United States, China, and Leaders of G-20 Countries Announce Historic Progress Toward a 











優秀な IT 技術者が不足 
全国的に熟練の IT 技術者が不足しており、労働者の数は多いものの企業の要望に合う人材の確保が難しい状況
となっている。優秀な人材確保を競う企業によって給与額は上昇を続けているが、優秀な IT 技術者にとって売り手





42 州のバイオサイエンス関連組織により構成される「州バイオサイエンス機関同盟（Coalition of State Bioscience 











16 日、ワシントン海軍工廠で乱射事件が起き、犯人を含む 13 人が死亡、8 人が怪我をした。 
事件当時施設内には 1 万 6,000 人の軍人と職員が勤務していた。34 歳の元海軍兵は、警察官との銃撃戦により死
亡した。犯人は海軍に所属していたが、トラブルを起こしたことにより除隊措置を受けたことがわかっているものの、














ニングが必要であると認識しながらも、それを大学に求めるか企業に求めるかで意見が 2 分した643。 
 
米国市民、銃による暴力事件を精神疾患に原因があると考える 
                                                        
636 The Washington Post, "Fertility rates in U.S. appear to be leveling off  
637 The Washington Post, "USDA pilot program fails to stop contaminated meat"  
638 ComputerWorld, "Fed says tech skills demand outstrips supply in Boston, San Francisco"  
639 Nature Biotechnology, "An interdisciplinary shift in demand for talent within the biotech industry" 
640 The Wall Street Journal, "Data Helps Firms Find the Right Workers for the Right Jobs" 
641 The Washington Post, " D.C. Navy Yard gun attack kills 12, injures 8; alleged shooter dead, is ID’d as Aaron 
Alexis"  
642 Pew Research Center, "Public Backs Diplomatic Approach in Syria, But Distrusts Syria and Russia"  




























DOE と LBNL、ESCO 産業の将来性を試算 
DOE とローレンスバークレー国立研究所（LBNL）は 25 日、省エネサービスを提供する ESCO 産業の市場規模、成
長予測を行う報告書「米国 ESCO 産業の現在の規模と市場潜在性（Current Size and Remaining Market Potential 
of the U.S. Energy Service Company Industry）」を発表した。ESCO 産業の年間成長率は 2014 年まで 9％程度で推
移し、年間収益は 2013 年の 60 億ドルから 2020 年には 110 億～150 億ドルまで増加と予測されている648。 
 
中小企業事業者向けのオンライン医療保険取引所に暗雲 
オバマ大統領は、2013 年 9 月、医療保険改革法のオンラインの医療保険取引所を通じた中小企業事業者の登録・
契約手続きに技術的な問題が生じていることを発表した。このシステムに基づいた保険への加入が義務付けられる




米国民の 65%がキーストーン XL パイプラインに賛成 
ピュー・リサーチ・センターの調査によると、65％の米国市民が、カナダとメキシコ湾を結ぶ原油パイプライン「キース
トーン XL パイプライン（Keystone Pipeline）」の建設に賛成であることが明らかになった。しかし、排出ガス規制を強
化する必要があると応えた割合も 65％で、米国内に環境意識が高まりつつあるとの見方を示した650。 
 
サイバーセキュリティ法案の審議、2014 年 2 月以降に持ち越される見込み 




                                                        
644 Gallup, "Americans Fault Mental Health System Most for Gun Violence" 
645 The Hill, "FDA outlines rules for medical apps on phones, tablets"  
646 The White House, "FACT SHEET: The Equal Futures Partnership to Expand Women’s Political and Economic 
Participation" 
647 Association of university Research Parks, "University Research Parks Drive Innovation and Growth"  
648 Department of Energy, "New Energy Dept., Berkeley Lab Report on Energy Service Company Industry Growth" 
649 The Wall Street Journal, "Online Health Exchanges for Small Businesses Hit Snag"  


















国勢調査局は、「STEM 分野の就業者に見られる性別および人種間格差（Disparities in STEM Employment by 
Sex, Race, and Hispanic Origin）」を発表したが、これによると、工学・コンピュータ分野で働く女性が依然として低い
割合に留まっている。その他、数学・工学の大学院課程の取得者のうち、STEM 分野の職業に就く男性 31％に対し
女性 15％である、アジア系の数学・工学学位取得者の 41％が STEM 関連の職業に就いている、総就労者数の黒
人の割合は 11％に対し、STEM 分野では 6%となっている等がわかった654。 
 
 
























「光る植物（Glowing Plant）」プロジェクトが、クラウド・ファウンディングサイト「KickStarter」で 5,000 万ドル近くの開発
費用を集めた。50 ドルを払えば投資者に、この植物の種が送られるという特典もあり、当初の目標であった 6 万
5,000 ドルを大幅に上回る金額が集まった。しかし、この植物が遺伝子組換え技術で生まれたことから、野生種に与
                                                        
651 Roll Call, "Action on Cybersecurity Likely Delayed Until 2014" 
652 The Wall Street Journal, "Aircraft Can Handle Electronic-Device Use, Panel to Tell FAA" 
653 MassDevice.com, “UPDATE: Senate kills medtech tax, Obamacare amendments, sends spending bill back to 
House”  
654 U.S. Census, "Disparities in STEM Employment by Sex, Race, and Hispanic Origin"  
655 The George Washington University, "GW Debuts Solar Walk on the Virginia Science and Technology Campus"  
656 Industry Week, "Biodex Medical Systems to Manufacture Mobility Device Patented at University"  







DOE が隔年で主催する「ソーラー・デカスロン（Solar Decathlon）」が、7 日より 13 日にかけて、カリフォルニア州にて
開催された。手頃な価格での魅力的な未来の住宅のアイディアを競うもので、米国内外から 19 の大学チームが設
計した太陽発電をエネルギー源とした 19 のモデルハウスが展示された659。 
 
GE 社、14 件の産業インターネット技術を発表 









備を活用することで、太陽が沈んだ後でも最大運転で 6 時間発電できる仕組みとなっている。連邦政府から 14 億




グローバル CCS 研究所（Global CCS Institute）は 9 日、CCS 及び CCUS の開発・導入において、米国は世界をリ
ードしているという分析結果を発表した。大規模な総合的プロジェクトは世界で 65 件実施されており、そのうち米国






なっている。工場のパイプからは年間 950 兆 BTU の熱が逃げているという報告があり、これは国内の 1%のエネル
ギー消費量にあたることから、エネルギー節約のために高性能の断熱材の需要が高まっており、アスペン・エアロゲ
ルズ社も売上 320 億ドルと利益 45 億ドルを享受している663。 
 
ミシガン大学、電池研究所立ち上げ 




再現性イニシアチブ、有名なガン研究論文の検証に 130 万ドルの助成金を受給 
再現性イニシアチブ（The Reproducibility Initiative）は、アーノルド財団（Laura and John Arnold Foundation）から
130 万ドルの助成金を受け、2010 年から 2012 年の間に科学系雑誌に掲載されたガン研究の有名論文 50 本の検
証を試みる。このような再現性の検証は、米国製薬企業のおよそ 70％が、ガンに関する論文データに再現性がな
いために効果的な治療研究・開発が実現できなかったと訴えてきたことが背景にある。今後、同イニシアチブによっ
                                                        
658 The Washington Post, "Glowing plant project on Kickstarter sparks debate about regulation of 
DNA modification " 
659 USA Today, "Solar Decathlon showcases 19 hi-tech homes of the future"  
660 GE Reports, "14 New GE Industrial Internet Technologies Move Machines Closer to Zero Unplanned Downtime"   
661 Abengoa, "Abengoa’s Solana, the US’s first large-scale solar plant with thermal energy storage system, begins 
commercial operation"  
662 Environmental Leader, "US Leads in Carbon Capture Projects Worldwide"  
663 Department of Energy, "Aerogel Insulation: The Materials Science of Empty Space - AMO'S project enabled the 
commercial-scale manufacturing of a radically new form of industrial insulation that possesses the lowest thermal 
conductivity of any known solid"  




















特殊作戦軍（Special Operations Command：SOCOM）は戦術的攻撃軽量オペレータースーツ（Tactical Assault 
Light Operator：TALOS）の開発について発表を行った。アイアンマンスーツとも呼ばれる TALOS は防弾・防火性能
に優れており、特に防弾では銃弾のエネルギーを吸収する新素材が使われる予定となっている。SOCOM は 12 ヶ















ブーズ社（Booz & Company）は 22 日、9 回目となる年間報告書「グローバル・イノベーション 1000 社（Global 
Innovation 1000）」を発表した。これは、世界中で最も多く研究開発費を支出した株式公開企業 1,000 社をリストアッ
プしたものである。それによれば、2013 年度（2013 年 6 月末締）のトップはフォルクスワーゲン社（Volkswagen、114
億ドル）で、次いでサムスン社（104 億ドル）、ロシュ・ホールディング社（Roche Holding、102 億ドル）、インテル社
（101 億ドル）、マイクロソフト社（98 億ドル）となっている671。 
 
HIV 治癒研究に壁 
ジョンズ・ホプキンス大学（Johns Hopkins University）が、24 日に発表した研究成果によると、人体から HIV を根絶
するのは、これまで考えられていたよりも難しいことがわかり、HIV 治療の研究に暗雲が立ち込めているという。感染
した免疫系細胞に潜在する HIV の量が、これまでに考えられていたよりも最大 60 倍も多い可能性があり、現在有効
な治療薬といわれる抗レトロウィルス薬での治療をやめれば、この潜在ウイルスが活性化し、感染を再発させる怖れ
                                                        
665 Center for Open Science, "Reproducibility Initiative Receives $1.3M Grant to Validate 50 Landmark Cancer 
Studies"  
666 FierceBiotech, "Harvard's Wyss Institute and AstraZeneca announce collaboration on Organs-on-Chips for drug 
safety testing"  
667 Nextgov, "NEW TECHNOLOGY LETS DOCTORS WATCH PATIENTS FROM AFAR"  
668U.S. Army, "'Iron Man'-style suit in early stages of development"  
669 Department of Energy, "The Other Route to Biofuels: Scientists identify key genes for increasing oil in plant 
leaves."  
670 The Wall Street Journal, "Eli Lilly, Unlike Rivals, Isn't Pulling Back on R&D" 





















DOT のパイプライン・有害物質安全庁（Pipeline and Hazardous Materials Safety Administration：PHMSA）は、2013











NIH は 18 日、「アフリカにおける人・遺伝・健康（Human Heredity and Health in Africa： H3Africa）」プログラムの一
環として、10 件のプロジェクトに今後 4 年間で最高 1,700 万ドルを助成する発表した。同プログラムを通じた助成は
今回が 2 回目で、ゲノミクス研究の他、アフリカ系ゲノミクス科学者の育成やアフリカ大陸における科学インフラ構築




昨年大被害をもたらしたハリケーン・サンディの到来（2012 年 10 月 29 日）から 1 周年を迎えるに当たり、NSF は、「自
然災害・危険に関する学際研究（Interdisciplinary Research in Hazards and Disasters）」を通じて 12 件の研究プロジ





ARPA-E は 21 日、「高効率システム制御のための広バンドギャップで高価でないトランジスタ戦略（Strategies for 
Wide-Bandgap, Inexpensive Transistors for Controlling High-Efficiency Systems： SWITCHES）」プログラムの下、
次世代電力変換機器の開発を狙いとした 14 件のプロジェクトに合計 2,700 万ドルを助成する計画を発表した。
SWITCHES プログラムは、電力工学の費用低下と効率性向上を実現する革新的な手法を見つけ出すことを目標と
                                                        
672 The Wall Street Journal, "Fight Against HIV Hits a Roadblock, New Study Shows"  
673 The Wall Street Journal, "Antibodies Showing Promise Against HIV"  
674 Academic Drug Discovery Consortium, "Bringing together the academic drug discovery community"  
675 The Wall Street Journa,l "U.S. Steps Up Research on Pipeline Safety"  
676 National Journal, "U.S. Should Cancel Plutonium Plant, Delay Uranium Facility: Expert Report"  
677 National Institutes of Health, "NIH awards $17 million in grants to augment genomics research in Africa"  
678 National Science Foundation, "In wake of Hurricane Sandy, Oklahoma tornadoes, NSF awards $32 million in 














and Translational Science Awards：CTSA）」として 15 機関に合計 7,900 万ドル以上の助成を提供することを発表した。
NIH の国立トランスレーショナル科学進展センター（National Center for Advancing Translational Sciences: NCATS）
が運営する CTSA プログラムは、トランスレーショナルな研究のあらゆる分野で前進を触発することを目的とする681。 
 
DOE、太陽光エネルギー研究開発に 6,000 万ドルの補助金を提供 




オバマ政権、MIIAC グラントの受賞者に 2,050 万ドルを提供 
米国政府は 22 日、米国における投資及び雇用創出を目的とした「米国製造チャレンジ（MIIAC）」に選ばれた組織






DARPA は、世界初となる完全自動防御システムのトーナメント、サイバー・グランド・チャレンジ（Cyber Grand 
Challenge：CGC）を開催する予定である。参加チームには、ネットワーク上のコンピュータを守るため、ソフトの確認、
脆弱性の検査、セキュリティパッチの創作と適用等を行える自動システムの開発が期待される。CGC で 1 位となった
チームには 200 万ドル、2 位のチームには 100 万ドル、3 位のチームには 75 万ドルが贈呈される684。 
 
NSF、NIH、USDA、NASA、次世代ロボットに 3,800 万ドル提供 
NSF は 23 日、NIH、USDA、NASA と協力し、人間の能力や安全性の強化を狙う、人と関わるロボットの開発と使用










                                                        
679 Advanced Research Projects Agency-Energy, "U.S. Energy Department's ARPA-E Announces $27 Million for 
Transformational Grid Technologies"  
680 U.S. Department of Agriculture, "USDA Announces Availability of Funding to Develop Advanced Biofuels 
Projects"  
681 National Institutes of Health, "NIH announces 15 Clinical and Translational Science Awards to help translate 
scientific discoveries to improved health"  
682 Department of Energy. "Energy Department Announces $60 Million to Drive Affordable, Efficient Solar Power"  
683 Department of Commerce, "Obama Administration Awards $20.5 Million In Make It In America Challenge 
Grants"  
684 DARPA, "DARPA Announces Cyber Grand Challenge"  











NSF、最先端の地球科学データ管理システム開発に向け 1,450 万ドルを提供 
NSF は、最先端の地球科学データ管理システムの開発を目指すイニシアチブ「アースキューブ（EarthCube）」の枠




























（New England Compounding Center：NECC）が不衛生な環境で製造したステロイド剤から真菌類が検出され、死亡




公立・ランドグラント大学協会（Association of Public Land-grant Universities：APLU）は、大学発のイノベーションや
経済価値創出に向けて大学内外のコミュニティと積極的な交流に取り組む全米 16 つの大学機関を「イノベーショ
ン・経済繁栄大学（Innovation & Economic Prosperity Universities）」と認定した。APLU は、各大学のベストプラクテ
ィスを共有することを目的として、参加機関が提供したケーススタディをもとに、大学発ベンチャーや技術移転活動、
                                                        
686 National Institutes of Health, "NIH Funds Development of Novel Robots to Assist People with Disabilities, Aid 
Doctors"  
687 SpaceRef, "NASA Engages the Public to Discover New Uses for Out-of this-World Technologies" 
688  National Science Foudation, "EarthCube: NSF Funds $14.5 Million in Grants to Improve Geosciences 
Cyberinfrastructure"  
689 The White House, "President Obama to Announce First-Ever Federal Effort to Attract Job-Creating Foreign 
Investment to the United States" 
690 U.S. Food and Drug Administrartion, "FDA takes two important actions on drug shortages"  
691 USA Today, “Exchanges' success or failure will take months to appear"  








で約 200 の大学における学位プログラムが認証されている694。 
 
米国の若者、国際競争力において他の先進国に遅れ 
経済協力開発機構（Organization for Economic Cooperation and Development：OECD）が 16 歳から 65 歳までの 16
万 6,000 人を対象に実施したテスト結果によると、米国民の読み書きの能力は先進国 23 ヵ国のうち 16 位、数学の
基礎知識に関しては 23 ヵ国中 21 位であった。年齢別に見ると、ベビーブーマー世代を含む 45 歳から 65 歳の米
国民が読み書き能力の世界平均を上回っているのに対し、16 歳から 34 歳は世界平均を下回っている。数学の基













ュータセ キュリティや暗号等の応用研究分野の研究者からは、今回の問題で NIST の暗号化アルゴリズムの脆弱
性が露呈されたことか ら NSA を批判する声が多い697。 
 
ニューヨーク州モホーク谷に、次世代のナノテク研究ハブを設置 
半導体製造業者の業界団体であるセマテック（SEMATECH）や ANSI 社（Advanced Nanotechnology Solutions 











米中、先進バイオ燃料国別ランキングにて第 1 位、第 2 位にランクイン 
市場調査会社ナビガント・リサーチ社（Navigant Research）は、世界 69 ヶ国を対象に先進バイオ燃料生産の潜在性
を評価した報告書「先進バイオ燃料国別ランキング（Advanced Biofuels Country Rankings）」を発表した。それによ
ると、米国は 1 位となっており、その理由として、世界の先進バイオ燃料分野のベンチャー企業の約 67％が米国に
位置していること、再生可能燃料基準において、2022 年までに先進バイオ燃料の生産量を 210 億ガロンとする目標
                                                        
693 Association of Public and Land-Grant Universities, "APLU Announces Inaugural Designation of 16 Institutions 
as Innovation &Economic Prosperity Universities 
694 The Wall Street Journal, "More Colleges Offer Programs in Cybersecurity"  
695 The Wall Street Journal, "Younger Americans Fare Poorly on Skills Against International Peers"  
696 The New York Times, "Report Says a Shortage of Nuclear Ingredient Looms"  
697 Nature, "Researchers split over NSA hacking"  
698 Governor Andrew M. Cuomo, "Governor Cuomo Announces 'Nano Utica' $1.5 Billion Public-PrivateInvestment 
That Will Make the Mohawk Valley New York's Next Major Hub of  Nanotech Research"  






ソーラーエネルギー産業協会（Solar Energy Industries Association）が 18 日に発表したデータによると、米国内の商
業機関のうち、最もソーラー発電の利用が高いのは、小売業者のウォルマート社（Walmart）であるという。その他、
上位 25 位には、コストコ社（Costco）、アップル社、イケア社等がランクインしており、上位 25 社による総発電能力は

















議会は 16 日、債務上限（17 兆 2,000 億ドル）の引上げるための暫定予算案を採決し、オバマ大統領がこの超党派
予算案に署名したことで債務不履行の可能性がかろうじて回避された。共和党は、財政赤字の大幅な削減ならび
に医療保険制度改革法（オバマケア）を修正する機会を失ったものの、この暫定予算が 2014 年 1 月 15 日までで、




間が初めてテレビを上回った。同調査によると、米国成人の 1 日平均テレビ視聴時間は 4 時間 31 分で、テレビ以
















                                                        
700 Navigant, "United States and China Score Highest in Navigant Research’s Advanced Biofuels Country Ranking 
Index"  
701 Solar Power World, "BREAKING NEWS: Who’s Who Of U.S. Companies LOVE  
702 Cornell University, "High-income Americans are more segregated than ever"  
703 Science, "U.S. Shutdown Ends, Scientists Head Back to Work"  
704 The Washington Post, "Federal shutdown ends as Senate, House vote to raise debt limit; Obama 
signs bill" 
705 The Wall Street Journal, "In Digital Era, What Does 'Watching TV' Even Mean?" 













米国における、化石燃料の燃焼によって発生する温室効果ガスの 2012 年排出量が、1994 年以来最低となった。

































Council on Education）は連邦政府に出資を増やすよう呼びかけている714。 
 
中国産ビーフジャーキーによるペット死、FDA が調査を強化 
                                                        
707 Phys.org, "Energy poll shows public disconnect on energy issues"  
708 The Wall Street Journal, "More Businesses Want Workers With Math or Science Degrees"  
709 USA Today, “U.S. Carbon Emissions Hit Lowest Level Since1994"  
710 The Wall Street Journal, "Donor Breast Milk Shown to Be Risky"  
711 Gallup, "For First Time, Americans Favor Legalizing Marijuana”  
712 The Washington Post, "Poll: Major damage to GOP after shutdown, and broad dissatisfaction with 
Government"  
713 The Washington Post, "Study: Eighth-graders in more than half of U.S. states better than 
average in math and science"  
714 USA Today, "Colleges see a slowdown in tuition price increases" 
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2007 年以降、中国産のビーフジャーキーを口にした 3,600 匹以上の犬や猫が病気になり、そのうち 580 匹ほどが死
に至っているという事実を受け、FDA は、輸入されるペットフードの調査に乗り出し、消費者にペットが病気になった
際に商品を送る等の協力を求めた。しかし、人の食べ物同様、FDA は米国に輸入される食品全てを事前に検査す
るわけではない。FDA の獣医センターは既に中国で 1,200 回以上テストをし、ビーフジャーキー工場も訪れたという。







資家から年間 100 万ドルまでの投資を受けることが可能となる716。 
 
電気自動車普及に向け 8 州が協力 
カリフォルニア州、コネチカット州、メリーランド州、マサチューセッツ州、ニューヨーク州、オレゴン州、ロードアイラン





寿命 120 歳に関心の声少なく 
より健康的な生活習慣のおかげで、人間の平均寿命は年々増加している。しかし、ピュー・リサーチ・センターの調
査によると、大半（56％）は、人間の最長寿命といわれる 120 歳まで生きることに関心がなく、回答者の平均希望寿
命は 90 歳であった。この結果は、長寿化による資源枯渇を懸念する考えが背景にある718。 
 
身の保全を理由に米市民の銃保有率高く、銃規制困難が予想される 
2013 年に調査会社ギャラップ社が実施した世論調査によると、銃を所有する国民の 6 割が、身の安全を守るために
銃を所有していることが判明した。2000 年と 2005 年に実施した同様の調査でも、「身の保全」が銃所有の最大の理




















＜2013 年 11 月＞ 
 
                                                        
715 USA Today, "Why are jerky treats killing pets? FDA asks for help" 
716 Reuter, "SEC Releases ‘Crowdfunding’ Rule"  
717 The New York Times, "8 States Teaming Up to Support Electric Cars" 
718 The Wall Street Journal, "Live to 120? Thanks, but No Thanks"  
719 Gallup, "Personal Safety Top Reason Americans Own Guns Today"  
720 The New York Times, "U.S. Says It Won’t Back new International Coal-Fired Power Plants"  





リアルタイムの 3D ビデオチャットを開発 
アイオワ州立大学（Iowa State University）で 3D のビデオチャットが開発された。通話する人の両サイドに置いたカメ
ラから立体的な画像を作り、リアルタイムで送受信するというものである。700 メガバイトの画像を、データ送信時には













発表した。FDA が患者中心の医薬品開発へと役立てる目的で、2012 年～2017 年にかけて 20 の疾患分野で公聴
会を通して患者の意見を集めようとしており、今回発表されたイニシアチブはこの FDA の試みを支援するものであ
る。今回は、FDA が 2014 年～2015 年に患者意見を集める予定の、鎌状赤血球症（sickel cell desease）、消化器系、




（Large Area Picosecond Photodetector collaboration：LAPPD）」により、マイクロチャンネルプレート（microchannel 
plate）を内蔵した高感度かつ超高速の光検出器の開発に成功した。DOE 傘下のフェルミ国立加速器研究所





















                                                        
722 Phys.org, "Engineers develop real-time, 3-D teleconferencing technology"  
723 Lawrence Livermore National Laboratory, "Lawrence Livermore, Intel, Cray produce big data machine to serve 
as catalyst for next-generation HPC clusters"  
724 Pharmaceutical Resesarch and Manufactures of America, "Genetic Alliance & PhRMA Announce Pilot Initiative 
to Advance Patient-Focused Drug Development"  
725 Department of Energy, "Bright Ideas and Better Detectors: Cross-disciplinary collaboration including scientists 
from Argonne and Fermi national laboratories develops larger, more precise photodetectors for the market" 
726 University of Michigan, "Driverless, networked cars on Ann Arbor roads by 2021"  






NASA は、惑星探査用のスターリング放射性同位体発電機（Advanced Stirling Radioisotope Generators：ASRG）の
開発を中止すると発表した。ASRG は、従来のミッションで用いられる汎用放射性同位体熱電気転換機
（Multi-Mission Radioisotope Thermoelectric Generators：MMRTG）と比べてプルトニウム 238 の使用量が 4 分の 1

























世界初となる 0.85THz の伝送実験に成功した。将来的には、1THz 級の高速伝送を目指しているという733。 
 
極低温原子の研究から常温超伝導物質を開発 












                                                        
728 The Wall Street Journal, "Simulators Help Build a Better Drug Trial" 
729 Nature, "NASA pulls plug on plutonium power source" (11/18/13)  
730 Department of Energy, "South Carolina Opens Nation's Largest Wind Drivetrain Testing Facility" 
731 Defense Tech, "Bio Patch Shows Promise for Regenerating, Growing Bone"  
 
732 National Science Foundation, "NSF-funded IceCube Neutrino Observatory provides first indication of 
high-energy neutrinos from outside the solar system: Findings push neutrinos to the forefront of astronomy"  
733 DARPA, "Chips meet tubes: world’s first terahertz vacuum amplifier" 
734 National Science Foundation, "Research models behavior of ultra-cold atoms and polar molecules: Results could 
lead to new materials for more effective superconductors" 




1 回の充電で 300 マイル走行できる電気自動車用バッテリーの開発 
リチウム電池は現代人の生活には欠かせないものになっているが、エネルギー密度に限りがあり、自動車等に装備
する際の問題になってきている。このような中、ローレンスバークレー国立研究所（LBNL）の研究チームは、新たに
エネルギー密度が倍以上のリチウム硫黄バッテリーを公開した。このバッテリーは、1 キログラムあたり最大 500 キロ
ワット時の電気を放出し、1,000 回の放電・充電後も 300 キロワット時以上の電力を維持したという。電気自動車が
300 マイル（約 480 キロ）充電なしで走行するには、1 キログラムの電池で 350 ワット時～400 ワット時の電気を供給す







1 日、オバマ大統領は気候変動に対する備えと回復についてのタスクフォースを創設した。これは 6 月に立ち上げ
た「気候行動計画 （Climate Action Plan）」に基づくもので、タスクフォースのメンバーは、気候変動への対処につい
て地域の声をくみ上げ、連邦政府へ提案することができる、州政府や地方自治体のリーダーで構成される。また、
30 以上の連邦政府機関はこれまで、「気候変動適応計画（Climate Change Adaptation Plans）」を展開しており、こ




7 日、DOE は、オバマ大統領の「気候行動計画（Climate Action Plan）」の一環として、また、「全てのエネルギー資
源を活用する（all-of-the-above approach）」という考え方に基づき、石炭発電所の炭素貯留技術の効率化とコスト削













FDA は、7 日、菓子やピザ等に含まれる人工トランス脂肪酸（artificial trans fats）の使用を公衆衛生上の理由で禁
止する提案を発表した。FDA は 2006 年以降、食品メーカーに人工トランス脂肪酸に関するラベル表示を義務付け
ているほか、マクドナルド等の大手ファーストフードレストランをはじめ、至る所で人工トランス脂肪酸の排除に向け




米国大学協会（Association of American Universities：AAU）、公立・ランドグラント大学協会（APLU）、科学連合
（Science Coalition：TSC）は 11 日、連邦政府予算の強制歳出削減措置が米国の研究開発に与える影響に関する
調査結果を発表した。同措置による研究及び高等教育への歳出削減は、イノベーション分野での世界のリーダーと
しての米国の地位や経済に多大な影響を与え、議会が何もしなければ、その影響は 8 年間は続くとしている。これ
らの 3 団体は、約 300 の米国高等教育機関を代表している741。 
                                                        
736 Department of Energy, "Toward 300 Miles on a Single Charge?: Berkeley Lab scientists design a 
high-performance, long cycle-life lithium-sulfur battery"  
737 The White House, "FACT SHEET: Executive Order on Climate Preparedness" 
738 Department of Energy, "Energy Department Invests to Drive Down Costs of Carbon Capture, Support Reductions 
in Greenhouse Gas Pollution"  
739 Wired, "FAA Releases Road Map for Future Domestic Drone Use"  
740 The Washington Post, "Trans fats to be phased out, FDA says"  











ペニー・プリツカー商務長官（Penny Pritzker）は 24 日、DOC の新しい取り組み「オープン・フォー・ビジネス（Open 






NASA は、2017 年までの民間宇宙船運用を目標に、「商業クループログラム（Commercial Crew program：CCP）」
において、有人宇宙輸送システムの最終設計・開発・テスト・システム自体の認証制度を実施することを発表した。し




NHTSA、テスラ・モデル S 火災事故の調査報告を行う 
19 日、米国高速道路交通安全局（NHTSA）は、テスラモーターズ社（Tesla Motors, Inc.）の電気自動車、テスラ・モ






進を狙う 1,900 万ドルの助成を発表した。2011 年に発表したサンショット・イニシアチブ（SunShot Initiative）を継続し、
サンショット・インキュベータープログラム（Sun Shot Incubator program）を通し 1,000 万ドル、次世代の太陽光発電
III プログラム（Next Generation Photovoltaics III program）を通し 900 万ドルの助成を行う746。 
 
DOE、未開発且つ潜在性の高い資源メタンハイドレードの研究を拡大 
DOE は 20 日、メタンハイドレードの理解を深め、米国の環境・経済的競争力・エネルギー安全保障への影響を調
査する研究プロジェクト 7 件へ合計約 500 万ドルの助成金を提供する。国立エネルギー技術研究所（NETL）の管








                                                                                                                                                                  
RESEARCH CAPABILITIES"  
742 The White House, "Data to Knowledge to Action" Event Highlights Innovative Collaborations to Benefit 
Americans"  
743 Department of Commerce, "Secretary Pritzker Outlines Bold Policy Agenda Focused on U.S. Trade and 
Investment, Innovation, and Data"  
744 Reuters, "NASA puts out call for commercial space taxis"  
745 USA Today, " Feds open formal probe into Tesla electric car fires " 
746 Department of Energy, "Energy Department Announces $19 Million to Drive Down Solar Soft Costs, Increase 
Hardware Efficiency"  
747 Department of Energy, "Energy Department Expands Research into Methane Hydrates, a Vast, Untapped 
Potential Energy Resource of the U.S."  
748 National Aeronautics and Space Administration, "President Obama's National Space Transportation Policy: A 





NSF は、米国科学審議会（National Science Board：NSB）の承認を得た後、深海掘削船ジョイデス・リゾリューション
号（JOIDES Resolution）の管理及び運行に関し、テキサス A&M 基金（Texas A&M Foundation）との協力合意

















ARPA-E、分散型発電技術に対し 3,000 万ドルを助成 
ARPA-E は 25 日、低価格な分散型発電を可能とする電気科学技術の開発に焦点を当てた新プログラム「電気化学




FDA、23 アンドミー社に対し、DNA 検査製品の販売中止を要請 





















                                                        
749 National Science Foundation, "National Science Foundation to continue operations of the drillship JOIDES 
Resolution" 
750 Reuters, "U.S. government rarely uses best cybersecurity steps: advisers"  
751 National Aeronautics and Space Administration, "NASA Launches Technology Transfer 'Super Tool'"  
752 Department of Energy, "ARPA-E Announces $30 Million for Distributed Generation Technologies"  
753 Bloomberg, "FDA Tells Google-Backed 23andMe to Halt DNA Test Service" 
754 Securing Industry, "Obama signs Drug Quality and Security Act into law" 
755 Science, "Scientists Ambivalent About Open Access"  
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ロサンゼルス国際空港で乱射事件で TSA 捜査官が死亡 
2 日、ロサンゼルス国際空港で乱射事件が起きた。第 3 ターミナルにライフルを持った男が現れ、セキュリティチェッ
クの為に並んでいた列に発砲した。その後男は、手荷物検査場に進んで発砲を続け、逮捕されるまでターミナルの





世論調査企業ギャラップ社の 2002 年と 2013 年の調査で、米国民のインターネット使用率が 69％から 87％に上昇
したことがわかった。同じ期間で 65 歳以上の使用率は 32％上昇したが、全国民に比べると高齢者による使用率は






米国諜報機関研究開発調査委員会（National Commission for the Review of the Research and Development 




                                                        
756 Pew Research Center, "GOP Deeply Divided Over Climate Change"  
757 The Washington Post, "Amid NSA spying revelations, tech leaders call for new restraints on agenc"  
758 The Washington Post, "For the national security and social media communities, a delicate relationship persists"  
759 USA Today, "FAA loosens rules for electronic devices during flights" 
760 USA Today, "TSA agent gunned down at LAX"  





ブロックバスター社、国内最後の店舗 300 店を閉鎖 
米国の大手レンタルビデオ店チェーンのブロックバスター社（Blockbuster ）は、国内に残る 300 店全てを 2014 年 1






OMB は 7 日、2013 年 10 月の連邦政府閉鎖の影響とコストに関し、詳細をまとめた報告書を発表した。同報告書に









結果、輸出量が 2009 年から 2012 年までの間に約 2.5 倍に増加した。同市のような効果を全米に普及させるために、





ザインのパーソナルヘルスケア関連サイトやアプリが増えている。ヘルス IT 企業への VC 投資は 2013 年 9 月まで
で 9 億 4,800 万ドルに上り、2012 年における VC 投資総額を既に 16%上回っている766。 
 
米国技術企業、新規雇用を前に「人材不足」の影響を示唆 
北米技術委員会（Technology Councils of North America：TECNA）が発表した報告書によると、米国の技術企業に

















                                                        
762 The Washington Post, "U.S. spy agencies hampered by poor collaboration, inadequate cyberdefense" 
763 USA Today, " Blockbuster to close U.S. retail stores, mail DVD operation"  
764 The White House, "Impacts and Costs of the Government Shutdown"  
765 The White House, "Modernizing and Investing in America’s Ports and Infrastructure  
766 The Wall Street Journal, "Tech Startups See Opportunity in New Health-Care Law" 
767 Technology Councils of North America, "Talent Shortage May Impede New Hiring by Technology Companies, 
Second Annual TECNA Survey Reveals"  















れば売上が 5%から 9%伸びるという研究結果が出ている。しかし全体のうち 30%のレビューは捏造と言われており、
ライバルや不満を持つ従業員による嫌がらせの評価に悩まされる企業も多い。ライバル企業の分析や、レビューを
くれた客へのサービスを行うなど新しい試みも行われている。イェルプには設立以来 4,200 万件のレビューが提出さ
れており、1 ヶ月に 1 億人以上が閲覧している771。 
 
台風被害を受けたフィリピンに米国支援隊が到着 
台風 30 号（ハイエン）の被害者の救助に向かった空母ジョージワシントン（USS George Washington）が 14 日に現地
に到着し、援助の届かない地域に援助物資をヘリで輸送した。兵士らは、被害の激しいレイテ島の中心部タクロバ
ンでがれきの撤去を行い、地域の人たちは米国空軍の輸送機 C-130 やオスプレイで運ばれる救援物資を求め、タ










パデュー大学、理系人材を MBA プログラム受験で優遇 














DOL は 19 日、教育省と連携し、「青少年のキャリア支援（Youth CareerConnect）」に 1 億ドルを捻出することを発表し
た。この助成は、オバマ大統領が掲げる目標である「中等教育後及び競争社会における学生の成功へ向けた高校
の再設計」の一環であり、高校生に対し、ビジネスや産業に関する実践的な教育やスキルを提供することを目的とし
                                                        
769 USA Today, "Americans back greenhouse gas cuts from power plants"  
770 We Live Security,"Do consumers pass the buck on online safety? New survey reveals mixed messages"  
771 Phys.org, "Yelp effect reshapes how businesses interact with customers"  
772 USA Today, " Filipinos without food, water for days see aid arrive" 
773 USA Today, "3-D guns seen as threat as 'invisible' gun law expires" 
774 Bloomberg Businessweek, "Purdue Joins the Race for Science and Tech Talent"  





著作権産業、米国経済に 1 兆ドルの貢献 
国際知的財産協会（International Intellectual Property Alliance：IIPA）が中心となり、著作権関連産業が米国経済の














とんどの大学が利益を出せないでいる。2012 年に米国大学が特許技術から得たライセンシング収入の 5 割が上位






米国の小売業者を中心とした「バングラデシュ労働者安全連合（Alliance for Bangladesh Worker Safety）」と、欧州
の小売業者から成る「バングラデシュ火災・安全協定（Accord on Fire and Building Safety in Bangladesh）」は 20 日、
現地の数千に上る衣料品工場に対する共同検査基準に合意し、2014 年の夏までに委託先の全工場の検査を終
了する計画である。バングラデシュ工科大学（Bangladesh University of Engineering and Technology）、国際労働機





をまとめた年次報告書「再生可能エネルギーデータブック（Renewable Energy Data Book）」を発表した 。同報告書
では、①2012 年の総発電設備容量の 14％、総発電量の 12％を再生可能エネルギーが占めること、②世界規模で、
水力発電等再生可能エネルギー発電量が 2000 年～2012 年までに倍増したことなどが記載されている781。 
 











                                                        
776 The White House, "FACT SHEET: Youth CareerConnect Grants" 
777 International Intellectual Property Alliance, "Copyright Contributes $1 Trillion to the U.S. Economy"  
778 The Washington Post, "Obama’s ratings tumble after health-care flaws"   
779 Brookings Institution, "University Start-Ups: Critical for Improving Technology Transfer"  
780 The New York Times, "Major Retailers Agree to Inspection Standards in Bangladesh"  
781 National Renewable Energy Laboratory, "NREL Releases Renewable Energy Data Book Detailing Growing 
Industry in 2012"  














常任理事国 5 カ国とドイツ、イランの核開発に関し合意に至るも、イスラエル等は反対 








いう。職に関する不安は、低所得者層の間に最も強く、1975 年および 1992 年には、年収が 3 万 5,000 ドル以下の
労働者のうち 37%が職を失う可能性を心配していたのに対し、2013 年にはこの割合は 54%にまで達している。しか




2012 年に比べ 2013 年はすべての月で米国民が健康的な食事をとる比率が低下した。特に 6 月から 9 月は前年の
同じ月に比べ 3％以上も低下している。それに加え、最低週 4 回 5 種類以上の野菜や果物を食べていると報告した






減量願望が実際の行動に現れていない事がわかった。このギャップにはここ 10 年程変化はないが、1990 年の調査















                                                        
783 The Washington Post, "Senate’s filibuster rule change should help Obama achieve key second-term priorities" 
784 Gallup,"Showrooming" Affecting U.S. Retail Sales  
785 USA Today, "World powers strike deal with Iran over nuclear program"  
786 The Washington Post, "Among American workers, poll finds unprecedented anxiety about jobs, economy" 
787 Gallup,"Americans' Eating Habits Worsening in 2013"  
788 Gallup,"Americans' Desire to Shed Pounds Outweighs Effort"  







2018 年までに 10 の物資輸送を含む 48 件以上の打上げを予定している。また、Falcon9 の開発費は、3 億ドル以下
で、DOD がボーイング社製の打上げロケット「Delta IV」にかけた金額のおよそ半分という790。 
 
NIST、前立腺癌の病状診断等に役立つ医療画像を用いた試作ファントムを開発 
NIST は、超低磁場磁気共鳴画像（ultralow-field magnetic resonance imaging：ULF-MRI）と呼ばれる実験用医療
画像処理用試作ファントムを開発した。ULF-MRI により、従来の MRI では特定が困難であった前立腺腫瘍を明確
に映し出すことが可能となり、これまで脳の画像化や、空港での液体物検査においても実験的に利用されてきた。




米国で権威ある 3 大ガン研究所、フレッド・ハッチンソン癌研究センター（Fred Hutchinson Cancer Research Center）、
メモリアル・スローン・ケタリング癌センター（Memorial Sloan-Kettering Cancer）、シアトル小児病院（Seattle 













シュミット海洋研究所（Schmidt Ocean Institute：SOI）とウッズホール海洋学研究所（Woods Hole Oceanographic 
Institution：WHOI）は、新しい深海探査艇を共同で開発することを発表した。ワイヤレス操作や自律運転機能を持
った WHOI の探査艇ネーレウス（Nereus）を発展させたものの開発を目指しており、高解像度カメラや新しいロボット












2015 年に月面探査機「MX-1」の打上げを行う計画を発表した。1972 年に最後の有人月探査機「アポロ 17 号
（Apollo 17）」が月に旅立ってから 40 年、史上初の民間企業による月飛行計画が始動する。MX-1 は、従来の探査
機と異なり非常に小型で、打上げ費用の大幅な削減も可能となる796。 
                                                        
790 The Wall Street Journal, "SpaceX Rocket Successfully Launches Its First Commercial Satellite" 
791 National Institute of Standards and Technology, "NIST Calibration Tools to Encourage Use of Novel Medical 
Imaging Technique" 
792The Wall Street Journal, "Longtime Rivals, Launch Company to Develop New Drug"  
793 Nature, "Half of US clinical trials go unpublished" 
794Wood Hole Oceanographic Institution, "Building the World’s Most Advanced Deep-diving Robotic Vehicle" 
795 National Institute of Standards and Technology, "JILA Team Develops 'Spinning Trap' to Measure Electron 
Roundness"  






を開発した。通常タイプの 10 分の 1 の大きさで、そのサイズはビタミン剤ほどであるという。デバイスは、心臓に直接
埋め込まれるためペースメーカー本体と心臓との間を電気的につなぐ長い導線（リード）が必要なく、取り外しが簡













か、エアコンも 1～2 年後に上市する。同社は、技術の商品化に向け、米中の VC 企業から 2,100 万ドルの投資を受
けている799。 
 
DOE の国立研究所が 1 時間以内に藻を原油に変える技術を開発 
DOE のパシフィックノースウェスト国立研究所（PNNL）は、藻を 1 時間以内に原油に変える技術を開発した。PNNL
の開発した技術では、藻の燃料精製化コストを抑えることができるとしている。同技術の開発は、DOE の全米先端












12 月 1 日の世界エイズデーを前に、オバマ大統領は HIV/AIDS への国際的な取組みに対する支援を 50 億ドルま
で引き上げると発表した。また、NIH に対し、HIV 研究のために 1 億ドルの追加予算を割り当てることを発表し、「大










                                                        
797 Star Tribune, "Medtronic launches pivotal trial of world's smallest pacemaker"  
798 National Science Foundation, "Innovative technology addresses wireless interference: Researcher has developed 
new tools and programs that enhance speed, efficiency and security of data transmission"  
799 The Wall Street Journal, "Air Conditioners Get the Silent Treatment"  
800 TG Daily “Algae to crude oil: Million-year natural process takes minutes in the lab"  
801 The New York Times, "Japanese Team Dominates Competition to Create Generation of Rescue Robots"  
802 Reuters, "Obama announces funding for AIDS research, prevention"  
803 National Academies, "New Report Calls for Attention to Abrupt Impacts From Climate Change, Emphasizes 
Need for Early Warning System"  
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NIST、先端材料研究開発コンソーシアムに 2,500 万ドルの資金提供 
NIST は、先端素材研究開発を行う新たな研究センターの設立に向け、ノースウェスタン大学（Northwestern 
University）が率いる「機能階層化素材開発（Hierarchical Materials Design：CHiMaD）」コンソーシアムを選定し、今




















ズ 1 では、44 のコミュニティを選定し、革新的な経済開発戦略の策定のために総額 7 万ドルの支援を提供した。今
回のフェーズ 2 では、さらに 12 のコミュニティを支援する807。 
 
DOE、省エネ照明の研究開発に 1,000 万ドルを助成 
DOE は LED 等のソリッドステート照明（Solid State Lighting：SSL）の研究開発に 1,000 万ドルの資金援助を行うこと










DOE、太陽光発電の生産開発に 1,300 万ドルの支援を発表 








                                                        
804 Nationanl Institute of Standards and Technology,  "NIST Announces New Center for Materials Research to 
Advance Manufacturing and Innovation"  
805 National Academies, "Data on People's Self-Reported 'Experienced' Well-Being Could Help Inform Policies"  
806 The White House, "FACT SHEET: Presidential Memorandum on Federal Leadership on Energy Management"  
807 The White House, "FACT SHEET: Attracting Manufacturing Investment in American Communities "  
808 Department of Energy, "Energy Department Announces $10 Million to Advance Innovative, Energy-Saving 
Lighting Technologies"  
809 Nature, "NIH to experiment with high-risk grants"  















DOE、クリーンエネルギー事業を進める 3 州に 100 万ドルを助成 
2030 年までにクリーンエネルギーの生産量を 2 倍にすることを目指すオバマ政権の目標達成に向け、DOE はクリ













議会（Council on Competitiveness：COC）と共催した、米国エネルギー製造競争力サミット（American Energy and 
Manufacturing Competitivness Summit）において、「先進エネルギー製造投資促進税制（the Advanced Energy 
Manufacturing Tax Credit program：48C Program）」を発表し、先だって実施された国内のクリーンエネルギー製造
事業に対する税制優遇措置（全額 23 億ドル）の優遇税制の適用に充てる815。 
 
USDA と DOE、バイオ燃料用植物の栽培研究への支援を発表 










脳卒中の研究開発を革新させた NIH のネットワーク 
NIH は、全米の脳卒中研究センター25 を特定し、これらの研究所をつなぐ「NIH 脳卒中実証ネットワーク（NIH 
                                                        
811 United States Department of Agriculture, "Agriculture, Navy Secretaries Promote U.S. Military Energy 
Independence with 'Farm-to-Fleet' " 
812 United States Department of Agriculture, "Secretary Vilsack Announces Partnership to Advance Commercial 
Potential of Cellulosic Nanomaterial from Wood"  
813 Department of Energy, "Energy Department Awards More Than $1 Million to Three States to Establish Clean 
Energy Manufacturing Roadmaps"  
814 Department of Energy, "Energy Department Releases Grid Energy Storage Report"  
815 Department of Energy, "Energy Department Announces $150 Million in Tax Credits to Invest in U.S. Clean 
Energy Manufacturing"  
816 United States Department of Agriculture, "USDA and DOE Fund 7 Research Projects to Develop Plant 
Feedstocks for Bioenergy"  






年間で 20 万ドルの研究予算と 5 万ドルの研究費が助成され、ネットワークを通じて研究事業の一元管理を行う818。 
 
クリーンエネルギー、省エネ、製造業のシナジー強化を狙うサミット開催 






FDA は、米大手コンサルティング会社のブーズ・アレン・ハミルトン社（Booz Allen Hamilto）に、医療機器に係る承










DOE、低コスト燃料電池に 700 万ドルを助成 




基礎研究と臨床試験をつなぐ NIH の BrIDG プログラム 
NIH 傘下の国立トランスレーショナル科学進展センター（NCATS）で行われている「ラボでの発見と臨床試験の間に
あるギャップを取り除くためのプログラム（Bridging Interventional Development Gaps：BrIDG）」では、患者の治療を
行う臨床現場の人間が、臨床研究前の段階に従事する研究者に直接連絡を取ることができ、研究者と臨床現場の
溝を埋めるプログラムとなっている。NIH は急性放射線症候群、心不全後の脳損傷、ベータサラセミアの 3 つを
BrIDG に加えると発表した823。 
 
NSF、CyberSEES プログラムを通じて 1,250 万ドルを助成 
17 日、NSF は、「サイバー空間で地球環境に役立つ科学工学（Cyber-Enabled Sustainability Science and 










                                                        
818 National Institutes of Health, "NIH network revolutionizes stroke clinical research"  
819 Council on Competitiveness, "The Inaugural American Energy & Manufacturing Competitiveness (AEMC) 
Summit Kicks off in Washington, DC"  
820 Hyman, Phelps & McNakamura, P.C Blog, "Booz Allen Hamilton’s Priority Recommendations for Device 
Review Come as No Surprise"  
821 National Institutes of Health, "NIH announces six funding opportunities for the BRAIN Initiative in fiscal 2014"  
822 Department of Energy, "Energy Department Invests Over $7 Million to Commercialize Cost-Effective Hydrogen 
and Fuel Cell Technologies"  
823 National Institutes of Health, "NIH program bridges gap to develop new therapeutics"  
824 National Science Foundation, "NSF supports collaborative cyber-enabled research to advance sustainability"  
825 National Institutes of Health, "NIH to fund research workforce diversity program"  
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FAA、無人航空機の開発を行う 6 つの研究機関を公表 














調査機関ピュー・リサーチ・センターが外交政策専門シンクタンクの外交問題評議会（CFR）と 10 月末から 11 月初
旬にかけて共同で行った 2,003 名の成人を対象とした電話調査によると、国際社会における米国の指導力は低下
したと考える人々の割合が過半数を超え、また全回答者の 70％が、米国は国際社会での尊敬を失いつつあると感
















3 年ごとに行われる 65 カ国の 15 歳の学生を対象としたテストで、米国の子供の学力が平均レベルという結果が出た。
数学、科学、読解の科目のテスト結果では、スペインやロシアが米国と並んでおり、シンガポールや韓国が上位とな







議会（International Council of Shopping Centers：ICSC）の調査でわかった。消費者は平均 37.3%しかプレゼント購






                                                        
826 Federal Aviation Administration, "FAA Selects Unmanned Aircraft Systems Research and Test Sites" 
827 Phys.org, "Top US court affirms state sales tax on Amazon"  
828 Pew Research Center, "Public Sees U.S. Power Declining as Support for Global Engagement Slips"  
829 The White House, "Fact Sheet on United States-Japan Global Cooperation: Meeting Modern Challenges 
830 USA Today, "Detroit becomes largest U.S. city to enter bankruptcy"  
831 USA Today, "U.S. students still only average on tests"  





生徒が抱える負債、2012 年には平均 2 万 9,400 ドルまで増加 





IOM、組換え DNA 諮問委員会を不要と判断 






5 日ニューヨークで行われたデモで、100 人が参加によりファーストフード店員の賃上げの訴えが行われた。7.25 ド
ルの連邦最低賃金を引き上げるか、年収 1 万 5,000 ドルのフルタイムとしての雇用を求めるものである。なお、1979
年から比べて米国経済は2 倍に拡大していることにオバマ大統領は言及したが、そのほとんどは富裕層に行ってお
り、オバマ大統領は、最低賃金を 10.10 ドルまで引き上げる努力をすることを表明している836。 
 
上院報告書、労働法等に違反した企業との政府調達契約の厳格化を提言 
上院の厚生・教育・労働・年金委員会（Health, Education, Labor and Pension Committee）所属の民主党議員による
報告書では、連邦政府が、労働法等の違反企業と過去 6 年間に数百億ドル規模の政府調達契約を結んでいること
が批判されている。2008 年に工場爆発により 14 名の従業員が命を落とし、安全基準に問題があったとして 600 万ド
ルの罰金を科されているインペリアル・シュガー社（Imperial Sugar）が、昨年 9,480 万ドル規模の契約を政府と結ん
だことを紹介し、相手企業が法律を順守しているか否かを事前にチェックするべきと提言した837。 
 
メンタルヘルスケア拡大のために 1 億ドルの予算を追加 
10 日、バイデン副大統領は、メンタルヘルスケアのサービス拡大に 1 億ドルの追加予算を行うと発表した。その内、
5,000 万ドルは地域の医療サービスに、残りの 5000 万ドルはメンタルヘルスケア施設の拡大に使われることとなって




JP モルガン社、が労働者間の技術格差対策に 2,500 万ドルを拠出 
JP モルガン社（JPMorgan Chase & Co.）は労働者間の技術格差を埋めることを目的とした、「ニュー・スキルズ・アッ
ト・ワーク（New Skills at Work）」プログラムを発表した。国際通貨基金（International Monetary Fund：IMF）の調査に





米国バイオ業界では、2013 年 12 月上旬時点で、米国企業 39 社を含む計 45 社が株式公開（IPO）に踏み切り、そ





1 年前にコネチカット州ニュートンで起こった小学校での銃乱射事件において、20 名の小児および 6 名の職員が射
                                                        
833 The Wall Street Journal, "New York City to Start Venture Fund for Biotech"  
834 The Institute for College Access & Success, "Average Student Debt Climbing: $29,400 for Class of 2012" 
835 Science, "United States Should End Gene Therapy Review Panel, Study Says" 
836 USA Today, "Fast-food workers strike, protest for higher pay"  
837 The New York Times. "Study Finds Federal Contracts Given to Flagrant Violators of Labor Laws"  
838 The White House, "Vice President Biden Announces $100 Million to Increase Access to Mental Health Services" 
839 JP Morgan Chase & Co, "JPMorgan Chase Launches $250 Million Global Economic Opportunity Initiative"  







FRB、来年より金融措置を 10 兆ドル縮小 
連邦準備銀行（Federal Reserve Bank：FRB）のバーナンキ議長は、景気回復を促進させるためこれまで行っていた





PCAST は 18 日、教育技術の向上は高い教育水準を生むと同時に、コストを下げることにも貢献する、という報告を




議会上院は 18 日、超党派の合意に基づき 2015 年度の予算上限を可決した。強制歳出削減を 2 年間緩和する等、
今後 2 年間の予算方針を盛り込んでおり、オバマ大統領の署名を経て法制化される予定である。法案が成立すれ
ば、予算失効リスクは払拭されるため、2013 年 10 月のような政府閉鎖の危機を回避することができる。しかし 2014









連邦政府における労働満足度調査によれば、連邦政府で働く公務員の満足度は昨年から 3 ポイント下がって 57.8











米国の肥満人数の割合は減少に転じたものの、標準体重から 100 ポンドを超える「超肥満」の割合は 1994 年の
2.8%から 2010 年には 6.3%まで増加した。肥満のカテゴリに入る人数も 2010 年の 35.7%から 2012 年には 34.9%と、




NSA が収集したデータは大統領や議会の権限下にあるとの判断を下している。地方裁判所（U.S. District Court）の
                                                        
841 The Washington Post, "After Newtown, few states restricted guns but 36 expanded mental-health funding"  
842 The Washington Post, "Fed to scale back stimulus by $10 billion"  
843 The White House, "PCAST Considers Massive Open Online Courses (MOOCs) and Related Technologies in 
Higher Education" 
844 The Washington Post, "Senate passes bipartisan budget agreement"  
845 The White House, "White House Releases New National and State Reports Showing the Costs of Repealing the 
Health Care Law"  
846 Science, "NIH Takes Steep Fall in Best Places to Work Survey"  
847 Los Angeles Times, "U.S. leads the world in attracting inventors, study says" 





オバマケア加入者は 110 万人 
オバマケアの成立により個人の健康保険加入が義務付けられたことで、医療保険市場（Federal Health-Care 
Marketplace）を通じて保険に加入した国民の数は 110 万人に達した。12 月になってから加入者が増え、12 月だけ






ンターネットを利用している 65 歳以上の国民のうち 35%がフェイスブックを利用していたのに対し、この数は 1 年間

















フォード社は、2 日、2014 年コンシューマー・エレクトロニクス・ショー （CES）において、太陽光パネルを車両の屋根
に搭載したハイブリッド車「シーマックス・ソーラーエナジー（C-MAX Solar Energi）」を出展した。サンパワー社（Sun 
Power）とジョージア工科大学が開発で協力する C-MAX は、太陽光レンズにより、1 日（日の出から日の入りまで）




ミシガン大学の調査によると、米国の生物学研究費が世界で占める割合は、2007 年の 51%から 2012 年には 45%
まで減少した。インフレ調整後の金額では 1,310 億ドルから 1,190 億ドルへの減少となる。民間部門での研究費削
減が大きな要因とみられる。これに対しアジア諸国の研究費は世界での割合が 2007 年の 18%から 2012 年には
24%に増えており、日本では 90 億ドル、中国では 64 億ドルの増加であった。アジアでの増加は、研究にかかる規
制やコスト、煩雑な手続きが少なくなったためと分析されている854。 
 
2011 年、2012 年は研究開発費が増加 
2011 年の米国研究開発費は合計で 4,282 億ドルとなり、2010 年を 205 億ドル上回った。2012 年は 4,526 億ドルに
達する見込みである。インフレ調整をかけると 2011 年は GDP の成長率を上回る伸びで、2012 年も同様の傾向であ
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MakerBot 社、1,000 ドルに迫る 3D プリンターを発表 
MakerBot 社は、1,000 ドル台の 3D プリンターを発表した。コンパクトカメラよりも取り扱いが簡単と言うこの
「MakerBot mini」は、この春 1,375 ドルで発売される予定である。同社はまた、3D 印刷用設計図のネットショップも
公開し、設計図の価格帯は小型玩具 99 セントからフィギュアのセット 9.9 ドルまでとなっている。現在は一般的でな
い 3D 印刷であるが 2016 年までには一般消費者を引き付ける利用方法が登場するとのことである859。 
 
NIST が DNA の修復に不可欠なエンザイムの量を測定する新手法を開発 
NIST のマテリアル測定研究所（Material Measurement Laboratory）は、NIH の国立老化研究所（National Institute 
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857 Science, "A Billionaire's Final Gift to Six U.S. Cancer Centers"  
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現在、ヒトゲノムの配列解析には 1 万ドルかかるが、イルミナ社（Illumina）社は 15 日、年間 2 万のゲノムをそれぞれ






った。軍施設の省エネプロジェクトは 2010 年の 630 件から 1,339 件と 2 年間で倍増した。民間の技術と人材を活用
したこのイニシアチブは国防費の削減、および、クリーンエネルギー産業のマーケット拡大と、官民両方にメリットが
ある。2013 年、軍に導入された再生可能エネルギー発電能力は 384 メガワットであったが、2018 年には 5 倍以上の
2.1 ギガワット、2025 年までに 3 ギガワットまで増えると試算されている865。 
 
ハーシー社、菓子を製造できる 3D プリンターを発表 
ハーシー社（Hershey）は 3D システム社（3D System）と共同で、菓子製造 3D プリンターを開発した。この 3D プリン
ターはチョコレートと砂糖が使用でき、単色プリントの「ChefJet」とマルチカラープリントの「ChefJet Pro」2 種類が今回
公開された。8 インチから 10 インチ、そして 14 インチ四方の大きさまで作ることができ、1 時間に約 1 インチプリント














するナノロボットを目指している。この研究は NSF 助成を受けて進められている868。 
 
米国西海岸周辺の放射能の調査に乗り出す海洋学者 
ウッズホール海洋研究所（Woods Hole Oceanographic Institution）の海洋科学者、ケン・ブエッセラー（Ken 
Buesseler）は、米西海岸の放射能レベルを測る海洋調査をクラウドソーシングにより開始する。「海に放射能はどれ





IBM が X86 サーバー事業を売却しようとしている。昨年の春、レノボ社（Lenovo）と交渉した際は価格面で折り合い
がつかず決裂したが、現在はどの企業と交渉しているのか明らかになっていない。IBM は戦略的に、利幅の少ない
ローエンド事業からソフトウェアやクラウドコンピューティング等のハイエンド事業へと移行を進めており、調査会社ガ
ートナー社（Gartner）によると、2012 年のローエンドサーバー市場で IBM は 3 位、15%のシェアがあったが、2011
年の 16.4%から下がっている870。 
 
フォード社、自律運転技術の開発で MIT 及びスタンフォード大学と協力 
フォード社は、22 日、｢モビリティの将来（Blueprint for Mobility）｣と題する 2025 年以降の交通ビジョンの一環で、
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バイオ製薬セクター、米国の STEM 教育改善に貢献 
米国研究製薬工業協会（PhRMA）のメンバー企業 24 社は、2008 年以来、STEM 関連事業に 1 億ドル以上投資し
てきた。バイオ製薬セクターの製造分野では、約 3 分の 1 の雇用が STEM 人材である。また、PCAST は、今後 10


















DOE、クリーンエネルギー事業に 300 万ドルの助成 






オバマ大統領、ISS の 4 年延長に同意 
オバマ政権は、15 か国による国際プロジェクトである国際宇宙ステーション（ISS）のプロジェクト期間を 4 年延長し、
2024 年までとすることを発表した。この延長を受け、NASA では、長年の目標であった火星への有人飛行の実現に











オバマ大統領は 9 日、4 年に 1 度のエネルギー計画見直し（QER）の実行を指示する覚書にサインした。今回は特
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自然科学分野への 2014 年度予算は増加 
2014 年度歳出法では、物理科学分野への拠出は軒並みアップしたものの、バイオ医療分野の伸びは見られなか
った。2013 年と比較して、NSF は 4.2%、NASA の科学プログラムは 7.7%、DOE 科学局は 9.7%、ARPA-E は 11.2%、












者エレクトロニクス技術分野において利用される次世代半導体の開発に取り組むことになる。DOE から 5 年間に渡
って 7,000 万ドルが支給される883。 
 
風力発電への助成金が打ち切り 
グリーンエネルギーの推進を目的として 1992 から拠出が行われてきた風力発電への補助金が 1 日、打ち切りとなっ
た。昨年の発電税控除は 1 キロワット時あたり 2.3 セントであった。風力発電以外にも多数の再生可能エネルギーへ
の補助が 2013 年末に打ち切られている。「反税控除」の議員らは今や風力発電業界は自力でやっていけると主張




航空宇宙局（NASA）が商用月面着陸船開発パートナーを民間から募集している。これは Lunar CATALYST という
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NSF を含む複数国の研究機関が、第 3 回「データ掘削チャレンジ（Digging into Data Challenge）」の受賞者 14 チー
ムを発表した。受賞したのはカナダ、オランダ、英国、米国のチームで、大学や図書館の人文学者、科学者、情報
専門家等で構成されている。彼らには、社会科学・人文科学分野でコンピュータ技術によるビッグデータの応用を





アプリのコンペを開催する。これは 2 回目のコンペで、応募者は 1 回目のコンペで提案されたアイディアとオープン
データソースを利用できる。3 月 9 日まで受け付けしており、下旬に受賞者が決定される。1 回目は 11 月に開催さ
れ、100 以上のアイディアの応募があり、結果、12 の受賞者に総額 1 万ドルが授与された887。 
 
エネルギー専門家「『全ての』ではなく『最良の』エネルギーを支援すべき」 






DOE、新たな自動車技術の開発に 5,000 万ドル投入 
ワシントン自動車ショーでモニツ・エネルギー長官が、新たな自動車技術の研究開発に 5,000 万ドルを投じることを
表明した。DOE や自動車メーカー等の取り組みにより、過去 4 年間で自動車の効率化、電気化は大幅に進み、バ
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DOE は 30 日、より高い風力発電機による発電力強化のための 200 万ドルの支援を発表した。現在導入されている
風力発電機の平均の高さは90メートルだであるが、この支援により設計される発電機の羽の中心までの高さは最低
で 120 メートルとなる。国立再生可能エネルギー研究所（NREL）の分析によれば、費用対効果の高い羽の中心ま










の上流に流出し、30万人分の飲み水が汚染された。この件でNSFはRAPID（ Rapid Response Research）補助金を
3 つの大学の研究チームに合計で 15 万ドル提供し、データの収集と調査を行う。RAPID はこれまで 2010 年のメキ











自動走行車の販売台数、2035 年までに 1,180 万台へ拡大 
IHS オートモーティブ（IHS Automotive）による報告書によると、自動走行車（self-driving car：SDC）の販売台数は
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ターゲット社、顧客情報 7,000 万件のデータ盗難の被害に 













段階から大学進学候補者を増やす手段を講じること、進学カウンセリングや SAT や ACT の受験準備の機会を均等
にすること、学力の足りない学生を卒業に導く支援策を強化することを呼びかけた。これを受け、100 以上の大学学





を定める、②外国諜報活動監視裁判所（Foreign Intelligence Surveillance Court： FISC）の活動を今後毎年、大統
領と諜報機関トップが監督する、 ③国民と外国人との通信記録を米政府が獲得する際の制限を強化すべく、外国
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増設は急務となっている。例えばソフトウェア企業 SAP 社では 2013 年、電気自動車を所有する社員 61 名に対し、





企業経営を困難と感じる人の中で、借り入れ不足をその理由に挙げる人が 2012 年から 17 ポイント下がって 28%と
なっており、個人の貯蓄を使って起業する人の数は 66%から 86%まで上昇している。これは、市場での借り入れが
進んでいることと、個人の貯蓄が起業立ち上げに資金として利用される傾向が強まっていることを示している。また、
従業員数 4 人以下の起業は 1.5%増加の 26.5%となっている。10 万ドル以上の収益がある起業は 4%増加しており、









ソーラー財団（Solar Foundation）の調査によると、2013 年 11 月現在、米国の太陽エネルギー分野での雇用者数は
14 万 2,698 人で、2012 年 9 月比で 2 万 3,682 人多い 19.9%増となった。これは、国の平均雇用率 1.9%の 10 倍で、
次の 12 か月では約 2 万 2,240 人（15.6%）の増加となる見込みである。特に多く雇用されているのが退役軍人で、






















全米製造業者協会（National Association of Manufacturers：NAM）とハーバードビジネススクールの調査によると、
米国が海賊版ソフトによる不当競争のため 2002～2012 年に失った売上高は 2,400 億ドル、GDP は 700 億ドル、雇
用は 4 万 2,220 人と見積もられている。NAM は、海外の IP 侵害者に対して適切な法執行がなされなければ、雇用
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909 ROLL CALL, "As Data Meets Farm Fields, Concerns Begin to Grow"  
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国務省、キーストーン XL パイプラインの環境被害は最小限と報告 
国務省がキーストーン XL パイプラインは炭素排出を大幅に悪化させることはないとする報告書を発表した。このパ




















が要因となっている可能性がある。なお特許料の平均も 2012 年に比べ 3 分の 1 以上下落している他、特許権の譲









2012 年の VC 調達金額は、前年比 17.1％増の 107 億ドルとなり、新興企業への投資が金融危機以前のレベルにま
で回復しつつある。ステージ別動向では、2012 年度のシードおよびアーリーステージにおける投資が 36.4％に達し、
2008 年から一層伸びていることから、今やベンチャー投資の求心力がこの 2 つ投資タイプにあると言える。州別の
投資額では、カリフォルニア州やマサチューセッツ州等の大都市圏が上位につけているが、その他の州では安定し
た投資環境にあるとは言いがたい920。 
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DOD は、化学兵器や細菌兵器等に対抗するための取り組みを拡充する。同省の国防脅威削減局（Defense Threat 












NHI 助成研究で、ヒト化させたマウスの HIV 感染を防ぐ技術を開発 
NIH からの助成を受けたカリフォルニア工科大学（California Institute of Technology）のデイビッド・バルチモア
（David Baltimore）博士が率いるチームの研究で、特定の HIV 広域中和抗体の生成を活性化させることにより、ヒト
化させたマウスの HIV 感染を防ぐことができることが分かった。実験は VRC01 抗体とその修正版である VRC07 抗
体で行われ、どちらにおいても HIV 感染からの保護効果が確認された。この技術は vectored immunoprophylaxis 










カリフォルニア州サンフランシスコで立ち上げられた WaterFX プロジェクトは、パノーチェ水域から 100 万ドルの支援
を受けて、カリフォルニア州の豊富な日射量を利用して従来型脱塩設備の半分のコストで海水の浄化を行う太陽熱
海水脱塩工場を建設した。脱塩された水は、飲用水の質であるという。太陽熱脱塩システムは、パノーチェのような
農業用水域にとって、慢性的な水不足と農業への塩害という 2 つの問題を解決できるものである925。 
 
コンピュータメモリへの応用が有望視されるアトムトロニックデバイス開発で前進 







HHS の事前準備対応次官補局（Assistant Secretary for Preparedness and Response：ASPR）は、緊急時に酸素濃縮
器等の医療機器（Durable Medical Equipment：DME）を利用する患者を支えるコミュニティ支援のアイディア・チャレ
ンジの勝者 3 名を発表した。緊急時において、生命維持装置の位置及び状況を把握できるシステムの確立方法に
関するアイディアを求め、2013 年 9 月に発表されており、第 1 位には 5,000 ドル、第 2 位には 3,000 ドル、第 3 位に
は 2,000 ドルが授与される927。 
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GE 社は 24 日、水を使用しないフラッキングやガスタービンの効率性等の複雑なエネルギープロジェクトを柱とした






FDA は 2013 年 12 月、遺伝子検査や医療診断等を目的として、人間の DNA の塩基配列を迅速且つ効率的に読
み取る、初の「ハイスループット DNA シーケンサー（high-throughput DNA sequencer）」の市場化を承認した。現在



















DOE、バイオマス由来の再生可能な炭素繊維生産促進へ 1,200 万ドルを助成 






下院、アプリコンテストで STEM 教育を推進 
米国下院は、アプリ開発コンテストを学生の為に主催し、STEM 教育の分野に興味を持つ学生を増やす効果を期
待している。米国では、STEM 教育人材が 100 万人不足している現状に反して、今後 850 万の STEM 系求人が増
えると予想されており、米国産業競争力に関わる問題となっている。このコンテストは、学生は個人またはチームで
                                                        
928 National Institutes of Health, "The Art and Science of Single-Cell Printing: Researchers developed and tested a 
technique for convenient, precise, and fast printing of live single cells" 
929 Reuters, "GE will increase energy spending to aid drilling boom, Immelt says"  
930 National Institute of Standards and Technology, "How Well Did You Sequence that Genome?' NIST, Consortium 
Partners Have Answer"  
931 Forbes, "Blowing Up: Tesla's Gigafactory Is Going To Revolutionize The Auto And Utility Industries" 
932 Industry Week, "Boeing Self-Destructing Smartphone: Do Not Try to Open"  
933 Department of Energy, "Energy Department Announces $12 Million for Technologies to Produce Renewable 







DOT の米国高速道路交通安全局（NHTSA）は 3 日、軽車両向け車車間（vehicle-to-vehicle ：V2V）通信技術の実
現に向けた施策を発表した。V2V 通信技術は、車両同士で通信しすることで安全性が向上するだけでなく、スピー
ドやポジション等の基礎的な安全データを交換することで衝突を避けることが可能となるとされている。今後、
NHTSA は、1 年に亘るパイロットプログラムの結果をとりまとめ、一般公開する予定である935。 
 
NSF、次世代のネットワーキング技術を研究する日米共同プロジェクト 7 件へ助成 
NSFと日本の情報通信研究機構（National Institute of Information and Communications Technology：NICT）関係者
は 1 月、日米ネットワーク機会プログラム（Japan-U.S. Network Opportunity Program：JUNO）を通し、次世代のコンピ









ーカーの分類を目的とし、今後 5 年間に亘り、アルツハイマー病や 2 型糖尿病、全身性エリテマトーデス等に対し、
2 億 3,000 万ドル以上が投資される予定である937。 
 
DARPA、助成成果のソフトウェアや発行物等を一般に公開 





ARPA-E は 6 日、ハイブリッド式の太陽光エネルギーのコンバーターとエネルギー貯蓄システムの開発を目指す
￥プログラム「FOCUS（Full-Spectrum Optimized Conversion and Utilization of Sunlight）」を通し、陽が照らない際




NSF の政策策定を担い、大統領及び議会の顧問を務める米国科学審議会（NSB）は 6 日、報告書「科学及び技術




DOE は 7 日、異常気象やその他の事象による停電時に、コミュニティの対応に役立つ技術の設計促進を目指すプ




                                                        
934 Nextgov, "House Launches App Challenge to Inspire Science and Technology Careers"  
935 National Highway Traffic and Safety Administration, "U.S. Department of Transportation Announces Decision to 
Move Forward with Vehicle-to-Vehicle Communication Technology for Light Vehicles"  
936 National Science Foundation, "NSF awards grants to seven joint US-Japanese projects for next-generation 
networking technologies"  
937 National Institutes of Health, "NIH, industry and non-profits join forces to speed validation of disease targets" 
938DARPA, "DARPA Open Catalog Makes Agency-Sponsored Software and Publications Available to All" 
939 Advanced Research Projects Agency-Energy, "In Austin, Energy Secretary Moniz Announces New ARPA-E Solar 
Projects"  
940 National Science Foundation, "US lead in science and technology shrinking"  

















NIST は 12 日、サイバーリスクへの対応・管理に関する枠組み「重要インフラサイバーセキュリティ改善のための枠




DOE、地熱エネルギーのコスト低減、重要物質の供給上昇を目指す研究開発へ 300 万ドルを助成 












DOE のアーネスト・モニツ長官（Ernest Moniz）は 19 日、ジョージア州ウェインズボロを 20 日に訪問し、ボーグル発
電所（Alvin W. Vogtle Electric Generating Plant）における原子炉 2 基の新設に対して融資保証を提供することを発
表した。米国において約 30 年ぶりに原子力規制委員会（NRC）の建設許可が下りた原子炉 2 基の総発電量は
1,100MW に及ぶ。オバマ大統領は 2010 年、同プロジェクトに対する 83.3 億ドルの融資保証枠を発表しており、今









                                                        
942 Government Accountability Office, "Nanomanufacturing: Emergence and Implications for U.S. Competitiveness, 
the Environment, and Human Health"  
943 Nextgov, "DARPA Launches Project to Revolutionize Web Search"  
944 National Institute of Standards and Technology, "NIST Releases Cybersecurity Framework Version 1.0"  
945 Department of Energy. "Energy Department Announces $3 Million to Lower Cost of Geothermal Energy and 
Boost U.S. Supply of Critical Materials"  
946 The White House, "Opportunity For All: Improving the Fuel Efficiency of American Trucks – Bolstering Energy 
Security, Cutting Carbon Pollution, Saving Money and Supporting Manufacturing Innovation"  
947 Department of Energy. "Sec. Moniz to Georgia, Energy Department Scheduled to Close on Loan Guarantees to 
Construct New Nuclear Power Plant Reactors"  
948 The White House, "FACT SHEET - Executive Actions: Answering the President's Call to Strengthen Our Patent 















DOC のペニー・プリツカー長官（Penny Pritzker）は 24 日、民間セクターに対し、ビックデータに関する課題克服に





DOE は 24 日、DOE が目標として掲げる商業規模の高度地熱システム（Enhanced geothermal systems：EGS）プロジ
ェクトのコスト低減の達成に向け、1,000 万ドルの助成を行うことを発表した。助成金の提供は、EGS の潜在的な実
施場所の探索のため、革新的な技術を高精度なデータの獲得やデータ処理分析を目指す、3 年間に亘る共同研
究開発プロジェクトを対象としており、最大 10 件まで行われる952。 
 
DARPA、偽の電子製品を見分ける部品開発への支援を計画 






オバマ大統領は 25 日、DOD 率いる新しい製造イノベーション研究所 2 件の設立、および、先進材料製造イノベー








テネシー大学（University of Tennessee）の情報コミュニケーション研究センター（Center for Information and 








                                                        
949 DARPA, "Big Mechanism Seeks the "Whys" Hidden in Big Data"  
950 USA Today, “DOT asks public whether to allow calls on planes” 
951 Department of Commerce, "NOAA Moves to Unleash "Big Data" and Calls Upon American Companies to Help"  
952 Department of Energy, "Energy Department Announces $10 Million to Speed Enhanced Geothermal Systems into 
the Market"  
953 DARPA, "Tiny, Cheap, Foolproof: Seeking New Component to Counter Counterfeit Electronics 
954 The White House, "President Obama Announces Two New Public-Private Manufacturing Innovation Institutes 
and Launches the First of Four New Manufacturing Innovation Institute Competitions" 















「ConnectED」政策に呼応し、アップル社、AT&T 社、マイクロソフト社等の民間企業は、総額 7 億 5,000 万ドル以上
の機器、通信環境、教育ツール等を提供することを発表した。他には、FCC が 2,000 万人の学生に次世代通信およ










USDA は 5 日、全米 7 カ所において、気候変動のリスク適応、緩和を目的とした地域ハブを設立することを発表した。
主に火災、ペスト、洪水、干害等の増加する地域的リスクに焦点を当て、リスクを緩和するための情報提供や、気候
変動が脳病や森林等に与える影響に関する教育等を行う。USDA は、今回発表された 7 ヶ所のハブに加え、南東










リカ（米国の地方産）」輸出・投資イニシアチブ（“Made in Rural America” export and investment initiative）を発表し
た。 同イニシアチブでは、大統領府地方委員会（White House Rural Council）、USDA、DOC、SBA が連携し、農







                                                        
956 The Wall Street Journal, "Spying Fears Abroad Hurt U.S. Tech Firms"  
957 USA Today. "SF residents caught in middle of tech hostilities" 
958 The White House, "FACT SHEET: Opportunity For All – Answering the President’s Call to 
Enrich American Education Through ConnectED"  
959 The New York Times, "CVS Vows to Quit Selling Tobacco Products"  
960 U.S. Department of Agriculture, "Secretary Vilsack Announces Regional Hubs to Help Agriculture, Forestry 
Mitigate the Impacts of a Changing Climate" ( 
961 United States Census Bureau, "Census Bureau Statistics Show Origin and Destination of the Nearly 17 Million 
Who Move Between Counties Each Year"  
962 The White House, "FACT SHEET: Opportunity For All : Establishing a New "Made In Rural America" Export 














オバマ政権は 10 日、オバマケア実施の遅延を理由に、中小企業（従業員 50〜99 人）が従業員への医療保険の提











カウフマン財団によると、2000 年以降 IT ビジネスの起業件数が減少しており、米国経済への影響が懸念されている。






米国科学振興協会（American Association for the Advancement of Science：AAAS）は 12 日、AAAS 初となるオープ
ンアクセスのオンラインジャーナル「サイエンス・アドバンス（Science Advances）」を 2015 年初旬に発刊することを発











シンクタンクのタレント・イノベーションセンター（Center for Talent Innovation：CTI）が発表した報告書「アテナ 2.0 フ
ァクター：科学工学技術分野における女性の人材登用促進（Athena 2.0 Factor: Accelerating Female Talent in 
Science, Engineering & Technology）」によると、自身の務める企業において女性がトップになれないと科学工学技
術分野における管理職の多くが回答していることが明らかとなった。また、米国では同分野の女性の 1 年以内の離
職率は、男性に比べ 45％も高いことも判明している970。 
                                                        
963 The New York Times, "Drug Shortages Continue to Vex Doctors"  
964 USA Today, "Subway to remove chemical from bread" 
965 The New York Times, "Further Delays for Employers in Health Law"  
966 Governor Andrew M. Cuomo, "Governor Cuomo Announces NY Green Bank Is Open for Business "  
967 Kauffman Foundation, "Dampening High-Tech Dynamism Demonstrates Need to Reignite Entrepreneurial 
Economy"  
968 Science, "AAAS Launches Open-Access Journal"  
969 USA today, "Police departments have their eye on Google Glass"  





米国は 30 日、感染症の脅威に対応するための「グローバルヘルス・セキュリティ・アジェンダ（Global Health Security 
Agenda）」への参加を表明した。米国では、HHS、国務省、USDA、 DOD が関与し、感染症の予防、発見、感染症
の脅威に対する効果的な対応を行う計画を立てることになる。同アジェンダには、世界保健機関（World Health 
Organization：WHO）や国際連合食糧農業機関（Food and Agriculture Ornganization：FAO）を 始め、26 ヶ国が参
加している971。 
 
米国ブロードバンド・IT 企業、Wi-Fi へのアクセス拡大を目指す新団体を設立 
コムキャスト社（Comcast Corp.）、タイム・ワーナー・ケーブル社（Time Warner Cable Inc.）、グーグル社、マイクロソフ




AvaMed 調査、医療危機の売上税導入により 16 万 5,000 人の雇用損出 
米国先進医療技術工業会（Advanced Medical Technology Association：AdvaMed）は、米国における医療機器の売
上税（2.3％）導入による影響をまとめたレポートを発表した。この調査では、売上税を導入したことで米企業の 30％





（Streamlining the Export/Import Process for America’s Businesses）」を発令した。現在企業は、輸出入の手続きを行
う際、複数の省庁に対して 情報を紙面にて提出しなければならないことが多いが、同大統領令により、国際貿易デ
ータシステム（International Trade Data Ssytem：ITDS）の利用が促進され、電子版での提出が可能となり、承認まで
の時間が大幅に短縮されることとなる974。 
 
DOL、再雇用支援へ 1 億 5,000 万ドルの助成を発表 
DOL は 19 日、就職活動に関するカウンセリング、再就職支援等に焦点を当てたプログラムに対し、再雇用支援を
















                                                                                                                                                                  
Barrier to Advancement for Women and Cause of Flight Risk"  
971 U.S. Department of health & Human Services, , "Nations Commit to Accelerating Progress against Infectious 
Disease Threats" 
United States Department of Health and human Services, "Global Health Security" 
972 The Wall Street Journal, " Tech Companies Push for Greater Wi-Fi Access"  
973 HealthImaging, "AdvaMed survey finds about 165K jobs compromised due to device tax"  
974 The White House, "FACT SHEET: President Obama to Sign Executive Order on Streamlining the Export/Import 
Process for America's Businesses" 
975 Department of Labor, "$150M Ready to Work Partnership grant competition to help those facing long-term 
unemployment return to work announced by US Labor Department"  
976 The Wall Street Journal, "Older Americans' Car-Crash Fatality Rate Has Declined, Study Says"  




国防総省、陸軍の第 2 次大戦以前の規模への縮小を計画 
チャック・ヘーゲル国防長官（Chuck Hagel）は 17 日に出された新たな DOD 予算案の中で、第 2 次世界大戦以前
から増強を続けてきた陸軍を 1940 年以来最小規模に縮小すると共に、空軍の爆撃機全クラスを削減することを計
画している。これに対し、大規模な軍事行動が 2 つ同時に起きた場合に対応しきれず非常に危険が高まること、敵











ABC や CBS 等の米 4 大ネットワークは、ネット放送ベンチャーのアエレオ社（Aereo）を相手取り、最高裁判所にサ
ービス停止の裁定を求めている。アエレオ社は、小型アンテナを用いて地上波テレビ放送をインターネットから有料
でストリーミング配信する再送信するサービスを全米 13 都市で提供し、創設から 2 年で急成長を遂げている。同社
は、このサービスは個人別のアンテナで直接番組を受信する仕組みであるため「再」送信は行っていないとして、大
手放送局に再送信料を支払うことを拒否しており、各放送局はこれを著作権侵害にあたるとして訴えている。本係
争の判決は 4 月 22 日に下される見込みである980。 
 
幼児の肥満率、10 年で 43％減少 






25 日、ボーイズ&ガールズアメリカクラブ（Boys & Girls Clubs of America） と 全米レクリエーション・公園協会











財務省の IT 刷新により世界最大の麻薬カルテルを打倒 
世界最大の麻薬カルテル「シナロア・カルテル」の打倒に最先端 IT 技術が一役買った。財務省の金融犯罪取締ネ





                                                        
978 The New York Times, "Pentagon Plans to Shrink Army to Pre-World War II Level"  
979 The New York Times, "Steel Industry Feeling Stress as Automakers Turn to Aluminum"  
980 The New York Times, "TV Networks Ask Supreme Court to Shut Down Aereo" 
981 The New York Times, "Obesity Rate for Young Children Plummets 43% in a Decade"  
982 The White House, "First Lady Michelle Obama Applauds Investments in Healthier 
Out-of-School Programs That Will Impact 5 Million Kids"  
983The White House, "The White House and USDA announce School Wellness Standards" 






































FDA は、ソーシャルメディアやブログ上での FDA 規制品についての会話等をモニタリングする事業者を探している。
FDA 規制品には医薬品や食品、タバコ等が含まれ、新たな規制や警告発表の際に、ソーシャルメディア上での





                                                        
985 Compete.org, "Fourteen Business, Higher Education, Scientific Organizations Launch Creative Video Urging 
Congress to Close the Innovation Deficit by Supporting Federal Investments in Research"  
986 USA Today, "Battle for Bitcoin: Will it survive?"  
987 The New York Times, "New F.D.A. Nutrition Labels Would Make ‘Serving Sizes’ Reflect Actual Servings"  
988 The New York Times, "With Military Moves Seen in Ukraine, Obama Warns Russia"  
989 USA Today, "NIH director on legalizing pot: Not so fast"  
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